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論文要旨	 

	 

	 本研究は，小学校現場において，「情報リテラシー」を育成するための授業に注目し，学校

図書館における「学習環境デザイン」の観点を提案することを目的とする。 

	 筆者は関西大学初等部の開設において，学校図書館の「学習環境デザイン」を担当し，「学

びの場としての学校図書館」「読書の場としての学校図書館」「癒しの空間である学校図書館」

の三つのイメージをもって取り組んだ。本論文は，このうちの「学びの場としての学校図書館」

をフィールドとして取上げる。21世紀を生き抜く資質や能力を育成するための一つの場として，

多くの日本人がもつイメージの学校図書館を，「学習に役立つ」「授業を行う」「全員の子ども

が使う」という「学びの場としての空間」へと見直しが始まったからである 。 

	 学校図書館の特長は，組織化された情報・資料にある。学びの場としての学校図書館を活用

するには，情報・資料を使うための情報リテラシーが要る。この情報リテラシーは机上で習得

するのではなく，学校図書館を活用する「授業」を通して育成される。言い換えると，学校図

書館を活用した授業が行われなければ，子どもは情報リテラシーを習得する機会を得られない

ことになる。 

	 現在，学びの場としての環境整備は進んでいるものの，授業で使われていない学校図書館が

あるのも事実である。その理由の一つに，どの学校図書館も利用者を意識して学習環境が整え

られてきたが，学校図書館を活用して行われる利用者の活動，すなわち教員が進める授業につ

いての研究不足があると筆者は見ている。その根拠として，①各校に配置された司書教諭の職

務の実施状況は，授業に関する以外の内容が上位を占めていること，②司書教諭が指導してい

る情報リテラシーは，図書館の使い方を始めとした従来からの「利用指導」の内容が多く，「探

究の過程」を意識した指導法に含まれる内容は極めて少なかったことがあげられる。 

	 先行研究から，教員が「授業」で学校図書館を活用するためには，「教師用ガイド」と「協

働」が必要であるという見通しをもつことができた。さらに，これらを総合的に見て学習環境

をデザインするという考え方が要ることもわかった。しかしながら，これらの要素がどのよう

に機能し合うのかについては言及されていない。そこで本論文では，「学びの場としての空間」

における「授業」「子どもと教員」「情報・資料」の各要素間のつながりに目を向けた。つなが

りに目を向けることにより，要素と要素をつなぐ観点を見出すことができるのではないかと考

えたからである。 
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	 「教師用ガイド」については，司書教諭だけでなく担当教員をも対象とした内容が必要であ

ることがわかった。司書教諭と担当教員では，教師用ガイドに対する要望事項が異なるからで

ある。担当教員は直接指導に携わるため，基本的な知識や各教科等でどのように役立つのかを

知りたがっていた。一方，司書教諭は計画を立てる立場であることから，自分の学校の年間計

画が作りやすい教師用ガイドを必要としていた。また，総合的な学習の時間をはじめ各教科で

は探究の過程に沿った単元計画を立案していることから，各過程で育成したい情報リテラシー

の一覧表も必要であることがわかった。このようにして作成した教師用ガイドは教員の手助け

となり，子どもの情報リテラシーの習得度の向上に有効であったことが確かめられた。 

	 「協働」については，行政が積極的に協働できる時数を確保している地域があるものの，ど

の地域でもその時数が確保できるとは限らない。効果があるとわかりながら時間がないためで

きないという現状から，協働が行われるために必要なのは時間だけなのか，という視点をもっ

て調査を行った。切り口としたのは，習得されにくい情報リテラシーを絞ることである。協働

するときに，重点を置く情報リテラシーがわかれば，短い時間で指導の重点を絞った取組が可

能になる。調査結果から，担当教員が単独で行う授業において習得されにくい情報リテラシー

は，協働により効率よく習得されることがわかった。あくまでも，これは一つの事例である。

協働には問題点が多いものの，情報リテラシーをバランスよく習得できるという効果は示され

ている。問題点の解決策を試行錯誤することにより協働の幅が広がり，多様な協働の仕方が紹

介されることで情報リテラシーの育成につながると考える。 

	 「教師用ガイド」と「協働」は，「情報・資料」が「授業」や「子どもと教員」と機能し合

うための観点として効果的であることがわかった。学校図書館の情報・資料は組織化されてお

り，それらを授業で活かすために専門的な知識をもった司書教諭がいる。情報・資料を授業で

活用しようとすると，授業を行う担当教員と情報・資料に詳しい司書教諭との協働が必要にな

る。また，情報・資料を授業で活用することを通して，情報リテラシーが育成される。情報・

資料と子どもと教員をつなぐためには，教師用ガイドに情報リテラシーの指導方法や指導計画

があると，複数の教員が授業について話し合うときの土俵となる。しかしながら，「情報・資

料」と「授業」をつなげる「協働」と，「情報・資料」と「子どもと教員」をつなげる「教師

用ガイド」は，学習環境をデザインするときの観点の一部に過ぎない。	  

	 先行研究からは，このような観点が総合的にデザインされないと機能しないとの指摘があっ

た。先行研究で見出すことができなかった「授業」と「子どもと教員」をつなぐ観点が見える

ことにより，「情報・資料」「授業」「子どもと教員」が相互に機能し合う学習環境デザインが
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できることになる。関西大学初等部の事例から,学びの場としての空間において「授業」と「子

どもと教員」の観点を見出すことができた。子どもに必要な観点は「学ぶ意味とめあて」であ

り，教員に必要な観点は「子どもの実態」であった。具体的には，子どもの学ぶ意欲やめあて

という観点では，学びの足跡が見えるポートフォリオなど，教員が必要としている子どもの実

態という観点では，情報リテラシーの習得度のデータなどが考えられる。これらは，通常授業

を行うときにどの教員も必要とする観点である。学校図書館の授業においても，必要であるこ

とは言うまでもない。教育という視点に立ったときに当たり前と言えることは，学校図書館で

も当たり前としていきたい。 

	 このように，「授業」と「子どもと教員」という要素をつなぐ「学ぶ意欲とめあて（子ども）・

子どもの実態（教員）」という観点が見出されたことにより，「情報・資料」と「授業」をつな

ぐ「協働」，「情報・資料」と「子どもと教員」をつなぐ「教師用ガイド」と共に，要素間を関

係づける観点が出揃った。これらの観点を機能させることが，学校図書館の学習環境をデザイ

ンすることであるというのが筆者の提案である。 
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序	 章	 本論文の視座	 

	 

	 本研究では，小学校現場において情報リテラシーを育成するための授業に注目し，学びの場

として学校図書館が機能するために必要な学習環境デザインの観点を提案する。序章では，筆

者の問題意識，本論文のテーマに関わる用語である「情報リテラシー」「学校図書館」「学習

環境デザイン」について述べ，本論文の視座を示す。	 

	 

	 

0.1 問題の所在	 —筆者の問題意識	 

	 20世紀後半から 21世紀にかけ産業社会から情報社会へ動いていく時期に，筆者は小学校教

員として子どもの学びと向き合っていた。「教師主導の教える授業」から「学習者が自ら学ぶ

授業」へと，授業観に転換期が訪れたときでもある。関心・意欲・態度が重視され，自ら学ぶ

力を培う総合的な学習の時間が始まった（文部省,	 1998a）。授業観の変化に伴い，あらゆる場

所で得られる様々な情報が教材となり，学びの場は教室だけではなくなった。その一つに学校

図書館がある。本のある部屋から学びの場へと学校図書館の見直しが行われ，授業を想定した

机椅子や調べるための本が置かれた。学校図書館といえば個人で行くイメージの強い場所であ

ったのが，授業で全員の子どもが使える場所になった。	 

	 ところが，環境が整ったはずの学校図書館にも関わらず，子どもはいつまでも本を探してい

る。目次・索引を使わずに本の頁をぺらぺらとめくったりしている子もいる。調べるために図

書館を使うことがなかったため，どこにどんな本があるのか，手に取った本からどのように情

報を見つけ出したらよいのかがわからないという状況がそこにあった。それならば，教員が子

どもに教えたらいいと思われるのだが，教員も何をどこからどのように教えたらいいのかがわ

からない。通常，学校で教えることは教科書に書いてあり，教師用ガイドもある。図書館での

本の探し方や情報の見つけ方については教科書に掲載されていない，指導用ガイドの存在もな

い，という思いを多くの学校図書館担当教員が抱いていた。	 

	 筆者は 1999 年に学校図書館に関する知識を得るための講座を受け，司書教諭の資格を取得

した。子どもに身につけさせたかった力を総称して情報リテラシーと呼ばれていることや，そ

の概念が米国から我が国に入ってきたことも学んだ。さらに，同じような能力の育成を情報教

育でも行っており，文部科学省においては「情報活用能力」と別の表現となっていることを知
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った。情報リテラシーは，学校図書館や図書館資料を使う活動を通して身につけていくスキル

である。しかしながら，情報リテラシーを学ぶ時間が設定されている訳ではない。では，情報

リテラシーはどの教科で，いつ学ぶのだろうか。このような課題を抱きながら，学校図書館を

授業で活用する方策を模索するようになった。	 

	 2003 年のことである。『未来をつくる図書館』（菅谷，2003）というタイトルに引かれて，

この書と出会った。菅谷がリポートした図書館は通称シブルと呼ばれ，ニューヨーク公共図書

館の分館である。シブルは，利用者の多くが「図書館がなかったら今の自分はない」と語る場

所として，図書館の中では有名であった。シブルのレポートの中に，2001年に起きた「9.11」

直後，ニューヨーク公共図書館の別の分館の司書であったカレンバーグの行動が書かれていた。

テレビメディアが事件を扱うのに対し，「市民が使える情報資料の提供は, 図書館がすべき」  

（p. 95）との判断から，生活に必要な情報の提供を始めたのである。起業支援や医療情報等の

提供に加え，非常時の市民への情報提供も図書館の役割なのかと驚いた。図書館ができること

のイメージを覆すレポートであった。この本との出合いが，学校図書館を整備して待っている

だけの自分に気づくきっかけとなった。	 

	 この後，静岡県内で赴任した 3校の学校図書館を，学びの場として活用できるように整備す

るのと当時に，他校の教員に呼びかけ共に学び合う機会を作った。痛切に感じたのは，授業で

使われるには学習環境の整備が必須であるものの，学習環境を整えたからといって授業で活用

されるとは限らないという現実である。学習環境を整えたならば，教員が学校図書館を活用し

て授業をするだろう，授業で図書館資料を使ってくれるだろう，という期待通りには進まなか

った。まずは環境整備に取り組み，次に教員が授業で学校図書館を活用しなければ，子どもの

情報リテラシーの習得までには至らない。この現実が学校図書館の抱える大きな問題であると

自覚するようになった。 

	 筆者は 2010 年に新設された関西大学初等部・中高等部の教員として学校図書館のデザイン

を担当するにあたり，このような問題意識を抱きながら，どういう図書館にしたいのかと自問

自答した。「学校図書館で必要な情報を自分で探すスキルが身についているということ，そし

て，これらのスキルは社会で生きる上での基礎力である」という実感が筆者にはある。しかし，

今の子どもが生きる時代は 21 世紀，筆者が過ごした子ども時代とは比較にならないほど，多

様なメディアや情報の中で生きている。学校図書館を活用することを通して身につくスキルは，

今後の時代を生きる上での基礎力になるはずである。	 

	 この思いを確認するために再読したのが，『未来をつくる図書館』であった。「多様な情報か
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ら自分が必要なものをいかに戦略的に探し出し，評価し，活用するのかといった情報リテラシ

ーの育成が重要視されるようになっている」（菅谷，2003，p. 43）との記述を繰り返し読んだ。

戦略的に探し出し，評価し，活用する力，すなわち情報リテラシーは，筆者が学校図書館を活

用することを通して子どもに身につけさせたい基礎力と一致するものであった。シブルでは，

情報リテラシーの講座を 1日に 2回ほどの頻度で設けている。情報の提供が過多であることに

対して，提供する側にだけ問題があると考えるのではなく，これを利用する側の活用能力を育

てることで対向する必要があるとの考え方が根底にあると気づいた。	 

	 本論文では，シブルのこの考え方を援用し，学習環境を整えたものの「授業」で使われない

学校図書館があるという問題に対して，単に図書館側が学習環境を整えるのではなく教員が

「授業」で学校図書館を活用することを視野に入れて，学習環境をデザインするという視座に

立つ必要があると考えている。 

	 

	 

0.2 本論文中の用語	 

	 

	 本論文では，タイトルに「情報リテラシー」「学校図書館」「学習環境デザイン」という用語

を使っている。本節では，これらの用語の基本的な概念について説明をする。	 

	 

0.2.1	 	 基礎力としての情報リテラシー	 

 

	 学校図書館について，「単なる本のある部屋ではない」（桑田，2010, p. 23）と，多くの大人

がもつイメージを一新させる発言がある。学びの場として学校図書館を活用してこなかった世

代にとって，学校図書館で授業が行われている光景を想像するのは難しいかもしれない。 

	 学校図書館が，単なる本のある部屋ではなくなった理由として，汎用的な能力の育成を念頭

に置いた教育改革が進められたことがあげられる（文部省，1998a）。我が国では，21 世紀に

生きる子どもに必要な汎用的な能力を「生きる力」と呼んだ（文部省，1996）。学校図書館も

その流れに沿い，単なる本のある部屋から汎用的な能力の育成の場として，活用方法が見直さ

れたのである。その後 10 年以上が過ぎた。教育を標榜する言葉はゆとり教育から学力向上へ

と替わり，本質的な部分でめざすとされる生きる力は継承されている（文部科学省，2008）。 

	 生きる力をめざしながら，能力という言葉が前面に出されるようになった。それが，「21 世
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紀型能力」である（国立教育政策研究所，2013）。21 世紀型能力は，21 世紀を生き抜く力を

もった市民としての日本人に求められる能力であり，「思考力」「基礎力」「実践力」から構成

される（図 0.1）。このうち「基礎力」は,言語・数量・情報を道具として目的に応じて使いこな

す力と定義され，「情報スキル」が 21世紀を生き抜く基礎力として，学習指導要領全般にかか

るものとの位置付けがなされた。我が国において基礎力と言えば，江戸時代より「読み書きそ

ろばん」が定番であった。1998年の小学校学習指導要領改訂の基本的な視点の一つに，「読・

書・算など日常生活に必要な基礎的・基本的内容を繰り返して学習させ習熟させる」（文部省，

1998d）とある。この時期においても，基礎力としての「情報」に関する用語は明確に示され

ていなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

	 

図 0.1	 21 世紀型能力（国立教育政策研究所，2013，p.	 26）	 
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	 現行の小学校学習指導要領において，基礎力である「情報スキル」の捉えは，幅広く情報に

関する知識や技能をさす。育成するための特定の教科は存在しない。各教科等の学習の中に埋

め込まれていることから，子どもの情報スキルを育成する場は日常的にいくつもあることにな

る。例えば，情報教育では「情報活用能力1」の育成が目標であり（文部科学省，2002），情報

スキルと重なる部分が多い。総合的な学習の時間では，探究的な学習を通して各教科で習得し

た知識・技能を使うこと（文部科学省，2008a）から，知識・技能のなかに情報スキルが含ま

れている。また，同時期の図書館情報学では，「情報リテラシー」の育成という言い方をして

いる。用語の違いは，学問体系の違いによって含まれる背景や要素が若干異なるためであり，

情報に対する基礎力としての捉えは同じであることから，本論文では「情報リテラシー」とい

う用語を使用する。 

	 情報リテラシーは，メディア・リテラシー，コンピュータリテラシーなど，「リテラシー」

につながる多くの言葉とともに，翻訳を通して我が国に入ってきた。情報リテラシーという用

語を伴った翻訳本の一つに，米国の実践をもとにした手引書がある。『インフォメーション・

パワーが教育を変える！』（アメリカ公教育ネットワーク，アメリカスクールライブラリアン

協会編著，2001 ，足立正治・中村百合子監訳，2003）には，情報リテラシーの概念が説明さ

れている。定義については,「情報を探し活用する力」（p. 27）であると簡潔に示し，学びの基

礎であると加えている。「情報の時代に生きる市民が生涯を通して必要とする基本的な概念や

スキル」（p. 27）というように，情報リテラシーを生涯の基礎力として捉えている表記が複数

箇所にある。情報リテラシーの育成には，教える側が内容の知識を得ることと，子どもが学ぶ

機会を設定することの両方が必要であることが強調されている。この点は，学習環境をデザイ

ンするにあたり，「図書館資料」や「人」を整える以外の観点として，本論文における問題の

所在の解決につながると考える。 

	 情報リテラシーが生涯に渡る基礎力であることを，米国では情報リテラシー基準（アメリカ

スクールライブラリアン協会，教育コミュニケーション工学協会共編 ，渡辺信一監訳，コー

ンハウザ・由香子（ほか）共訳，2000）として示している（表 0.1）。基準は，大きく 3 段階

に分かれている。まずは基礎力としての情報リテラシーを身につけている状態，次は情報リテ

ラシーが身につき自主学習できている状態，そして情報リテラシーが身につき社会的責任を果

たしている状態と進む。それらには，段階ごとに基準が設けられている。 

                                            
1情報活用能力は情報教育の目標である。情報活用能力は，「情報活用の実践力」「情報の科学的な理解」
「情報社会に参画する態度」の 3観点をバランスよく育成することを重視。 
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	 この基準からも，情報リテラシーが自主学習，社会的責任へと進む上での基礎力であること

がわかる。そして，筆者が学校図書館で育成したい情報リテラシーも，生涯にわたり必要な基

礎力である。この点は，図 0.1 の 21 世紀型能力における基礎力のなかの情報スキルと一致す

る。 

 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

表	 0.1	 児童・生徒の学習のための情報リテラシー基準（アメリカスクールライブラリアン協会，教

育コミュニケーション工学協会共編，渡辺信一監訳，コーンハウザ・由香子（ほか）共訳，	 2000）	 
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0.2.2	 	 情報リテラシーの概念	 

 

	 前項では，情報リテラシーが 21 世紀に必要な基礎力であり，概念形成がなされた米国でも

また現在の我が国においても共通する概念であることを述べた。情報リテラシーという用語は

我が国において学校図書館で一般的になりつつあるが，学校現場に浸透しているとは言い難い。

学校現場では情報教育の目標2として情報活用能力という用語が使用されている（文部科学省，

2002）。また，リテラシーがつく用語として，メディア・リテラシーなども使われている。そ

こで，本論文において情報リテラシーという用語を使用するにあたり，概念を確認しておく。 

	 山内（2003）は，米国からの翻訳資料等を通して入ってきたリテラシーがつく用語に加え，

文部科学省が使う情報活用能力も含め，「混迷するリテラシー」（p. 71）と表現している。それ

らの整理のために，情報，メディア，技術のリテラシーについて，重点を置くポイントの違い

を以下のように示している。 

 

・	 情報リテラシー	       	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 【情報 処理する 利用する】 

人間が情報を処理したり利用したりするプロセスに注目し，情報を探すこと・活用する

こと・発信することに関するスキルを身につけることをねらいにしている。 

・	 メディア・リテラシー	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 【メディア 解釈する 表現する】 

人間がメディアを使ってコミュニケーションする営みを考察し，メディアに関わる諸要

因（文化・社会・経済）とメディア上で構成される意味の関係を問題にしている。 

・	 技術リテラシー	      	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  【技術 操作する 理解する】 

情報やメディアを支える技術に注目し，その操作および背景にある技術的なしくみを理

解することを重視している。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （p. 71，下線と【  】は筆者) 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	                   	 	  

	 次に，それぞれのリテラシーの関係を図に示し（図 0.2），これらの重点の違いは対象領域で

はなく視点の差であると述べている。そして，背景となる学問体系や，教育の実践を担ってい

                                            
2	 情報教育の目標として「情報活用能力」の育成があり，「情報活用の実践力」「情報の科学的な理解」
「情報社会に参画する態度」をバランスよく育成することを重視している（文部科学省，1998c）。「情報
活用能力」のうちの「情報活用の実践力」は，「情報リテラシー」とほぼ同様の概念で使われている。「情

報活用の実践力」とは，「課題や目的に応じて情報手段を適切に活用することを含めて，必要な情報を主

体的に収集・判断・表現・処理・創造し，受け手の状況などを踏まえて発信・発言できる能力」をさす。 
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る教員が違うことも指摘している（表 0.2）。 

	 このように，情報リテラシーの概念は，情報を探すこと・活用すること・発信することに関

するスキルを身に付けさせたいと考える学校図書館と情報担当の教員が実践の中心者であり，

図書館情報学，教育工学，認知科学の学問体系分野に集まる人の考え方が反映している。筆者

もそのうちの一人である。 

	 本論文で使用する情報リテラシーは，英語では「information literacy」となる。しかし，そ

れぞれの言葉の概念は重なりが多いものの生まれた背景が異なる（山内，2003）。「情報リテラ

シー」という用語は日本独特の言葉であり，大学の図書館情報学分野や，情報教育分野で研究

されてきた領域である。それに対し，「information literacy」は，米国の図書館情報学分野を

中心として提唱，推進されてきた概念である。さらに，初等中等教育において文部科学省はそ

のいずれも用いず，情報教育の目標である情報活用能力が使われている。そのため，我が国の

大学では情報リテラシー，学校現場では情報活用能力という用語が使われている。	 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

	 

図 0.2	 	 情報・メディア・技術リテラシーの相関図（山内，2003，p.	 72）	 
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	 学校現場において情報教育の目標は示されているものの，図書館教育3の目標は示されていな

い。そのため，学校図書館を活用することを通して育成される情報リテラシーをさす言葉が統

一されていない。従来から使用されてきた経緯から「利用指導」，文部科学省が示しているこ

とから「情報活用能力」，大学の研究者は「情報リテラシー」というように，使い方は多様で

ある。	 

	 図書館教育の目標は示されていないものの，学習指導要領総則には学校図書館の機能4の活用

についての記述がある（文部省，1998a, 1998b）。特に，学習センターや情報センターとして

の機能を活用するときに，活用するための情報リテラシーが必要である（文部科学省，2014a）。

このようなスキル等の指導内容を一覧にまとめられたものとしては，「情報・メディアを活用

する指導体系表」（全国学校図書館協議会,	 2004）がある（表 0.3）。これを参考に学習指導要

領に即した形の指導体系表を作成している地域もある5。この表は，小学校低学年・中学年・高

学年，そして，中学校・高等学校と続き，発達段階に即して系統立てた指導が必要であること

を示唆している。	 

	 学校において「情報リテラシー」を育成する場は，教室，コンピュータ室，学校図書館があ	 

                                            
3 図書館教育という用語は，学校図書館全般に関わる内容として学校現場で使われている。ほぼ同様の
意味で使われている用語として，図書館活用教育，学校図書館活用教育などもある。 
4 学校図書館は，読書センター・学習センター・情報センターとしての三つの機能をもつ。 
5 松江市教育委員会は小中 9年間を見通した体系表を作成している。
http://www1.city.matsue.shimane.jp/kyouiku/gakkou/gakkoutosyokan/gakkoutosyokannkyouiku.ht
ml 

表 0.2	 リテラシーによる学問体系や実践を担う教員の比較	 

（山内，2003，枠は筆者作成）	 
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表 0.3	 情報・メディアを活用する学び方の指導体系表（全国学校図書館協議会，2004）	 
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る。情報教育では，情報担当教員と ICT支援員が中心となり，コンピュータをはじめとする

ICT機器の活用を通して情報活用能力の育成を支援する。一方，図書館教育では，司書教諭と

学校司書が中心となり，学校図書館や図書館資料を活用することを通して情報リテラシーの育

成を支援する。そこで，学校図書館の特長が，組織化された資料群と専門スタッフを備えた学

校内における情報センターであることを理由に，情報リテラシー育成の場として 適であると

いう提案もある（米谷，2004）。しかしながら，我が国の学校現場において，情報リテラシー

の概念は学校図書館のみで扱われている訳ではない。情報教育でも，情報を探すこと・活用す

ること・発信することに関心のある教員がいる。そうしたスキルの育成からみると，情報教育

と図書館教育の指導内容は重複している部分がある。このような現場の意識をふまえ，本論文

では，情報リテラシー育成の全般を扱うのではなく，学校図書館を活用することを通して育成

される情報リテラシーに絞ることとする。	 

	 

0.2.3	 	 司書教諭配置に関する国の施策	 	 

	 

	 前項において，情報リテラシーの概念は，情報教育と図書館教育に共通している部分がある

ことを示した。本項では，図書館教育を推進する司書教諭に焦点をあて，配置された経緯と役

割を整理する。	 

	 

	 (1)	 	 学校図書館法制定	 

	 学校図書館は，1947 年の学校教育法施行規則（第 1 条），及び 1953 年の学校図書館法（第

3 条）の規定に基づき，全ての初等中等教育諸学校に必須の施設・設備として設置されるもの

である。また，司書教諭の配置が明記されている。しかし，附則に「当分の間司書教諭を置か

ないことができる」とあり，およそ 50 年間にわたりほとんどの学校で司書教諭は置かれなか

った。 

 

	 (2)	 	 1997 年学校図書館法改正	 

	 1997 年の学校図書館法改正により，2003 年度以降に 12 学級を有する学校に司書教諭の配

置を義務付けた。この司書教諭配置は，1998年に告示 2002年に実施された小学校および中学

校学習指導要領と関係している。この学習指導要領により新設された総合的な学習の時間では，

「変化の激しい社会に対応して，自ら課題を見付け，自ら学び，自ら考え，主体的に判断し，
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よりよく問題を解決する資質や能力を育てること」（文部省，1998a，1998b）などをねらいと

している。 

	 あわせてこの改正により，各教科等においても活用する学びの場としての学校図書館環境の

整備が急務となった。「情報化の進展に対応した初等中等教育における情報教育の推進等に関

する調査研究協力者会議の報告」には，司書教諭の職務の方向性が以下のように示されている。	 

	 

	 	 学校図書館が学校の情報化の中枢的機能を担っていく必要があることから，今後，司書教	 

	 	 	 	 諭には，読書指導の充実とあわせ学校における情報教育推進の一翼を担うメディア専門職	 

	 	 	 	 としての役割を果たしていくことが求められる。司書教諭は，情報化推進のための校内組	 

	 	 	 	 織と連携をとりながら，その役割を担っていくことが必要である。	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （文部省，1998c，下線筆者）	 

	 

 

	 	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

(3)	 	 1998 年司書教諭講習規定の改正	 	 

	 この報告から，司書教諭には情報教育推進の一翼を担うメディアの専門職としての役割も求

められた。そのため，司書教諭に基本的な知識が必要である。司書教諭の資格を取得するため

表 0.4 旧司書教諭講習科目と新司書教諭講習科目の対比表	 

（文部省，1998d）表枠筆者作成	 
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には，教員免許状取得の要件を満たした上で, 専門科目 10単位を修得する必要がある。司書教

諭の資格に関しては，学校図書館司書教諭講習規程が改正（文部省，1998d）され，講習科目

が変更された（表 0.4）。「情報メディアの活用」の科目が加わったことで， メディアの専門家

としての司書教諭には新たな知識や技能が必要になったことがわかる。また，この他にも「学

習指導と学校図書館」は「学校図書館の利用指導」から見直された。学びの場として活用され

る学校図書館の学習環境の整備が司書教諭の職務として明確になった。 

	 

(4)	 	 2014 年学校図書館法の改正	 	 

	 2014 年の学校図書館法改正により，専ら学校図書館の職務に従事する職員である学校司書

の配置に関する条文が加わった。このような過程を経て以降，司書教諭と学校司書はともに学

校図書館の運営を専門的な知識をもって関わる「人」として位置付けられた。しかし，ようや

く緒に就いたばかりであり，すべての学校現場において学校図書館が活用されるまでには課題

も多くまだ時間がかかると思われる。なお，本論文においては，授業で学校図書館が使われる

ことに注目していることから，司書教諭と学校司書の連携にはあえて言及せず，司書教諭と学

校司書は共に学校図書館を運営する立場と捉えるに留める。	 

	 国はこのような経緯で司書教諭の配置を進め，校内における司書教諭の役割と職務の方向性

を示した。役割は学校司書と連携して学校図書館を運営し図書館教育を推進することであり，

職務の方向性はメディア専門職である。メディア専門職という言葉から，図書，新聞，インタ

ーネットなど，複数の情報源からの情報収集方法を学ぶ授業や，多様なメディアを扱いながら

情報収集をする授業，レポートやプレゼンテーションなど ICTを活用する場面などが想定でき

る。現時点では印刷媒体が主流であるが，いずれは電子媒体が中心となることも見通した指導

のあり方も考えるべきであろう。	 

	 また，図書館資料などの活用ができるよう整備されたにもかかわらず，授業で利用されない

図書館に対しては，「学習環境デザイン」という考え方を提案したい。図書館運営側が単に必

要と思われる学習環境を揃えるだけなく，学習環境を機能させるという総合的な見方が学習環

境デザインには含まれているからである。この点については次項で述べる。	 

	 

0.2.4	 	 学習環境デザイン	 

	 

	 学習環境デザインについて，各分野における定義をもとに，学習環境デザインとは何か，従
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来の図書館における構成要素をもとにした学習環境の整備と何が異なるのかを整理する。	 

	 学校教育辞典（2003）によると，「学習環境とは，児童生徒の学習に影響を与える場面的，

背景的な要因をいう」と定義されており，物質的要因と社会的要因に分けて説明している6。学

校図書館の学習環境を整える場合，図書館の構成要素である「施設・設備」「人」「情報・資料」

の 3要素をもとに，何を整えるのかを考える。近年は，「利用者」を加え，4要素という場合も

ある（山本，2013）。例えば，東京都小金井市立図書館は図書館運営方針を次のように述べ，4

要素を全面に出している。 

 

	 	 図書館は「資料（情報）」「職員」「施設」の三要素に「市民」が加わって構成され，相 

    互に作用することにより，「成長する有機体」として絶え間なく発展を続けていくもので 

    ある。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （小金井市立図書館，2013，p. 2） 

 

	 このように構成要素が示されていることにより，バランスよく学校図書館の学習環境を整え

ることができる。また，学習環境が整えられているのかを確認することもできる。 

	 一方，他の分野では，教育工学において「学習環境デザイン」といういう用語が使われてい

る。久保田（2013）は，「学習環境デザインとは，学習者がおかれている状況において，周り

の人やモノへのアクセスをするための環境を組織化することである」（p. 23）と定義している。

この定義からは，学習者から周りの人やモノへアクセスするという動きが見える。学習者がア

クセスすることを前提にしていることから，学習者と周りの人やモノとの関係を視野に入れた

上で環境を組織化することが学習環境デザインであると定義している。 

	 図書館においても「情報・資料の組織化」というように組織化という言葉はよく使われる。

学校図書館の目的は「学校教育を充実すること」であり，そのために資料はいわば教材となる

ものである。したがって，これが授業で十分に活用されるには，利用しやすい環境整備と組織

化された資料や情報が欠かせない。例えば，調べ学習の場面で，子どもが必要とする資料や情

報を図書館で探そうとする際に，同じジャンルの資料が集められていたり，一定の法則に従っ

て並べられていたりすることがわかれば，短時間でその情報にたどり着くことができる。ある

                                            
6加えて，次のように説明がある。物質的要因には，「教材・教具あるいは施設設備など直接影響する要
因と，その他，国の学校設備指針による校舎内の採光，彩色，音響，通風，温度，湿度や机，椅子等の

学校用家具の構造など間接的に影響する要因とがある」，社会的要因は，「教員，同級生などの学習環境

と家庭，地域社会などの環境に分けることができる」と，分けて説明している。このように，学校現場

には学習環境という用語があり，物質的な要因から社会的な要因まで広く扱っている。 
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いは，図書館に配備された OPAC7を使ったり学校司書に尋ねたりしながら，自分で資料のあ

る場所までたどり着くこともできる。こうした，学校図書館内のレイアウトや分類のルール8に

ついて年度当初に指導するのが「利用指導」である。 

	 このように，いずれも，組織化するという用語を用いているが，学校図書館では情報・資料

を組織化するのに対し，久保田は環境を組織化するという使い方をしている。学校図書館にお

いて，組織化するのは情報・資料である。情報・資料の組織化のために莫大な知識や体験が必

要であるから司書（学校においては学校司書）という専門職がある。そのため，情報・資料以

外については組織化するという言い方をしない。しかしながら，久保田は，環境を組織化する

ことが学習環境をデザインすることであるとし，その環境とは学習者がアクセスする人やモノ

すべてをさしている。教育において，学習環境をデザインするときには，学習者をとりまく人

やモノすべてを俯瞰するという視点が必要になる。これが，図書館分野と教育分野の違いであ

ると考える。教育工学研究者である山内（2010）は，学習環境をデザインする要素を以下の 4

つに分けて示している。 

	  

	 空	 間：「空間」は，学習に必要な人間の行為を物理的に保証する重要な要因である。多人 

          数のグループワークやプレゼンテーション，個人作業の支援から必要な物品の収納 

          まで，空間のあり方は学習の様々な次元を規定している。教室，図書館，研究室， 

          食堂など，大学のあらゆる場所で学びは発生している。 

	 活	 動：学習を生み出すために直接的なきっかけを提供するのが「活動」である。活動は人 

          間が目標を持って意図的に構成する行為の集合体であり，授業やワークショップ， 

          カフェイベント，研究会，発表会などがその例にあたる。 

	 共同体：学習活動を一時的なものではなく，持続的に展開するためには，それを支える「共 

          同体」が必要である。ここでいう共同体は目標を共有しその実現のために自発的に 

          集まった人々をさす。研究室やプロジェクト学習のメンバー，研究会などをイメー 

          ジするとわかりやすいだろう。 

	 人工物：学習を活性化するためには，学習に必要な情報の流れの制御が必要になる。書籍や 

          教材などの「人工物」が，空間・活動・共同体を有機的に関連させる血液の役割を 

                                            
7 OPACとは，Online Public Access Catalogの略。オンライン蔵書目録。 
8 日本十進分類法（NDC）が一般的である。NDCは，日本国内の図書館で広く使われている分類法。
アラビア数字 0から 9を用いて，資料情報の主題によって分類記号を与える方法。２次区分，３次区分
と細分化することでより詳細に主題を表していく。 
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          果たす。提示装置は，情報空間と実空間を結ぶ役割を果たし，教材は活動の際に思 

          考やコミュニケーションの素材を提供する。ソーシャルメディアは人々を時間や空 

          間を越えてつなぎ，共同体の活動の基盤になる。	 	 	 	 	 	 	 	 	 （p. 180-181）	 	 	 	   

                                                                        

	 さらに，「学習空間を整備するだけでは質の高い学習が保証されるわけではない。空間はあ

くまでも出発点であり，学習環境全体のデザインにつなげていく必要がある」（p. 180）と明記

した上で，この 4要素が機能し合うことを通して，より質の高い活動を目指すことができると

している。そして，これらが総合的にデザインされて初めて学習環境はうまく機能することか

ら，学習環境全体のビジョンをもつことの重要性も指摘している。 

	 学校図書館が学びの場，すなわち「授業」で活用する場になってくると，学校図書館におい

ても山内が示すような学習環境デザインが必要になる。山内の示す 4要素をもとに，学校図書

館を学びの場とするときに必要な要素を説明すると，以下のようになる。 

 

	 空	 間	 →	 従来からの，読書の場としての空間，癒しの空間であった学校図書館に，「学 

	 	 	 	 	 	 	 びの場」としての空間が加わる。 

	 活	 動	 →	 各教科等の学習において，学校図書館の機能を活用した「授業」が行われる。 

	 	 	 	 	 	 	 学校図書館で授業が行うだけでなく，学校図書館の資料を教室や特別教室へ運 

	 	 	 	 	 	 	 び，そこで授業が行われたりすることもある。 

	 共同体	 →	 教員と子どもの両方がいて，授業が成立する。学校図書館では，共同体と似た 

	 	 	 	 	 	 	 用語として「利用者」が使われていた。 

	 人工物	 →	 図書館において学習を活性化する人工物は，組織化された「情報・資料」であ 

	 	 	 	 	 	 	 る。授業が行われるようになると，掲示物や展示物，シンキングツールなども 

	 	 	 	 	 	 	 人工物として学習を活性化させる。 

 

	 このように説明された要素を簡潔にまとめると次のような用語となる（表 0.5）。 

 

	 	 	 空	 間	 →	 学びの場としての空間 

	 	 	 活	 動	 →	 授業 

	 	 	 共同体	 →	 子どもと教員 

	 	 	 人工物	 →	 情報・資料（掲示物・展示物，シンキングツールなども考えられる） 
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	 学校図書館の情報・資料は，校内において他にはない特長的な人工物である。情報・資料を

活用したより質の高い活動をめざすと，各要素が機能し合うようにするための学習環境デザイ

ンが必要になる。しかしながら，図書館情報学分野において，情報リテラシーの研究を進めて

いる米谷（2004）は，学校図書館が情報リテラシーを育む場であるととらえた上で，情報・メ

ディアの構築や人の配置などが整っていない現状を把握している。この現状に対して，「学習

環境を整えるのは社会全体の責務である」（p. 19）と指摘している。 

	 その一方で，活動の質を向上するために，学校図書館分野が，空間・活動・共同体・人工物

という要素をもとに学習環境を組織化する手法を，蓄積してきたとは言い難い。授業を研究し

てきた教育分野の知見が必要であると考える。 

	 このように，学校図書館の学習環境をデザインするという視座に立つことにより，学校図書

館が培ってきた利用者に必要な情報・資料を組織化する手法を生かしつつ，教育分野が蓄積し

た「授業」を視野に入れ，構成要素間の関係を俯瞰してみるという切り口が見えてきた。本研

究では，山内があげた 4要素と学校図書館の構成要素を照らし合わせながら，授業で活用され

る学校図書館の学習環境をデザインするときに必要な観点を中心に検証を進めていく。 

表.0.5	 学校図書館を学びの場にするときに必要な要素	 
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0.3 本論文の構成	 

	 本論文の構成を図で示す（図 0.3）。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

図 0.3	 本論文の構成図	 
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第１章	 研究の課題	 

	 

	 序章では，筆者の問題意識と問題の所在，論文中の用語の概念を説明しながら，「学習環境

デザイン」という視座を示した。本章では，学校図書館において学習環境をデザインするとき

に必要な観点を見出すために，問題として取上げている学校図書館を活用した「授業」につい

ての現状報告を分析し，本研究での課題を明らかにする。	 

	 

	 

1.1 現状分析	 

	 

1.1.1	 	 国の基準に対する現状—文部科学省からの報告	 

	 

	 学校図書館が学びの場として活用されるために，国は法的整備を進めてきた。学校図書館の

設置義務と司書教諭・学校司書の配置については，学校図書館法で規定され（文部省，1953），

公立義務教育諸学校の学校図書館に整備すべき蔵書の標準として，学校図書館図書標準（文部

省，1993）を示している（表 1.1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1.1	 小学校の図書標準（文部省，1993）	 
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表 1.2	 公立小学校における司書教諭の発令状況（文部科学省,	 2015.6）	 

2014 年 5 月現在	 
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表 1.3	 公立小学校における学校司書配置状況（文部科学省，2015.6）	 

2014 年 5 月現在	 

���
�����	�
�������

��

����� ���� ����


	 

表 1.4	 公立小学校における司書教諭・学校司書の配置状況（文部科学省，2015.6）	 

2014 年 5 月現在	 
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表 1.5	 	 公立小学校における学校図書館図書標準達成状況(文部科学省，2015.6)	 

2014 年 5 月現在	 
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	 整備を進めている国は，小中高等学校を対象に学校図書館の現状に関する調査を実施し，人

的整備と物的整備の状況を報告している（文部科学省，2015）。人的整備状況においては，司

書教諭の発令状況と学校司書の配置状況を調査している。物的整備の状況については，学校図

書館図書標準の達成，ならびに１校当たりの蔵書，蔵書のデータベース化，児童生徒が使用す

るコンピュータの設置状況などを調査している。 

	 この調査によると, 2014年度の公立小学校における司書教諭の発令状況は，法的に義務付け

られている 12学級以上の学校において 98.8%であり，ほぼ発令されている。しかしながら, 11

学級以下の学校は 27.2%と低い。学校図書館法では，11学級以下の学校は司書教諭の配置義務

はないことから，全体としては 66.2%の発令状況となる（表 1.2）。また，学級数にかかわら

ず公立小学校における学校司書の配置状況は 54.3%である（表 1.3）。また，司書教諭の発令が

なくかつ学校司書の配置もない公立小学校は，全国に 3,990校あり，全体の 19.5%に当たる（表

1.4）。 

	 学校図書館図書標準の達成状況は，60.2%であり，授業を行うのに十分な図書が整えられて

いるとは言い難い（表 1.5）。また，全国学校図書館協議会により「選書規準」,「廃棄基準」

が示されており，これを参考にする学校も多い（全国学校図書館協議会，1993）。特に廃棄基

準については，これに基づいた廃棄作業がなされた上で図書標準が達成されなければならない。

それは，授業で使える資料を整え，必要な資料がそろうことで活用に資する学校図書館の環境

条件が満たされるからである。	 

	 学校図書館は法律により施設設備および人的配置が定められている。物的整備についても図

書標準が示されている。教育委員会を通じて全国規模の調査が行われ，結果は文部科学省のホ

ームページで公表される。調査結果から，司書教諭と学校司書共に不在の学校が 2割，図書標

準を達成していない学校が 4割あることがわかった。授業に取り組む以前に，人的整備や物的

整備を進める必要のある学校が多いことも課題である（文部科学省，2014）。 

 

1.1.2	 	 学校現場の状況—メディアからのレポート	 

 

	 学校図書館に関する法的整備は進められているが，法的な拘束力や規定がないことから自治

体によって地域差が生じている。この現状を問題視したメディアのレポート9がある。大阪府内

                                            
9毎日テレビ NEWS番組「VOICE」の中で取り上げられる。2014年 6月 3日放映。 
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の学校の休み時間に，子どもで溢れている図書館と鍵が掛かっている図書館があるとの状況を

報じていた。同じ日本の法制度下において運営されているはずの学校図書館に, こうした地域

差や学校差が生じてはならないと考える。 

	 学校図書館を運営する現場に, 課題を共有し実践事例の情報交換が必要であるとの考えがあ

り，全体としての質的な向上を図ろうと，1950年に発足した全国学校図書館協議会10が機能し

ている。2014年度に第 39回として開催された甲府大会には，全国から 3000人の参加者が集

い「学びを深め 知を活かす 学校図書館」をテーマに，実践事例の発表や参加者同士の交流に

よって情報交換がなされた。また，全国学校図書館協議会の月刊誌『学校図書館』には，特集

や実践事例が掲載される。学校図書館を担当している司書教諭や学校司書が実践を共有する場

は，各教科等と同様に全国規模で存在している。 

	 教員による具体的な実践に対する情報共有の場があるにも関わらず，自治体による地域差が

生じ，すべての学校現場で学校図書館が機能している状況にはないことが課題である。	 

	 

1.1.3	 	 司書教諭の職務内容の状況—学会からの報告	 

	 

	 司書教諭の職務内容の状況調査の報告として，日本図書館情報学会と日本学校図書館学会の

報告がある。	 

	 日本図書館情報学会の報告に，2003年より 2006年にかけて行われた LIPER11と称する「情

報専門職の養成に向けた図書館情報学教育体制の再構築に関する総合的研究」がある。この研

究の学校図書館班の目的は「高度情報社会において生きる力を育む教育全般を支える学校図書

館の専門職とは,どのような役割を果たすべきか, その養成にはどのような教育のあり方が適切

かを検討・提案することである」としている（堀川ほか，2004）。司書教諭が調査対象とされ，

全国アンケート結果（堀川ほか，2004）とフォーカスインタビュー結果（河西ほか，2005）

が報告されている。	 

	 全国アンケート（堀川ほか，2004）では，学校図書館職務の実施率を調査し，その結果から

                                            
10 1950年 2月，「学校図書館が民主的な思考と，自主的な意思と，高度な文化とを創造するために教育
活動において重要な役割と任務をもっている」（創立時の宣言）との思いで全国有志教員によって結成さ

れた。任意団体として活動してきたが発展的に改組し，目的と事業を引き継ぎ，1998年 9月，社団法人
全国学校図書館協議会を設立。2012年 4月 1日に公益社団法人に移行した。
http://www.j-sla.or.jp/about/index.html（2015.11.07参照） 
11 Library and Information Profwssions and Education Renewelの略。研究は，教育班,大学図書館班,
公共図書館班および学校図書館班に分かれて進められた。 
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概ね実施していると認識される職務とそうでない職務が明らかになっている。実施率が高かっ

た職務は，図書委員会の定期的開催，児童・生徒への読書案内，書架点検の実施であった。い

ずれも実施率は 80%以上である。一方，実施率が低かった職務は，電子資料の選定基準の作成，

博物館との連携，図書館のホームページのリンク集の作成であった。いずれも実施率は 3%未

満である。	 

	 調査結果から，小中高等学校までの実施率の低い職務については，情報教育の担当教員が分

掌しているなど，調査対象者である司書教諭の職務ではないケースが多いことが予測できる。

その一方で，実施率の高い職務 10項目は，実施率１位「図書委員会の定期的な開催」，2位

「児童・生徒への読書案内」，3位「書架点検の実施」と，授業に直結する項目がない（表 1.6）。

この結果から，現場の状況として，まだ，授業に関する職務を遂行する状況にない学校が多い

ことが窺える。司書教諭が配置されたことを契機に，その後授業に関する職務が今後増えてい

ることを期待したい。	 

	 フォーカスインタビュー（河西ほか，2005）からは，学校図書館担当者の職務の多様さを物

語る発言が示されている。学校図書館担当者の職務は，公共図書館や大学図書館のような他の

館種の専門職に比べ，業務の実状に関して差異が大きいことから，インタビュー者の発言が多

様であったことに意義があるとしている。	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 	 	 	 

	 

表 1.6	 実施率の高い司書教諭の職務上位 10 項目（堀川ほか，2004）	 
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	 	 日本学校図書館学会では，「学校図書館の現状に関する調査」を 2010・2011年度に行い, 2012

年に調査研究報告書を発表している(表 1.7)。調査地域は，東京都，神奈川県，千葉県，埼玉

県など，関東地方を中心としており，調査対象は管理職と司書教諭であった。公立小学校にお

いて，81.5%の管理職が，学校経営案に学校図書館の活用の推進を示している。示していない

学校の割合が 10.8％であることから，学校図書館の活用の必要性についての認識は多くの管理

職に浸透してきたと言える。	 

	 その一方で，管理職の認識に関わらず，司書教諭の職務については活動内容によって異なっ

ている。司書教諭がよく取り組んでいると答えた活動内容は，学校図書館の利用法の指導，図

書委員会の指導，整備（受け入れ・配架・展示），図書館資料の管理，読書週間等の企画実施，

環境づくり（掲示等の制作）であった。いわゆる教科指導のような授業ではない活動内容であ

る。あまり取り組んでいないと答えられた活動内容は，読書指導，リストづくりなどの教材作

成，授業準備の支援，授業中における支援であった。いずれも，授業に直結する活動内容であ

る。	 	 

	 

	 

	 

	 

	 

	 

表 1.7	 管理職の方針に対する司書教諭の仕事状況（公立小学校，複数回答有，％）	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

（日本学校図書館学会，2012，p.44）	 
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	 このことから，2003 年度より司書教諭発令が義務づけられて以降，管理職には学校図書館

の活用の必要性についての認識が浸透してきたものの，司書教諭は活動できている内容と活動

できていない内容があったことがわかった。2010・2011 年度になっても，司書教諭の仕事状

況は，掲示や本の整備などに留まっており，授業支援に対しては依然として変化しない状況が

続いているのである。	 

	 

1.1.4	 	 司書教諭の職務内容の状況	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 —全国学校図書館協議会からの報告	 

	 

	 全国学校図書館協議会調査研究部(2009)は，2008 年度に実施された学校図書館の利用指導

に関する指導内容の全国調査を公開した。この調査では，指導した内容の割合を小中高等学校

別に示している。	 

	 小学校での指導内容の内訳は，「図書館の役割」は 78.3％，「図書・資料の探し方」は 81.7％

の学校が指導していると回答したのに対し，「参考図書の使い方」は 41.3%，「新聞雑誌の使い

方」は 13.5％，「電子メディアの使い方」は 7.8％，「レポートのまとめ方」は 8.7％であった

（図 1.1）。「図書館の役割」と「図書・資料の探し方」はよく指導されているのに対し，「参考

図書の使い方」，すなわち百科事典や年鑑などの使い方は，半数以上の子どもが指導されてい

ない。「新聞・雑誌の使い方」「電子メディアの使い方」「レポートのまとめ方」は 90％以上の

子どもが指導されていないことになる。この傾向は，小学校，中学校，高等学校の校種による

差異は見られない。全国的に見ると，学校図書館を活用することを通して育成される指導内容

については，項目により大きな差があった。	 

	 また，この調査結果に対し，全国学校図書館協議会調査研究部は 2003年度に実施し，2004

年に発表した調査結果と比較し，全体の傾向としては大きな変化がなかったと分析している

(全国学校図書館協議会，2004)。比較した調査結果を見ると，「図書館の役割」は 71.7％，「図

書・資料の探し方」は 85.0％，「参考図書の使い方」は 42.5%，「新聞雑誌の使い方」は 7.1％，

「電子メディアの使い方」は 4.3％，「レポートのまとめ方」は 8.3％である（表 1.8）。2003

年からの 5 年間は, 司書教諭の配置や学習に役立つ図書館への取り組みが全国的に図られた時

期であるが，情報リテラシーにかかる指導内容にほとんど変化はみられなかったことになる。	 

	 



 32 

	 

	 

	 

	 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

	 

 

	 

図 1.1	 	 2008 年度に実施した学校図書館の指導内容（％）	 

（全国学校図書館協議会，2009）	 

表 1.8	 	 2003 年度と 2008 年度に実施した学校図書館の指導内容の比較（％）	 

(全国学校図書館協議会，2004，2009，表枠筆者作成)	 
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1.2 課題	 

	 

	 学校図書館に関する調査において,	 「授業」での活用をもとに整理した結果,	 以下の課題

が見出された。	 

 

	 【国の施策に対する実態】	 

・	 司書教諭発令及び学校司書配置のいずれもない学校が，全国に 5分の 1ほどある。	 

・	 ４割の学校の蔵書は，学校図書館図書標準を達成していない。	 

・	 自治体によって学校図書館の整備状況に地域差がある。	 

	 【司書教諭の職務内容】	 

・	 司書教諭の職務内容のうち，実施率の高い項目の中に授業に直結する内容が含まれて

いない。	 

・	 司書教諭の職務のうち，授業への関わりが少ない状況は司書教諭発令が義務付けられ

た法改正後 7 ・8年過ぎても変化が見られない。	 

・	 全国規模で開催される司書教諭の研修の場はあるが，それが各校の活動にまではつな

がっていない。	 

	 【司書教諭の指導内容】	 

・	 情報リテラシーに関する指導内容は，司書教諭発令が義務付けられた法改正後 5年過

ぎても依然として実施率が低い。 

・	 「新聞・雑誌の使い方」「電子メディアの使い方」「レポートのまとめ方」は 90％以

上の子どもが指導されていない。	 

	 

	 このように，学校図書館の学習環境については，国の施策によって整えられてきたものの，

地域差・学校差があるのが現状である。その理由として，司書教諭の職務は多様であり，授業

支援に時間が割かれていない状況がなおも続いている現状がある。司書教諭が授業に関わって

いないのならば，学校図書館を活用した授業は難しい。学びの場として機能することを目指し

て配置が進められたはずの司書教諭が，現状においては授業に関わっていないことが，学校図

書館の課題である。	 	 
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第２章	 先行研究の整理	 

	 

	 第 1 章では，現状分析をもとに課題を整理した。司書教諭の職務内容は多様であり，授業に

関する支援がほとんど実施されていない現状から，学校図書館を活用することを通して習得さ

れる情報リテラシーは育成されにくい状況にあることがわかった。	 

	 本章では，学校図書館の学習環境をデザインするという立ち位置から，授業が行われるよう

にするにはどのような観点が必要なのか，この問いに対して文献調査を行い，現時点で明らか

になっていることと，筆者が本研究で取り組むことを整理する。	 

	 

	 

2.1 学習環境デザインの要素	 

	 

	 教育工学分野では，大学をフィールドとした学習環境デザインの研究が進んでいる。本節で

は，序章でも示した久保田の定義と山内の先行研究を援用し，学校図書館における学習環境デ

ザインの枠組みを考える。 

	 

2.1.1	 学習環境デザインの定義	 

	 

	 久保田（2013）の定義する「学習環境デザイン」とは，学習者が置かれている状況において，

周りの人やモノへのアクセスをするための環境を組織化することである。この定義には，アク

セスするという「学習者」から周りの人やモノへの動きがある。「情報・メディアを活用する

学び方の指導体系表」（全国学校図書館協議会，2004）に示されたスキルを元に，授業場面に

ついて，以下のような具体的な子どもの姿を想定してみた。 

 

・	 子どもが多様なメディアを使って情報を収集している。 

・	 子どもが学校司書に対面でレファレンスを受けている。 

・	 子どもが集めた情報を整理している。 

・	 子どもが集めた情報をもとにディスカッションをしている。 

・	 子どもがプレゼンテーションの後ディスカッションをしている。 
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・	 子どもが集めた情報を参照しながらレポートを書いている。 

 

	 子どものこうした姿が学習活動の中で繰り返されることで，興味・関心をもち，調べたいと

いう情動から意欲へつながり，調べる活動の中で得た知識や技能が定着することで確かな学び

となっていく。そして，ものごとの見方考え方を広げたり深めたりすることができるようにな

る。授業において，子どもが周りの人やモノへのアクセスする場面を想定するとき，学校図書

館を一つの選択肢として考えたい。 

	 山内（2010）は学習環境をデザインするときの要素として，空間・活動・共同体・人工物を

4要素として取り上げている。また，4要素が総合的にデザインされていないと学習環境はう

まく機能しないと述べ，形だけ整っていても空間が機能しないケースがあることをあげている。

そのため，具体的なプランを立てるとともに，学習環境全体のビジョンをもつことの重要性を

指摘している。さらに，活動と共同体を構成するには地道な努力と時間が必要であることから，

まずは，ビジョンから空間・活動・共同体・人工物について十分検討したパイロットプロジェ

クトを実施し，小さいが確実な成功を収めることが肝心であると強調している。 

	 「学習環境がうまく機能しない」という山内の指摘は，そのまま学校図書館にもあてはまる。

まさに，学習環境としての学校図書館はすべての学校に必ず設置されているが，授業で活用さ

れていない学校が大多数を占めている現状に符合している。 

 

2.1.2	 学校図書館を学びの場にするときに必要な要素	 

 

	 山内の 4要素に図書館の構成要素をあてはめると，図書館の構成要素には「活動」に当たる

用語が抜けていることに気づく（表 0.5参照）。図書館を学習環境としてデザインするときには，

確かに利用者の動きや実態などを想定し，施設・設備，情報・資料を整えるが，そこに「活動」

までが描かれているのかについては疑問が残る。例えば，山内の 4要素のうちの「活動」は小

学校においては「授業における学習活動」がそれにあたる。一言で表すと「授業」である。 

	 表 0.5の「学校図書館を学びの場にするときに必要な要素」の用語を用いて，デザインした

い学習環境を説明すると，「授業ができる設備が整えられた空間で，図書館の情報・資料を活

用した授業が行われている」となる。このようになるためには，「学びの場としての空間」に

おいて，「授業」「子どもと教員」「情報・資料」の各要素が単独ではなく，互いに機能し合う

必要がある（図 2.1）。先行研究により，観点が見出されていたとしたら仮説として取り上げ，
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それの効果を検証できる。一方，観点が見出されなかったとしたら，仮説を生成する必要があ

る。 

	 このような研究の方針を決めるために，文献調査を行う。「授業」「子どもと教員」「情報・

資料」の各要素間の観点に関する先行研究の文献調査を次の手順で進めることとした。学校図

書館の特長と言えば，発達段階に沿った言語で書かれている情報・資料である。そこで，①「情

報・資料」と「授業」をつなげるための観点に関する研究，②「情報・資料」と「子どもと教

員」をつなげるための観点に関する研究，③学びの場としての空間において「子どもと教員」

と「授業」をつなげるための観点に関する研究を調査することとした。 

 

	  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 担当教員と司書教諭の協働	 

	 

	 前節では，学びの場としての各要素が機能し合うためには，要素間の観点を見出す必要があ

ることがわかった。そこで，本節では，学校図書館の特長である「情報・資料」を「授業」で

活用するための観点を，先行研究から見出すこととする。 
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図 2.1	 学校図書館を学びの場とするときの各要素の関係図	 
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2.2.1	 情報・資料と授業をつなぐ「協働」	 

 

	 司書教諭の配置が 12学級以上の学校に義務づけられる以前に，塩見（1983）は「学校図書

館は，学校のなかの図書館として何よりもまず学校教育の目的達成と充実に奉仕するものでな

ければならない」（p. 64，下線筆者）と述べている。学校にある図書館は学校教育の目的達成

と充実に奉仕するのは当然既になされていることと思われがちであるが，「何よりもまず」と

わざわざ入れられていることから，当時の学校図書館の状況における問題として提起されてい

ることがわかる。塩見の問題提起は，学校図書館法（文部省，1953）第 2条目的の条文にある

「教育課程の展開に寄与する」という文言に照らしていることは言うまでもない。 

	 この時期の学校図書館，すなわち，一部の子どもが行き来し単に本が置かれている部屋であ

った学校図書館の状況から，学校教育の目的達成や充実のための場であるというイメージを見

出すことは難しい。このような状況から，学校図書館法の条文に則った学校図書館になるため

に，「何よりもまず学校教育の目的達成と充実」を，学校図書館の目指すゴールとして塩見は

示している。このゴールは，現在筆者が見据えているゴールと何ら変わりはない。 

	 河西（2010）が「長らく学校教育の傍流に置かれてきたが, 近年『学習に役立つ図書館』へ

の関心が高まっている」（p. 24）と述べているように，塩見が発言した頃はほとんどの学校図

書館が教育の傍流に置かれてきたのに対し，現在は子どもの学びに沿った学校図書館へと見直

しが進められている点が大きく異なる。見直されているのにも関わらず授業等で活用されてい

ない学校図書館があるという現状について，平久江が次のように指摘している。 

 

	 	 学校図書館法が改正され，司書教諭の配置はほぼ達成されてきた。その一方で，学校図書 

    館の発展の地域格差は拡大してきている。こうした現状の中で，学校教育における学校図 

    書館の重要性について共通の理解を形成していくことが大変重要になってきており，司書 

    教諭や学校司書などの図書館担当者の積極的な働きかけが求められる。	 	 	 	 	 	 	 	 	  

                                            	    (平久江，2008，p. 20-21，下線筆者) 

 

	 その理由として，堀川（2010）は，長い間学校図書館には「人」が不在であったことにより，

学校図書館法制定（文部省，1953）以後，国の示してきた「基準」や「手引き」の内容が学校

の教育現場に生かされていたとは言い難い状況にあったと述べている。「文部科学省刊行『学
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校図書館の手引き等』における学校図書館に関する教育」（堀川，1991）では，1948年から

1983年の間に文部省が示した 6回の「基準」や「手引き」の内容を整理している。	 

	 	 堀川が注目しているのは，学校図書館に関するプログラムには一つの体系があり，学校図書

館は単なる本の部屋ではなく機能をもつ場であることも謳っている点である。さらに，この教

育の実施方法に関して協力体制が強調されたことも取り上げ，「体制づくり」が強調されよい

体制が作られても，それを引っ張っていく「学校図書館に通暁している人」が必要であると結

論づけている。	 

	 このように，学校図書館は，学校にありながらも子どもの学びとは離れた場所として存在し

てきたという状況に対し，学校図書館のあるべき姿としてのゴールを示したのが塩見であった。

塩見の示したゴールに対し，国が示した「基準」や「手引き」の内容を学校現場で推進してい

く「人」の必要性を提言したのが堀川であった。その後，このような提言を受ける形で，学校

図書館には，2003年 4月より司書教諭の配置が進められた。 

	 ここで，平久江の指摘にあるように「人」の存在があっても学校図書館の発展の地域格差は

拡大してきている現状を見逃せない。この解決の方法として，平久江は司書教諭や学校司書の

「積極的な働きかけ」，すなわち「協働」を提案している。協働の具体的な内容までは言及し

ていないものの，現状では不十分であるとの認識が窺える。 

	 なお，2014 年の学校図書館法改正により学校司書が法制化されたことから学校図書館は司

書教諭と学校司書との協働のあり方についての検討も始められた。また平久江の指摘は司書教

諭と学校司書との協働と，さらに，校内の他の教員への協働を提案している。	 

	 

2.2.2	 協働についての実践報告	 

	 

	 現場において「協働」はどのように進められてきたのだろうか。行政や個人からの報告，調

査結果の報告，雑誌や書籍での報告から，傾向について探る。	 

	 渡辺（2000）の報告によると， 12学級以上の学校に司書教諭が配置されるようになった 2003

年に先駆け，静岡県教育委員会は 1998 年 4 月司書教諭発令モデル校を設けることにより, 学

習・情報センターとして機能する学校図書館を目指したとある。モデル校に司書教諭を発令し，

校内で実践を進め，その先進的な取組から得られた成果と課題を報告することにより，他地域

の司書教諭発令にかかる参考事例として広められた。静岡県教育委員会（2004）は「司書教諭

に関する参考資料について」とする文書を県内の公立小中学校長あてに送付している。これに
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より，小中学校の校長にその後の司書教諭の発令に向けての条件整備を促す目的があったと考

える。 

	 内容は，司書教諭発令に対する静岡県としてめざす方向として，司書教諭と学級担任との協

働の必要性と，司書教諭の校務分掌等への配慮があげられている。協働の必要性は，司書教諭

と担当教員の TT（チームティーチング）の実施や総合的な学習の時間に司書教諭が学校図書

館において指導に当たるなど，具体的な授業場面での協働方法を示している。静岡県は，司書

教諭の発令を行うだけでなく，司書教諭発令モデル校の成果と課題を踏まえ，小中学校の校長

が司書教諭の発令に向けての条件整備を進める上での参考資料を送付し，司書教諭の支援体制

の環境を整えていた。	 

	 学校現場からの報告として，情報教育や総合的な学習の時間における実践を例にあげる。私

立中学校において情報技術習得の指導を司書教諭が行った結果，調査研究課題への生徒の取組

が向上したとの事例報告がある（青山，2000）。報告では，教科担当と情報担当と司書教諭の

「協働」により，教科教育を通じて情報技術習得のプログラムを考えていくことができるだろ

うと，協働を望ましい形であることを示している。萩原（2004）は，高等学校において，学校

図書館と教科「情報」とのコラボレーションの実践を報告し，やはり協働が望ましいと述べて

いる。いずれも，中高等学校であるが，情報教育と図書館教育の実践において協働することで，

教育的な効果が得られたという内容である。 

	 この他の報告として，総合的な学習の時間との関わりについて，月刊誌『学校図書館』が，

「総合的な学習の時間と学校図書館メディア」をテーマにした特集を組んでいる。また，「総

合的な学習の時間と学校図書館」をテーマとする連載もある。これらには，学校図書館が総合

的な学習の時間で使われてきたという背景が編集意図に窺える。実践書としては，『こうすれ

ば子どもが育つ学校が変わる』（山形県鶴岡市朝暘第一小学校，2003）,『司書教諭 1年生：授

業・子どもがこんなに変わる』(浅井稔子，2004)がある。これらは，学校図書館を使うことに

より，子ども，授業，学校が変わったという事例が詳細に報告された一般書籍として出版され

たものもある。 

	 これらの報告では，司書教諭との協働による授業の様子と子どもの取り組む姿としてめざし

たい事例が取り上げられている。そして，学校図書館と子どもの学びをつなげる上で，協働は

効果があり今後も必要であるとの結論が導き出されている。しかしながら，協働そのものに対

する目的や，具体的な方法，課題などについては言及されていない。	 

	 こうした協働に対する機運が高まる状況の一方で，協働に対する懐疑的な意見もある。司書
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教諭の現状に関する調査の分析の中で坂田ら（2006）は，司書教諭との協働に対して，必要性

を感じている教員が少ないことから，現場には司書教諭の職務内容や役割が浸透していないの

はないか，との問題点を指摘している。 

	 このように，協働に対しては事例とその成果が報告されているものの，協働することの成果

については，子どもの情報リテラシーの習得との関係において検証されていない。また，司書

教諭の職務内容や役割について現場の認知度が低いとの指摘もある。	 

	 

	 

2.3 情報リテラシー育成のための教師用ガイド	 

 

	 前節において，情報・資料と授業をつなぐ観点として「協働」についての研究がされていた

ことがわかった。次に，本節では，「情報・資料」と「子どもと教員」をつなぐ観点について

の先行研究を調べる。 

 

2.3.1	 先進的な地域の取組み	 

 

	 12学級以上の学校に司書教諭の配置が義務づけられた時期に先駆けて，学校図書館と子ども

の学びをつなげるための整備を進めた地域がある。千葉県市川市，神奈川県横浜市に文献が残

っており，いずれの地域も教育委員会が中心となって牽引していた。	 

	 『地方教育委員会からの挑戦 子どもと歩む市川市の教育改革』（小川ら，2001）において，

子どもの学びと学校図書館をつなげるためにに行ったことを，当時，教育センター指導主事で

あった小林が述べている。市川市の特長は，公共図書館と学校を結ぶネットワーク事業のもと

に，学校図書館が位置づけられていることにある。市独自に学校図書館専任者（学校司書ある

いは非常勤読書指導員）の採用が始まり，1979年から 1992年までに 15年かけてすべての小

中学校に配置がなされた。 

	 人の配置を進めた結果，学習に必要な情報・資料が学校図書館に揃うようになり，それらを

使った授業が行われた。授業実践が進むにつれ，司書教諭と学校司書は，子どもに情報リテラ

シーが身についていない状況に直面するようになった。学校図書館の情報・資料が授業でスム

ーズに子どもや担当教員に使われるためには，各教科等に埋め込まれている情報リテラシーを

一冊にまとめたものが必要との考えから，司書教諭や学校司書が中心となり独自の「教師用ガ
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イド」の開発を進めた（市川市学校図書館教育研究部会，2004）。現場での実践をもとに作成

された教師用ガイドであることから，その後の実践による追加事項を含めた改訂版を作成して

いる。特長は，現場でのニーズをもとに作成されたこと，図書館の使い方，目次・索引の使い

方など指導内容が一目瞭然であること，コピーして使える形式であることがあげられる。その

一方で，配列や枠組みについては特に意識されていない。 

	 神奈川県横浜市では，2002年 3月に教育委員会学校教育部指導第一課が，『学校図書館教育

指導計画作成の手引き〜生き方を推進する学校図書館』を市内の学校に配布した（表 2.1）。こ 

の手引きは，第 1章「生き方の教育と学校図書館教育」，第 2章「児童生徒の学びを支える学

校図書館教育」，第 3章「内容体系表及び指導計画，学習指導」で構成されている。 

	 手引きの序では，学校図書館の意義を課長が述べている12。第 2章では，子どもの学びを支

えるために，情報活用能力の育成と読書指導の二つの柱を設けている。情報活用能力育成では，

「情報化の進展に対応した初等中等教育における情報教育の推進等に関する調査研究協力者

会議の第 1次報告」(文部省，1997)	 を取り上げ，これをもとに，横浜市独自の学校図書館教

育における情報活用能力育成のための目標を体系的に示している。 

	 横浜市では，各学校において年間計画を作成するときにモデルとなる手引きを教育委員会が

中心となって作成し，市立学校の担当者に配布した。複数の指導者が協働するために必要なの

が，ゴールのための目標と，そのために何を指導するかを示した教師用ガイドであった。その

後，横浜市では司書教諭が中心となり，『学校図書館教育指導計画作成の手引き 実践ガイドブ

ック』（横浜市小学校図書館部研究会，2006）を作成するに至る。情報活用編と読書編に分か

れており，情報活用編では，次のように，指導内容と指導の手順が分かる構成になっている。 

 

①	 調べ方・集め方 

②	 まとめ方 

③	 発表の仕方 

④	 保存の仕方 

 

	 市川市や横浜市では，教師用ガイドは現場の必要感から作成された。司書教諭や学校司書の

                                            
12 「学校図書館がこの機能の十分果たすよう教育課程に位置づけるためには，総合的・組織的な指導計
画が必要です。そして， 学校図書館教育が，学校教育に欠くことのできない役割を果たしているという
認識に立ち，校内の叡智を集め，連携・協働していく必要があります」と，学校図書館の意義を課長が

述べている。 
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ニーズから生まれた教師用ガイドは，使用しやすい要素が組み込まれていた。その一方で，情

報リテラシーの指導は実践途上であることから，体系的には未完成との気づきがあり，加筆・

修正が加えられていた。 

 

	 このように，教師用ガイドを司書教諭や学校司書が作成するという動きが各地域で見られる

ようになった。強調したいのは，授業実践が増えたからこそニーズが生まれたという点である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

	 

表 2.1	 情報活用の過程と指導事項の一覧表(横浜市教育委員会,	 2002)	 
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2.3.2	 研究者の取組み	 

 

	 本項では，情報リテラシーの体系を視点にもった文献等を公表している研究者の事例から，

作成された教師用ガイドの特長を見出す。研究者が作成している教師用ガイドとして，図書館

の使い方を指導するための提示用教材（河西ら，2011）がある（図 2.2）。印刷物ではなくスラ

イドで作成しているのが特長であり，スライドを映してそのまま授業で使える。 

	 小学校１年生から中学３年生までを対象に，小学校低学年，高学年，中学校に分け，それぞ

れを 2巻ずつの構成である。発達段階に沿った，学校図書館の活用を通して育成される情報リ

テラシーが体系的に配列されている。たとえば，「中学生第 2巻」の目次は次の通りである。 

 

①	 テーマに適した資料を選ぼう 

②	 情報源の特性 

③	 調べるための図書資料 

④	 インターネット上の情報源 

⑤	 引用と情報源 

⑥	 情報の整理と分析 

⑦	 レポートの著作権 

⑧	 レポートの作成 

 

	 内容の配列は，「課題の設定」が①，「情報の収集」が②③④⑤，「整理・分析」が⑥，「まと

め・表現」が⑦⑧と，探究の過程（プロセス）を意識した並びになっている。 

	 このような提示用教材は，ICT環境が整っていれば，担当教員に知識がなくてもスライドを

そのまま授業で使える。ICT環境が整備されていない学校図書館では使うことはできないもの

の，内容は図書館情報学の指導方法である「プロセス」を意識した構成になっている。この点

は，今までの教師用ガイドになかった特長と言える。 

	 このように，図書館情報学の知識をもった研究者が作成した教師用ガイドには，プロセスを

意識して情報リテラシーの内容や配列が組み込まれている。現場からのニーズをもとに作成さ

れた教師用ガイドは，プロセスは意識されていないものの，現場のニーズが反映されており，

「調べる活動」をどのようにしたら良いかのきっかけづくりとなることを起点に作られている。 
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	 先行研究より，教師用ガイドはどの地域にもあるものではないものの，授業を行っている現

場からのニーズから生まれたことは，授業を進めていく上で必要なものであると考えられる。

また，プロセスという指導法と，現場で日常的に使えることに意味をもつという点は，授業で

使える教師用ガイド作成するときに留意する点であることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2	 まかせて学校図書館のスライド例（河西ら,	 2011）	 
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2.4 授業と学習環境	 

	 

	 前述のように，「情報・資料」と「授業」をつなぐ観点として「協働」，「情報・資料」と「子

どもと教員」をつなぐ観点として「教師用ガイド」の先行研究があることがわかった。「授業」

と「子どもと教員」をつなぐ観点についての先行研究を調べたが先行研究は見当たらなかった。

そこで，授業と学習環境というように，「子どもと教員」と「情報・資料」の両要素を含んだ

視点で先行研究を調べることとした。	 

	 学校図書館における授業への関心が高まったのは総合的な学習の時間の創設と関わりが深

いことから，本節では，総合的な学習の時間と学習環境をつなぐ研究を調べることとする。	 

	 

2.4.1	 総合的な学習の時間と学習環境	 

	 

	 学習環境デザインを進めるときに要となる授業に焦点をあて，教員が学習環境をどのように

捉えているのかについて，総合的な学習の時間を例に整理してみる。総合的な学習の時間の目

標は，小中学校学習指導要領の総則 (1998a ，1998b)に，次のように記されている。	 

 

	 	 2	 総合的な学習の時間においては，次のようなねらいをもって指導を行うものとする。  

  （1）自ら課題を見付け，自ら学び，自ら考え，主体的に判断し，よりよく問題を解決する  

    資質や能力を育てること。（2）学び方やものの考え方を身に付け，問題の解決や探究活動 

	 	 に主体的，創造的に取り組む態度を育て，自己の生き方を考えることができるようにする 

    こと。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （文部省，1998a ，1998b ，下線筆者） 

 

	 総合的な学習の時間では，子どもの主体性を重視する。子どもの主体的な学習をベースにし

た授業では，子どもの主体性と学習成果のバランスにおいて，現場の教員には悩みをもってい

る（潟辺ほか，2000）。子どもの主体性に任せすぎると教員の期待する学習成果に至らない場

合が多くなり，また，教員が学習成果を意識しすぎると学習制御をかけ過ぎて教員主導になり

子どもの主体性を発揮する余地がなくなってしまうということが起きるというものだ。例えば，

授業における指示の仕方については，教員が悩むことでもある。学習成果を意識しすぎると子

どもの活動を制御するための指示が多くなり，子どもが主体的に思考する機会が減ることにな

る。その一方で指示が不足すると，子どもは何をしたらいいのかがわからず，無駄に時間を使
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ってしまい学習成果が得られないということが起きる。 

	 解決法の一つとして，教育工学研究者である黒上（1998）は「学習環境の設計」という指導

方法を提案している。デザインできる環境について，教員が学習活動と絡めて意図的に学習環

境を構成することを「学習環境の設計」と呼び，新たな指導方法として提案をしたものである。

学習環境の設計は，学校図書館においても日常的に行われている。例えば，司書教諭が図書館

の入り口に「東京」をテーマにした資料を展示したとする。子どもから見ると，きれいな表紙

の写真集や昔の地図が並んでいるので目を向けたり手に取ったりする。子どもが自ら手を伸ば

す。つまり主体的な行動である。 

	 このような写真集や地図の展示は，総合的な学習の時間の「東京今むかし」という単元との

つながりを意図したものである。写真集や地図に関わっていくことで，子どもは知らず知らず

のうちに教員の期待する学習成果に向けて導かれていることになる。このような学習環境の設

計は，現場の教員にとっては経験に基づいて無意識に行っている場合が多い。 

 

2.4.2	 学習環境が子どもに働きかける	 

 

	 黒上（1999）は，総合的な学習の時間において，子どもが主体的に学ぶ学習環境を分類して

いる（表 2.2）。この中で，教員の意図で変えることができるものが学習環境の設計の対象にな

る。例えば，机椅子の配置をグループに並び変えることで，教員が説明をしなくても子どもは

グループで行うことを想定した行動ができるようになる。このことは，グループ学習を行うと

いう教員の説明を学習環境が行ったと考えることができる。 

表 2.2	 	 学習環境の分類	 	 （黒上,	 1999）	 
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	 教員の側からみると，授業設計をするときに，掲示物を作成したりプリントを準備したりす

るなど様々な学習環境を用意している。学習活動の各場面において，学習活動が学習者に対し

てなすべき「働き＝機能」を表 2.3のように決め，教員の意図を学習環境に埋め込んだ環境を

設計することが可能になる。黒上が一般化した「学習環境の分類」と「学習環境の機能」をも

とに，潟辺ら（2000）は，ある教員の学習環境構成を数ヶ月に渡って継続的に分析した。その

結果，教員の意図のもとに学習環境設計が行われており，教科や時期に応じて学習環境の設計

の仕方が異なることを示した。 

 

 

 

 

	 総合的な学習の時間は子どもの主体性を重視する。そこで，教員が直接子どもに指示を出す

のではなく，学習環境が子どもに働きかけるような設計をしている。授業において，学習環境

は教員の代わりに働くという役割も果たしているのである。このような学習活動を想定した

「学習環境の設計」を行うことによって，学習環境が子どもに働きかけるという考え方は，教

員が当たり前のように行っていることでもある。小学校において，授業時間は 45分である。

指示や説明の時間を減らし，学習環境が子どもへ働きかけるようにすることは，子どもの活動

時間の確保につながる。 

	 学校図書館を活用した授業は，情報・資料を活用した子どもの主体を促す活動が中心となる。

教員は授業設計をするときに，掲示物を作成したりプリントを準備したりするなど様々な学習

環境を用意しているという黒上の学習環境に対する考え方は，学校図書館で行われる授業にも

あてはまる。 山内の述べる学習環境デザインの 4要素の一つである「人工物」としての情報・

資料は，教師が説明しなくても子どもに働きかけるように用意する必要がある。このことは，

学校図書館の情報・資料の組織化とつながる。組織化されていれば子どもは自分の力で必要な

表 2.3	 	 学習環境の機能（黒上,	 1999）	 
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情報・資料を手に入れることができるからだ。しかしながら，学校図書館を活用した授業は，

情報・資料を探すことだけではない。それらをもとに整理・分析したり，まとめ・表現をした

りするのなど，探究の過程の他の段階でも活用する。「人工物」には，情報・資料以外にも，

掲示物・展示物，シンキングツールなどは，授業に働きかけるものとして取上げる必要がある。 

 

 

2.5 第 2 章のまとめ	 	 

 

	 本研究では，学校図書館の 大の特長である「情報・資料」を「授業」で活用する手法を生

かしつつ，教育分野が蓄積した「授業」を視野に入れて進めている。本章では，序章で述べた

「学校図書館を学びの場にするときに必要な要素」に加え，「各要素を学びの場として機能さ

せるための観点」を先行研究から見出した。その結果，学びの場としての空間における「授業」

「子どもと教員」「情報・資料」という各要素をつなぐための観点として，先行研究から見出

されたものと見出されなかったものがあった（図 2.3）。	  
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図 2.3	 	 「授業」「子どもと教員」「情報・資料」の各要素間の観点に関する文献調査結果	 
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	 「情報・資料」と「授業」をつなぐためには「協働」という観点での研究が進んでおり，担

当教員と司書教諭の「協働」については効果があるという実践事例が発表されている一方で，

司書教諭の職務内容や役割について現場の認知度が低いとの分析もあった。「情報・資料」と

「子どもと教員」をつなぐためには「教師用ガイド」という観点での文献があり，現場のニー

ズに沿った内容や仕様の「教師用ガイド」を作成している地域もあり，探究の過程を見通した

配列が課題であると感じた。しかしながら，「授業」と「子どもと教員」をつなぐための観点

に関する先行研究は見出すことができなかった。 

	 このように先行研究から見出された観点である「教師用ガイド」「協働」を進めていくこと

により，学校図書館を活用した授業が行われ，学校図書館を活用することにより子どもに情報

リテラシーが育成されるという仮説を立てることができる。しかしながら，課題もあった。「教

師用ガイド」についての課題は，現場のニーズに応え，探究の過程が見えるものに改善するこ

とである。「協働」についての課題は，協働することの成果を子どもの情報リテラシーの習得

の関係において検証されていないことである。 

	 さらに，先行研究を調べた結果，学習環境デザインの要素の研究は進んでいたものの，学校

図書館を学びの場としてデザインするために必要な要素の研究や，各要素を機能させる観点に

ついては，一部の観点で成果と課題が発表されており，各要素を機能させるという俯瞰した視

点では述べられていないことがわかった。そこで，教師用ガイドと協働の何が有効であるのか

を検証しつつ，実際に学校図書館の学習環境をデザインすること，すなわち事例研究を通して

授業が行われるための観点を見出すことが本研究で行うことと考えている。 
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第３章	 本論文の目的と研究方法	 

	 

	 第２章では，学習環境は整っているものの授業で使われていない学校図書館があるという問

題に対し，先行研究より学校図書館の学習環境を「授業」「情報・資料」「子どもと教員」を軸

に，「協働」「教師用ガイド」という観点で見るという仮説が見出された。その一方で，先行研

究からは見出されなかった観点もあった。本研究においては，仮説を検証したり，仮説を生成

したりした結果をもとに，授業で活用される学校図書館の学習環境デザインを提示していきた

いと考えている。そこで，本章では，本論文の目的と研究方法について述べる。	 

	 	 

	 

3.1 本論文の目的	 

	 

	 本研究は，小学校現場において，「情報リテラシー」を育成するための授業に注目し，学校

図書館における「学習環境デザイン」の観点を提案することを目的とする。 

	 筆者は関西大学初等部の開設において，学校図書館の「学習環境デザイン」を担当し，学習

環境をデザインするときに，「学びの場としての学校図書館」「読書の場としての学校図書館」

「癒しの空間である学校図書館」の三つのイメージをもって取り組んだ。本論文は，このうち

の「学びの場としての学校図書館」をフィールドとして取上げる。21世紀を生き抜く資質や能

力を育成するための一つの場として，多くの日本人がもつイメージの学校図書館を，「学習に

役立つ」「授業を行う」「全員の子どもが使う」という「学びの場としての空間」へと見直しが

始まったからである 。 

	 学校図書館の特長は，組織化された情報・資料にある。学びの場としての学校図書館を活用

するには，情報・資料を使うための情報リテラシーが要る。この情報リテラシーは机上で習得

するのではなく，学校図書館を活用する「授業」を通して育成される。言い換えると，学校図

書館を活用した授業が行われなければ，子どもは情報リテラシーを習得する機会を得られない

ことになる。 

	 そこで，学びの場としての学校図書館の学習環境をデザインするときの要素である「情報・

資料」「授業」「子どもと教員」が，互いに機能し合うための観点についての先行研究を調べ

た。その結果，情報・資料を授業で活用するためには，授業を進める担当教員と学校図書館に
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おける専門的な知識をもつ司書教諭との「協働」という観点に関する研究が進んでいた。情報・

資料を子どもや教員が活用するためには，情報リテラシー育成のための「教師用ガイド」とい

う観点が役立つという研究が進められていた。いずれも，効果についての報告はあるものの課

題もある。その一方で，学びの場としての学校図書館における「授業」と「子どもと教員」を

つなぐ観点についての先行研究を見出すことはできなかった。この点については，観点を見出

す必要がある。 

	 さらに，先行研究を調べた結果，学習環境デザインの要素の研究は進んでいたものの，学校

図書館を学びの場としてデザインするために必要な要素の研究や，各要素を機能させる観点に

ついては，一部の観点で成果と課題が発表されており，各要素を機能させるという俯瞰した視

点では述べられていないことがわかった。 

	 このように，「教師用ガイド」と「協働」の有効性を検証した上で，「授業」と「子どもと

教員」をつなぐ観点を見出し，実際に学校図書館の学習環境をデザインすること，すなわち事

例研究を通して，学習環境をデザインする観点を提案するのが本研究で行うことであると考え

る。 

	 

	 

3.2 研究対象	 

	 

3.2.1 	 教育工学と図書館情報学	 

	 

	 研究の対象として，自然現象を対象とする自然科学と，それに対し社会現象一般を対象とす

る社会科学がある。社会科学とは，「社会における人間行動を科学的，体系的に研究する経験

科学の総称。自然科学に対する社会学，政治学，経済学，法学，社会心理学，教育学，歴史学，

文化人類学などが含まれる」（ブリタニカ国際大百科事典）と定義されている。	 

	 本研究の対象は，教育現場の学校図書館における子どもの学びであり，特に，基礎力である

情報リテラシーの育成に焦点を当てている。学校現場での子どもの学びを対象としていること

から教育学でありつつも，学校図書館における情報リテラシーという内容を扱っていることか

ら図書館情報学にも関係している。	 

	 我が国の教育学の領域については，次のように細分化されている。	 
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	 (1)	 教育の本質や究極目標に迫ろうとする教育哲学	 

	 (2)	 教育思想，教育事実の歴史的発展を解明しようとする教育史の領域	 

	 (3)	 教育と社会との関係を究明しようとする教育社会学	 

	 (4)	 教育の制度や学校という組織を分析しようとする教育制度学や教育行政学	 

	 (5)	 諸外国の教育を比較研究する比較教育学の領域	 

	 (6)	 授業，指導の方法や管理のあり方に関心をもつ	 

	 	 	 	 −実践的，技術的な傾向のある教育心理学，教育方法学，教育工学，教育経営学など	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （日本大百科全書，小学館，筆者下線）	 

	 

	 本研究は，学校現場における子どもの学びを対象としていることから，教育学のうちの「(6)

授業，指導の方法や管理のあり方に関心をもつ」の領域に位置している。この領域は，教育心

理学，教育方法学，教育工学，教育経営学などに細分される。教育工学という学問領域につい

て，日本第百科全書は次のように説明している。	 

	 

	 	 教育工学の基本は，教育目標を効果的，効率的に達成するために，教授・学習過程にシス	 

	 	 テム・アプローチを適用し，授業はもとより教育全般をシステム化することである。〔中	 

	 	 略〕授業を一つのシステムとしてとらえ，授業の設計・実施・評価を中心として，これら	 

	 	 に関与する人的・物的資源など相互の関係を明らかにし，広くは学級経営，学校経営など	 

	 	 に潜む教育の諸問題をも実証的に解決し，教育の諸事象を科学化しようとするのが，現代	 

	 	 の教育工学である。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （日本大百科全書，小学館，下線筆者） 

 

	 本研究では，情報リテラシーの育成を意図した授業の設計・実施・評価を中心として，これ

らに関与する人的・物的資源など相互の関係を明らかにすることから，教育工学として位置付

けられる。一方，図書館情報学は，	 

	 

	 	 図書を中心とした資料の収集・保存，利用を機能とする図書館の本質とその経営を対象と	 

	 	 する図書館学 library	 science に，情報学 information	 science という分野を加えた学問	 	 

	 	 である。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （日本大百科全書，小学館）	 

	 

というように，図書館が研究の対象となっている。図書館は，利用者の種別によって次のよう
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に分けられている（山本，2013）。	 

	 

	 	 国立図書館（national	 library）	 

	 	 公共図書館（public	 library）	 

	 	 大学図書館（academic	 library）	 

	 	 学校図書館（school	 library	 media	 center）	 

	 	 専門図書館（special	 library）	 

	 

	 我が国において，学校図書館が子どもの学びと関わるような場へと見直しが始まった背景に

は，時代の変化とともに学力観も変わったことを序章で述べた。そのうちの一つに基礎力の変

化がある。国は，21世紀に生きる子どもに必要な基礎力の一つに情報を扱うスキル（国立教育

政策研究所，2013）をあげている（図 0.1参照）。 

	 情報を扱うスキルについては，今日的な課題であるため教育工学以外でも，言語を扱うこと

から国語教育学，言語の発達段階との関わりから教育心理学などでも扱われている。『新しい

時代のリテラシー』（桑原，2008）では，情報リテラシーの教育は言語・国語教育に負う部分

多いとしながらも，言語や言語周辺の情報媒体の変容は，言語生活の変容にもつながっている

ことから，国語科教育を超えていることを基本的な考えとして編纂されている。 

	 このように我が国において多様な分野で扱われている情報リテラシーという用語は，米国を

中心とする諸外国の図書館情報学分野で概念形成され，世界中に広がった。国内おけるリテラ

シーに関する用語を整理した山内（2003）によると，情報リテラシーは，広い意味で人間の問

題解決活動をターゲットにしている概念であるとし，人が情報を探索し，活用し，問題解決に

利用するための知識やスキルに関心のある研究者が扱っている用語であると述べている。米国

で形成された情報リテラシーの概念が翻訳され，さらには整理されて現在に至ることから大枠

の概念は共通しているものの，具体的に何を示すのかについては研究領域による違いがある。 

	 時代の変化とともに，子どもの自主性や問題解決力などを培う場として注目を浴びた学校図

書館は，そこでの「学び」が教育学の研究の対象となった。さらに，情報リテラシーの概念が

形成されていたことから，図書館情報学においても研究の対象となった。本研究において，学

校図書館を活用することを通して育成される情報リテラシーを学びの内容として扱っている

ことから，図書館情報学の一領域でもあると言える。 

	 社会科学における研究の対象は，社会現象一般である。北中(1998)は，自然現象と比較し，
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社会現象一般の特長を以下のように示している。	 

	 

	 	 ◯	 様々な要素が複雑かつ密接に絡み合っている	 

	 	 ◯	 人間の意志が要因として含まれる	 

	 	 ◯	 幅広い学問領域に関連が広がっている	 

	 	 ◯	 社会の出来事の質的な変化の度合いの時間的なスケールが短い	 

	 	 

	 筆者の研究の対象が，教育工学と図書館情報学という二つの学問領域に渡っていることは，

社会科学の研究の対象の特長の一つとも言える。図書館情報学において概念が形成された情報

リテラシーを扱いつつも，明らかにしたいことは情報リテラシーの育成を意図した授業の設

計・実施・評価を中心として，これらに関与する人的・物的資源など相互の関係である。その

ため，筆者の研究の立ち位置は，あくまでも教育工学であると考えている。 

	 

3.2.2	 構成主義的な学習観と情報リテラシー	 

	 

	 情報リテラシーの概念は，米国を中心とする図書館情報学分野において形作られたことにつ

いて，中村（2001）は，構成主義的な学習観が情報リテラシーの概念形成に多大な影響を与え

ていると見ている。1980年頃の米国を中心にして，構成主義的な学習観についての議論が徐々

に一般的になっていたからである。河西（2008a）は，情報リテラシーの概念は構成主義的な

学習観に立脚しているとし，構成主義的な学習観の理解が情報リテラシーと教育実践を結びつ

ける鍵ではないかと指摘している。その根拠として，探究学習（inquiry- based learning）を

提唱した「Inquiry- Based Learning: Lessons from library Power」（Kuhlthau ，2001）の

冒頭部分を取り上げ，その内容が構成主義的学習観に割かれていることを根拠としている。 

	 教育学研究者である佐藤（1996）も，構成主義の共通の基盤である「人間の知識はすべて構

成されるものである」という考え方が，教育分野においても注目を集めるようになったことを

取り上げている。授業における「教師中心」から「子ども中心」へ，「教え」から「学び」へ

という変換の方向付けるものとなったのが，構成主義的な学習観であるとの考えである。 

	 筆者が小学校教員として取り組んでいた 20世紀後半から 21世紀にかけて，指導の仕方が「教

師主導」から「子ども主体」に変わり，子どもが主体的に学ぶ場として学校図書館の環境整備

が進んだ背景には，教育学分野と図書館情報学分野の共通点として構成主義的な教育論が流れ



 55 

ていたことになる。 

	 教育工学研究者である久保田（2000）は，時代の変化と共に教育理論も客観主義から構成主

義へと変容しているとし，時代の移り変わりと教育理論の変化の関係を示している。効率が求

められる大量生産の時代の社会システムにおいては，効率的で効果的な教授型の指導法が行わ

れた。だから教育理論の目的は，ベテラン教師の指導法を誰もが利用できる技術・方法として

の使えるようにするための手だてを提供するものであり，科学的に把握された知識は基本的に

適応可能であり法則化できるという信念につながっていった。久保田のこのような見方から，

教育理論，そして教育実践が，社会のシステムの影響を受けていることがわかる。 

	 時代がこのような産業社会から情報社会に変化したということは，情報社会のシステムの影

響を受け，客観主義に対する新たな教育理論の誕生を予測させる。久保田は，客観主義の教育

理論に対し，構成主義的な立場をとる教育理論の違いを，知識の構造よりも学習者の理解の仕

方に焦点を当てているとしている。米国の学校図書館において，図書館のリソースの使い方を

教える指導法から「プロセス」を重視した指導法へと大きく変化したのも，学習者が主体的に

学ぶことに注目したからである。すなわち，情報リテラシーの指導法においては，学習者の理

解の仕方や学習環境への主体的な関わり方を問題にしていると考えることができる。 

	 このように，情報リテラシーが構成主義的な立場をとる教育理論の影響を受けたことから，

構成主義的な学習観の理解が情報リテラシーと教育実践を結びつける鍵ではないか，という河

西の指摘は，筆者の研究の立ち位置と合致している。 

 

 

3.3 研究方法及び評価方法	 

	 

3.3.1 教育工学における研究方法	 

	 

	 向後（2012）は，教育工学選書『教育工学研究の方法』にて，教育工学の研究者の関心領域

や研究対象を分類した上で，研究の方法を分類している。教育工学の研究者が研究枠組につい

てどのような認識をもっているのかについて，研究者の関心領域を三つに分類している。	 

	 	 

	 ・	 開発研究	 	 

	 	 	 「学習を促進する技術的なプロセスと資源をいかに生み出すか」という点に研究の焦点	 
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	 	 	 	 がある。	 

	 ・	 実践研究	 	 

	 	 	 「得られた知見を実践現場でどのように活用するのか」という点に研究の焦点がある。	 

	 ・	 基礎研究	 	 

	 	 	 「学習者の変化と学習プロセスの変化は何によって規定されるのか」という因果律に研	 

	 	 	 	 究の焦点がある。	 

	 

	 筆者は実践現場への提案を考えているので，「実践研究」が関心領域である。次に，向後は，

研究者の認識論を大きく二つに分類している。	 

	 

	 ・	 論理実証主義	 	 

実在する世界に対して，研究者は第三者的に観察者になることができる。仮説の成否

は観察や実験で得られたデータによって判定することができる。仮説の蓄積は知識と

して体系づけられ，世界の因果律を予測するのに有効である。	 

	 ・	 社会構成主義	 	 

客観的な世界は存在しない。世界のしくみについての認識も，その中に参加し積極的

に理解しようとしなければ得ることができない。得られた知識は，世界を客観的に記

述したものではなく，知識自体が参加によって社会的に構成されたものである。	 

	 

	 この二つの認識論の違いは，世界を第三者的に知りうるか否かという前提条件を分岐点とし

ているとし，実験的に得られた知見であっても，論理実証主義では実証された仮説として扱わ

れる一方で，社会構成主義ではある主張に説得力を持たせるためのレトリックとして扱われる

と，事例をあげている。	 

	 このような前提をもとに，向後は，多様な研究方法を使っている教育工学における研究方法

を，研究者の位置にによる分類，研究対象による分類，実践性の文脈による分類の 3種類の軸

を提示した。	 

	 

	 	 ①	 研究者の位置による分類	 

	 	 ・	 外側の位置	 	 

外側の位置から量的データをとる場合は，実験計画法を用いる。	 
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	 	 ・	 内側の位置	 

	 	 内側の位置からデータをとる場合はアクションリサーチとなる。	 

	 	 ・	 中間の位置	 

	 	 	 	 中間の位置とは，研究対象の内側と外側の両方の位置からデータをとっていこうとす	 

	 	 	 	 	 	 	 	 るものである。これは，デザインベース研究による教育テクノロジーの研究が典型的	 

	 	 	 	 	 	 	 	 である。理論的な考察をするときには研究対象を外側から眺めることが必要であるし，	 

	 	 	 	 	 	 	 	 実践的な知見を求めるときには実践者の一人として研究対象の内側に入っていくこ	 	 

	 	 	 	 	 	 	 	 とが必要である。デザインベースの研究では量的データと質的データの両方を集める。	 

	 

	 	 ②	 研究対象による分類	 

・	 教授方略についての研究方法	 

	 実験的な研究手法が用いられている。	 

・	 教育テクノロジーについての研究方法	 

	 デザインベースの研究手法が用いられている。	 

・	 インストラクショナルデザイン(ID)モデルについての研究方法	 

	 デザインベースの研究手法が用いられている。	 

・	 設計と開発についての研究方法	 

	 質的な研究手法が好まれる。	 

	 

	 	 ③	 実践性の文脈による分類	 

・	 厳密に条件統制された研究。	 

・	 ある程度条件統制された，本来適応すべき教育の文脈に乗せた研究。介入の効果を検

証するために，通常は統制群が設定される。対象者を集団として行う場合が多いので

厳密な条件統制は不可能である。	 

・	 実際の教育現場に，考案されたプログラムや新しいシステムを導入し，その介入効果

を検証しようとするデザイン実験，あるいはアクションリサーチである。統制群は設

定されない。	 

・	 介入なしにそのままの状態を調査する。その調査により，キーとなる変数や介入のポ

イントを見出そうとする。	 
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	 このように，向後は，研究者の位置，研究対象，実践性を軸にした分類をもとに，そこで使

われている研究の方法の違いを示し，教育工学における研究の方法として，実験的な研究手法，

デザインベースの研究手法，質的な研究手法を示している。その上で，適切な研究方法を使う

ための手順を，以下のように示している。	 

	 

	 	 (1)	 研究対象の範囲を確定する。	 

	 	 (2)	 研究者の位置を決める。	 

	 	 (3)	 研究のステージを決める。	 

	 	 (4)	 認識論を確定する。	 

	 

3.3.2 本論文の研究方法	 

	 

	 前項において向後が示した手順をもとに，本論文の研究方法を示す。	 

	 

(1)	 	 研究対象の範囲	 

	 筆者の関心は，教育現場の学校図書館における子どもの学びにある。特に，子どもの学びの

基礎となる情報リテラシーの育成に焦点をあてている。小学校において情報リテラシーの育成

は各教科等の学習に組み込まれていることから，直接指導に携わるのは担当教員である。情報

リテラシーの中には，目次・索引の使い方を知る，図書・Web・新聞のような複数の情報源を

使い分ける意味を知るなど，学校図書館や学校図書館の資料を活用して育成されるものも多い。

情報リテラシー育成のための授業を担当教員が進めていくには，司書教諭・学校司書との協働

や，学校図書館や図書館資料を活用して授業を進めるための「教師用ガイド」などを含めた学

校図書館の学習環境デザインが必要になる。	 

	 このことから，筆者の研究対象の範囲は，子どもの学びが行われている授業を軸にしながら

も，学習環境までを視野に入れている。	 

	 

(2)	 	 研究者の位置	 

	 研究者の位置は，中間の位置をとる。筆者は，関西大学初等部の開設に携わったことから，

学校図書館の学習環境デザインするときには実践者の一人として研究対象の内側に入ってい

く。その一方で，学習環境デザインのために必要な現状分析については研究対象を外側から眺
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める。このようなデザインベースの研究には，量的研究と質的研究の両方の見方が必要である

と考える。	 

	 

(3)	 	 研究のステージ	 

	 本研究の視点は，学校図書館と子どもの学びをつなげたところにある。国立国会図書館の

NDL サーチで学校図書館に関係する「学校図書館」「図書館教育」「情報リテラシー」をキー

ワードとして博士論文を検索した。 

	 

・	 学校図書館をキーワードとした博士論文は 5本あり，学校図書館の動向に関する論文が

2本（清水，中村, 今井），特別支援教育に関する論文が 2本（野口, 松戸），読書教育

に関する論文が 1本(尹), メディアに関する論文は 1本（大平）あった。 

・	 図書館教育をキーワードとした博士論文は０本であった。 

・	 情報リテラシーをキーワードとした博士論文は 6本あり，そのうち学校図書館に関する

論文は 1本（河西）であった。 

 

	 博士論文の中で，学校図書館において「子どもの学び」と関連があるのは，大平の「学校図

書館におけるメディアに関する研究」と，河西の「初等中等教育における情報リテラシーの育

成に関する研究」の論文である。大平は，学校図書館が授業で活用されるには情報メディアの

組織化が必要であるという視点をもっており，情報メディアの分類と配置に着目した学校図書

館の学習環境デザインを提案している（大平，2012）。河西は，情報リテラシー育成のために

は学びの場としての学校図書館の構築が必要であるという視点をもっており，学びの場として

機能する学校図書館の学習環境デザインを提案している（河西，2008）。 

	 両者の博士論文では，それぞれ情報メディアと情報リテラシーがテーマとなっていた。両者

のテーマは異なっているものの，研究を通して学校図書館の学習環境デザインへと進んだこと

は共通している。この点は，筆者と合致する。 

	 情報リテラシーの育成を扱っていることについては，河西の研究とより近いところにある。

河西の研究の特長は，図書館情報学と教育学をつなげた上で，情報リテラシー育成という概念

を整理して論じたことである。筆者は，河西の研究を受け，情報リテラシー育成のために，学

校図書館の学習環境デザインをするときに，必要な観点を提案することである。	 
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(4)	 	 認識論	 

	 筆者の認識論は，情報リテラシーの概念が構成主義的な学習観に立脚していることから，社

会構成主義の立場をとる。しかしながら，社会構成主義的な立場の学習理論については幅広く

研究されていることから，筆者は授業を中心において，学習者がまわりの学習環境に主体的に

関わることを重要視するという立場で本研究に取り組む。	 	 

	 

3.3.3 本論文の評価方法	 

 

	 前項で示した研究方法をもとに，本項では各章における調査内容をもとに評価方法を示す。	 

	 関西大学初等部の学校図書館の学習環境をデザインするときに，「癒しの空間」「読書の場と

しての空間」「学びの場としての空間」をイメージした。本論文では，このうちの「学びの場

としての空間」に注目し，「授業」「情報・資料」「子どもと教員」という要素が互いに機能し

合うための観点について，先行研究を調べた。先行研究からは，「情報・資料」と「子どもと

教員」をつなぐ観点として「教師用ガイド」，「情報・資料」と「授業」をつなぐ観点として「協

働」が見出された。既に見出されている観点については，第 4章，第 5章において効果を検証

する。先行研究で見出されなかった「授業」と「子どもと教員」をつなぐ観点については，第

6章で探すこととする（図 3.1）。 

	 学びの場としての学校図書館の特長は，情報化された「情報・資料」にある。これらを「子

どもと教員」が活用するためには，情報リテラシーが必要である。教員が情報・資料を活用し，

子どもに情報リテラシーを育成するときには，「教師用ガイド」が役に立つ。第 4章では，「情

報・資料」と「子どもと教員」をつなぐために現場のニーズと探究の過程を組入れた「教師用

ガイド」を開発し，その効果を検証する。また，「情報・資料」を「授業」で活用するために

は，図書館と授業の両方の知識を司書教諭と授業を進める担当教員との協働が有効である。し

かしながら，協働する時間が潤沢にある訳ではない。そこで，第 5章において，担当教員単独

では習得させにくい情報リテラシーを見出し，それらの習得度を協働ありと協働なしで比較し

効果を検証する。このように，「教師用ガイド」「協働」については，課題はあるものの有効な

観点として既に先行研究上に提示されているため，仮説を検証するというアプローチで研究を

進めることができる。そこで，静岡県内をフィールドとして，「教師用ガイド」「協働」という

観点の効果を検証する。 
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図 3.1	 本論文で行う調査	 
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表 3.1	 研究の方法の概要	 
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	 その一方で，「授業」と「子どもと教員」の要素間の観点は先行研究から見出されていない。

そこで，仮説を生成するために，第 4章と第 5章の結果をもとに関西大学初等部の学校図書館

の学習環境をデザインし，事例研究を通して観点を導き出す。これを第 6章とする（表 3.1）。 

	  第 4 章と第 5 章では，仮説を検証し，第 6 章では仮説を生成するというアプローチで進め

るということは，評価方法も異なってくる。第 4章と第 5章では，子どもの情報リテラシー習

得度の結果をもとに評価を行う。しかしながら，教育が進行している現場において統制群を設

定することは難しい。これは，教育実践研究における共通認識でもある倫理上の問題である。

特に同じ学校の同学年で実験群と統制群を作成することは，保護者や教員への説明上難しいこ

とである。そのため十分な実験群と統制群の設定になっていないことから，結果を裏付けるた

めのインタビューを行い，組み合わせて評価を行うこととした。 第 6章において, 4件法によ

る子どもの情報リテラシー習得度の評価は教員へのインタビューの資料として使用するため，

インタビューの分析から仮説を導くという方法をとる。この場合のインタビューの分析は

SCATを使用する。 

  SCAT は，「Step for Coding and Theorization」の略で，明示的手続きで着手しやすい，小

規模データに適用可能な質的データ分析手法である（大谷，2008, 2011）。質的研究は，観察

やインタビューによって質的データを作成しそれを分析して結論を得る研究手法であり，デー

タ採取の方法として記録や面接がある。それによって得たデータを分析するためには手法とし

て，質的研究には量的研究のように統計的な定式的手続きをとる方法は存在していない。それ

でも，手法はいくつか開発され、 も広範囲で使用されているのがグランドセオリーである。

グランドセオリーが適用できるのは、比較的大規模なデータの採取と長い研究期間を要する大

がかりな研究であり、ごく小規模のデータや既に採取した手持ちのデータには適用できないと

いう問題点がある。また，分析の際利用されるコーディングの理論化が難しいため、コードか

らうまく結論が導けないという課題もある。このような理由から，大谷は SCATという質的デ

ータ分析手法を開発した。SCATは，一つだけのケースのデータやアンケートの自由記述欄な

どの、比較的小規模の質的データの分析に有効とされる。本研究の第 6章のデータは，小規模

の質的データのため SCATを使用することとした。 
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第４章	 	 

情報リテラシー育成のための教師用ガイド	 

	 

	 先行研究から見出された観点として「教師用ガイド」と「協働」がある。本研究では，「教

師用ガイド」は「情報・資料」と「子どもと教員」をつなげるときに役立ち，「協働」は「情

報・資料」と「授業」をつなげるときに有効であるという仮説をもとに効果を検証する。	 

	 本章では，このうちの「教師用ガイド」の効果について，公立小学校での調査結果をもとに

検証する。	 

	 

	 

4.1	 	 背景	 

	 教師用ガイドとして出版されたものに，『コピーして使える学校図書館活用資料集』（市川市

学校図書館教育研究部会，2004）がある。市川市は 12学級以上の学校に配置が義務づけられ

る前から司書教諭を置き，合わせて学習に使う図書館資料の整備も進めてきた （小川ら，2001）。

配置された司書教諭が授業を行うために必要と考え，自ら作成したのが教師用ガイドである。	 

	 司書教諭を配置するための法整備や図書館資料の整備基準は国が進めてきたが，教師用ガイ

ドは現場のニーズから生まれたものである。このような学校現場の動向に対して堀川（2006）

は，司書教諭の役割が学校図書館を整備し，教育の中で学校図書館の重要性を校内に伝えると

いう段階から，学習指導に直接関わる段階に進んできていると見ている。さらに，司書教諭の

役割を考えたとき，学習指導に対して全体的見地から情報に関する教育および読書指導に教科

横断的に関わることができるのが，大きな特長であるとも述べている。	 

	 司書教諭が授業に直接関わるときには，教材が必要になる。教材とは，授業のねらいを達成

するために使う内容や素材である。すべての子どもが持っている教科書も教材の一つである。

情報リテラシーの指導などのように，各教科等に埋め込まれている内容を扱う場合や，単元の

導入段階で子どもの意欲を高める教材は，教員自身で素材を見つけたり開発したりしなければ

ならない。 

	 情報リテラシー育成のために特に定められた教科書はないことから，教材となる内容や素材

をその都度探す必要がある。この手助けをするために，教師用ガイドが生まれた。さらに，授

業ですぐ使えるワークシートがあれば，授業前の準備時間を効率よく使うことができる。市川
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市の司書教諭と学校司書が作成した教師用ガイドは，情報リテラシーの項目ごとに指導内容と

ワークシートが２頁見開きの様式に収められており，コピーして授業で使えるワークシートの

工夫も施されている。このことからも，現場での活用を考慮して作成されていることが窺える。 

	 市川市の教師用ガイドが出版されてから，『学校図書館教育指導計画作成の手引き 実践ガイ

ドブック〜学び方ワークシート パート 1』（横浜市小学校図書館研究会，2006）, 『コピーし

てすぐ使える司書教諭の授業で役立つワークシート集』（埼玉県学校図書館協議会，2006）な

どが続けて出版された。各地域の司書教諭の研究グループが，地域内の学校で活用することを

目的として作成していることが特長である。 

	 このような教師用ガイドに先立ち、文部省は 1948 年から 1983 年の間に数回に渡り学校図

書館の手引きを刊行している（堀川，1991）。これらの手引きは米国の学校図書館の思想をモ

デルとして作成されており，現場からのニーズで作成された教師用ガイドの指導事項は，これ

らの手引書の内容と類似している。例えば 1983 年の手引きの項目は以下の 4 つに分けられ，

それぞれの項目の中に，図鑑・百科事典・年鑑の利用，目的に応じたまとめ方・伝達の仕方な

どの指導事項が掲載されている。指導事項は，組織化された資料を自分で探し出すための方法

の習得が主になっており，いわゆる学校図書館における「利用指導」と言われる内容である。 

 

	 	 A	 図書館及びその資料の利用に関する事項 

	 	 B	 情報・資料の検索と利用に関する事項 

	 	 C	 情報・資料の収集・組織と蓄積に関する事項 

	 	 D	 生活の充実に関する事項 

 

	 一方，米国では，国内において指導法の検討・修正が重ねられ現在に至っている。歴史的な

経過は以下の通りである(堀川，2010)。 

 

	 	 ①	 ソース・アプローチ（1960~1970年代） 

	 	 	 ・	 所蔵資料や参考図書の使い方の説明が中心 

	 	 	 ・	 図書館担当者が単独で企画・実施 

	 	 	 ・	 説明内容が図書館利用の場面に転移されにくいとの指摘 

	 	 ②	 パスファインダー・アプローチ（1980年代〜） 

	 	 	 ・	 子どもにニーズを起こさせるためにテーマに沿うと効果的 
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	 	 	 ・	 カリキュラムに関連させた案内資料の作成（パスファインダー13） 

	 	 	 ・	 校内のカリキュラムと関連させたパスファインダーの使用 

・	 学習者が自ら探索するのに必要な推論のプロセスを，発達させることができないと 

	 	 の指摘 

	 	 ③	 プロセス・アプローチ（1990年代〜） 

	 	 	 ・	 学習者の視点による情報探索過程の提案（Kuhlthau） 

 

	 プロセス・アプローチへと変わる契機となった Kuhlthauが提案した情報探索過程モデル14

（表 4.1）の意義を，福永は以下のようにまとめている。 

 

 

 

・	 情報探索過程の各段階が明示されることによって，教育者は，各段階に応じた適切な  

助言や援助を，学習者に与えることができる。 

・	 このモデルを提示することによって，情報探索過程における思考の重要性を，学習者   

が理解する可能性が生じる。 

・	 作業開始時に伴う＜不安＞に代表される感情の動きを，学習者が客観的に理解するこ 

とで，自らの不安に対処し，学習を効果的に進めることができる。 

・	 このモデルは，実際の情報探索におけるチャートとして，学習者自身が情報探索過程の

                                            
13 パスファインダーとはあるテーマについて資料や情報の探し方を説明する案内資料である。基礎的な
ことを調べる資料，さらに詳しい内容が記載されている資料，新しい情報が記載されている資料等と，

資料間の関係を明らかにし，段階的に探索を進めるガイドとなるものである。 
14 クールソーは，プロセス重視の学習の方法論を図書館情報学に適応し，探究型学習の重要性を主張し
た。 

表 4.1	 Kuhlthau の情報探索過程モデル(福永，1993)	 
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どこにいるのか，確認することを援助する。結果的に，学習者が情報探索の概念を理解

することにつながる。                            （福永，1993，p. 60, 下線筆者） 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  

	 Kuhlthau の情報探索モデルの提案後，情報リテラシーをプロセスとしてとらえる指導法が

開発され，情報活用のプロセスモデルが発表された。有名なモデルとして，Big6 モデル15

（M.B.Eisenberg&R.E.Berkowitz，1990）があり世界中に普及している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

	 プロセスという考え方は我が国においても，探究のプロセスを「探究の過程」，探究の過程

をもつ学習を「探究的な学習」という用語で表記されている。その概念は，学習指導要領総合

的な学習の時間の解説(文部科学省，2008，p. 15-16)において，図式化されている（図 4.1）。

また，情報リテラシーと近い概念として，「情報活用能力」という用語が情報教育において使

われている。 

	 「探究の過程」や「情報活用能力」は文部科学省が示した表記であることから，学校現場で

は学校図書館よりも総合的な学習の時間や情報教育の用語として浸透している。学校図書館に

                                            
15 アイゼンバーグとベルコヴィッツは，人が様々な場面で出合う問題に対して，情報という側面から問
題を解決していくプロセスを考え，それを 6段階のモデルとした。Big 6 Skills Modelという。6段階は
次の通りである。 
 1 task definition  2 information seeking strategies  3 location and access  4 use of information  	 	 	  
 5 synthesis 6 evaluation 

図 4.1	 探究的な学習による児童の学習の姿（文部科学省，2008）	 
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ついては，司書教諭や学校司書の配置，図書資料の基準についての表記はあるが，子どもの学

び方の指導に関する文部科学省からの表記は見当たらない。学習指導要領第１章総則には「学

校図書館を計画的に利用しその機能の活用を図り，児童の主体的，意欲的な学習活動や読書活

動を充実すること」（文部科学省，2008a） というように，活用することを重視する表記があ

るのみである。 

	 そのため，各地域で作成された教師用ガイドの内容が，情報リテラシーであることは間違い

ないものの，そこにプロセスという指導法が反映されているとは言い難い。我が国の手引きに

書かれている内容は，米国における「ソース・アプローチ」を取り入れたものが多く，我が国

では，それを「利用指導」と呼んでいた。米国では，「ソース・アプローチ」については，図

書館担当者が単独で企画・実施することが多いとされ，説明内容が図書館利用の場面に転移さ

れにくいとの指摘があった。そこで，「パスファインダー・アプローチ」「プロセス・アプロー

チ」という新たな指導法が開発されていく。1988 年の米国の学校図書館規準では，学校図書

館の役割として，系統的な学習活動を通して情報を選択，検索，分析，評価，統合し，また創

造するための認知的手順を身に付けさせることをあげている（アメリカ・スクール・ライブラ

イアン協会，教育コミュニケーション工学協会共編, 全国学校図書館協議会海外資料委員会訳，

1989）。 

	 平久江（1997）は，学校現場では利用指導が主流の我が国において，図書館を利用するスキ

ルは主体的な学習の基盤となる学習技能でなければならないと考え，情報活用能力（情報リテ

ラシー）というより広い観点から捉えていく必要があると指摘している。そのための方法とし

て，米国の Michael B.Eisenbergが発表したプロセスモデル（表 4.1参照）を取り上げ，この

モデルは学校図書館利用教育の体系化と教科教育を統合するカリキュラムの策定の原理とな

りうることを主張している。 

	 このように，プロセスを意識した指導法は，米国の学校図書館から広まった指導法でありな

がら，我が国においては総合的な学習の時間や情報教育で扱われている。学校図書館では従来

から利用指導という用語があり，指導法を指すの用語としてプロセスを意識したものに変える

ことが難しかったと考えられる。 

	 本論文において，教師用ガイドの効果を検証していくときに，総合的な学習の時間や情報教

育でプロセスを意識した指導法が行われていることから，学校図書館においてもこの指導法を

取り入れた教師用ガイドを作成する必要があると考える。
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4.2	 	 目的	 

	 現場のニーズとプロセスを意識した指導法を取り入れて作成した「教師用ガイド」の効果を

検証することが，本研究の目的である。 

 

 

4.3	 	 方法	 

	 

4.3.1	 	 調査手順	 

	 

	 本調査でフィールドとしたのは，静岡県内の二つの市（M市・N市）である。両市は司書教

諭の配置はもとより，学校司書を配置したり，蔵書のデータベース化を進めたりするなど，行

政が学校図書館の学習環境整備に前向きである。両市内には，既に情報リテラシーの育成に取

り組んでいる学校と調査年度から始める学校，さらにはまだ検討段階の学校がある。 

	 本調査は，課題の把握後，米国における「情報リテラシー」を「プロセス」としてとらえる

指導法と，本章での課題の把握によって見出した要件をもとに「教師用ガイド」を作成し，効

果を検証する（図 4.2）。 

 

図 4.2	 情報リテラシー育成のための「教師用ガイド」についての調査計画	 
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	 課題の把握のため，両市内公立小中学校を対象にした情報リテラシー育成のための現状調査

（質問紙）と，情報リテラシーの指導を実施している学校での現状調査（インタビュー・質問

紙）を実施した。運用は，調査年度から情報リテラシーの指導を始める予定の学校へ依頼し，

教師用ガイドを活用した授業を，8 か月間実施してもらった。検証は，子どもの情報リテラシ

ー習得度（質問紙）と教師用ガイドの活用状況（インタビュー）をもとに行う。 

	 

4.3.2	 	 調査参加者	 

	 

	 「図書館教育整備状況の質問紙調査」に参加したのは，静岡県内の M市小学校 72校中学校

35校，N市小学校 23校中学校 16校の図書館主任（司書教諭と図書館担当者）合計 146名で

ある（表 4.2）。そのうちの 3校は既に情報リテラシーの指導を始めていた。3校（学校 1・学

校 2・学校 3）では 3名の司書教諭と，情報リテラシーの指導に直接携わっている 24名の担当

教員が調査に参加した（表 4.3）。また，調査年度より情報リテラシーの指導を始める予定の別

の 3校(A校・B校・C校)では，3名の司書教諭と，授業を実施する 3年生・4年生・5年生の

合計 797名の子どもが調査に参加した（表 4.4）。 

	 M市と N市ともに，12学級以上の小中学校の学校司書が配置されており，学校図書館に対

する行政の関心が高い。また，M市は蔵書のデータベース化は校内の裁量に任されているため

ばらつきがあるが，N市ではほとんどの学校で蔵書のデータベース化が済んでいる。 

 

 

 

 

 

 

表 4.2	 図書館教育整備状況の調査を行った M 市と N 市の状況	 
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4.3.3	 	 調査日	 

	 

	 この調査は，以下の日程で行った。 

課題の把握 

	 ・「T校の観察」 

	 本調査を始める前に，2005年 4月から 1年かけ，静岡県内において情報リテラシー育成	  

	 の授業を推進している T校を継続して観察し，その結果をもとに情報リテラシー育成の 

	 ための学習環境調査用紙（表 4.5参照），各学年ごとの指導項目（表 4.6参照），子どもへ 

	 の情報リテラシー習得度調査用紙（表 4.7参照）の原案を作成した。 

表 4.3	 情報リテラシーの指導の現状調査を行った学校の状況	 
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	 ・「M市・N市，全学校での現状調査」 

	 	 2007年 4月，M市と N市図書館主任者会において, 図書館主任（司書教諭と図書館担当 

	 	 者）を対象に，学校図書館整備況を尋ねる質問紙調査を実施した。 

	 ・「M市・N市内で既に情報リテラシーの指導をしている学校での調査」 

	 	 2007年 4月，M市と N市の中で，既に情報リテラシーの育成に取り組んでいる 3校（学 

	 	 校 1・学校 2・学校 3）の司書教諭 3名と担当教員 24名を対象に，情報リテラシー指導の 

	 	 現状を把握するために，インタビューと質問紙調査を実施した。 

運用 

	 	 2007年 5月末から 12月末まで，筆者らが開発した教師用ガイドを使った授業を，3校 

	 	 (A校・B校・C校)で実施した。 

検証 

	 ・「情報リテラシーの習得に関する質問紙調査」 

	 	 2007年 4月（授業実施前），2007年 7月（授業実施中），2007年 12月（授業実施後）の 

	 	 3回，3校の合計 797名の子どもを対象に，情報活用リテラシーの習得に関する質問紙調 

	 	 査を実施した。 

	 ・「教師用ガイドの運用に関するインタビュー調査」 

	 	 2007年 12月，3名の司書教諭を対象に，教師用ガイドの運用後，インタビュー調査を実 

	 	 施した。 

	 

4.3.4	 	 調査方法	 

	 

	 2005年より，T校を継続的に観察した。T校は司書教諭が専任で配置され，校内体制を整え

て情報リテラシーの育成に取り組んでいる。司書教諭が何をしているのか，学校図書館に何が

整えられているのか，どのように授業をおこなっているかについての観察結果を蓄積した。こ

の蓄積と「情報・メディアを活用する学び方の指導体系表」（全国学校図書館協議会，2004）

（表 0.2参照）をもとに，情報リテラシー育成のための学習環境調査用紙（表 4.5），各学年ご

との指導項目(表 4.6)，習得度の調査用紙（表 4.7）を作成した。次に，2007 年 4 月より，情

報リテラシー育成のための教師用ガイドについての調査を始めた。 
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Ａ記入欄 Ｂ記入欄

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

web検索の仕方、web検索時の注意事項、プレゼンテーションの仕方など、情報教育と関連のある指導内容につい
て、司書教諭は情報主任と打ち合わせをして年間計画を立てている。

司書教諭が学級担任とＴＴなどの指導形態で、子どもに情報活用スキルを身に付けるための授業をしている。（また
は、司書教諭に、図書館教育の授業をする時間が確保されておる。）

図書館に、パンフレットなど、図書以外の資料がある。

協力貸し出し、団体貸し出しなどを利用して、必要な本を公共図書館から借りている。

図書館でweb検索ができる。

学校司書・学校図書館補助員など、図書館を整備したり、子どもにレファレンスしたりする人がいる。

図書館の蔵書がデータベース化されている。（または、パソコンを使って、図書館の蔵書を検索できる。）

子どもに情報活用スキルを身に付けさせるための指導用ガイドブックがある。

項目

図書館に、百科事典がある。

図書館に、児童生徒用新聞がある。

表 4.5	 情報リテラシー育成のための学習環境調査用紙（チェックリスト）	 

表 4.6	 情報リテラシーを育成するための系統表	 
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表 4.7	 情報リテラシー習得度の質問項目（チェックリスト）	 

W K�xhq~»¥º°¼�Hzp���f�itx�hhlm�l��ul½

X ¥º°����yx~n�f�itx�hhl�l��ul½

Y K��*3�f-}K��f`ba}K�����f<y|h�ul½

W k ���fE�mCnxhq~��¹¢«³º�u�q~m}n�ul½

X E�}�¹�º§���q~m}n�ul½

Y �¹¢«³º�+f:%�M���tCnxhq~�w��}Hzp|CnMuq~m}n�ul½

W ¦��±�	iq~m}n�ul½

X �¤�µº�f�¹�µ��j����f;�~�*�<y|h�ul½

Y E���jxhq~���v|f;�~�*���t|h�ul½

W 92~@!�	h*m�l��ul½

X F�1mg�q~�<y|h�ul½

Y K�xq~�fE��q~�}�~��q~m}n�ul½

W D~z�~.�	y|f8=���!oq~m}n�ul½

X @!�	y|f8=���!oq~m}n�ul½

Y ¦º¢R�	h*m�l��ul½

W -}K�x~nfS��IPu�~2�K�xh~n�
��q~�<y|h�ul½

X -�it��g���»ko{p¼�Hxq~mg��ul½

Y �it|G&�"�5��7u��lf�l��ul½

W �º®º¨�	y|f·º°���m}n�ul½»Ns��h�v�¼

X ª¡�¹}/@u�~n�f�º¸º¨�	y|t��q�*3�<y|h�ul½

Y �¹¢º©¤§��7t|"��R��~n��f���q~�4#�tx�hhl�l��ul½

W �,T�-�f�Qr~�p|-?�Bl�|h���<y|h�ul½

X ~yx;��i�i�(>�,oq~m}n�ul½

Y R�x"��'6��*�<y|h�ul½

W K�xq~�f)C��i�����~�xq~mg��ul½

X )C��~��~n�f���i�0$U,n*¼},hx�hh�l�<y|h�ul½

Y ¶¯º§��~��~n�f���i�0$»,n*¼},hx�hh�l�<y|h�ul½

W A�;�	y|fE�m�jxhq~�Juq~m}n�ul½

X H�t»�²¤£�¬º¼���q~m}n�ul½

Y ¶ ¹¥º�´¹��y|f�jxhq~�Juq~m}n�ul½

WV�j�

Y;}IP

Z�,c

[�,d

\�,e

]`ba

^O�

W¥º°

X��Co

L�

_�~��



 74 

(1)	 	 課題の把握	 

①	 	 学習環境調査	 

	 M 市と N 市では，それぞれ年度当初に市内の司書教諭や図書館担当者を対象とした図書館

主任者会を実施しており，小中各校から１名が参加する。この会において，情報リテラシー育

成のための学習環境整備について，現状把握を目的とした質問紙調査を実施した（表 4.5）。質

問紙調査は会の終了後に続いて行い，その場で用紙を回収した。 

	 チェックリストの記入欄は，A記入欄と B記入欄の 2か所を設けた。A記入欄には，整備さ

れている項目には「1」, 整備されていない項目には「0」と記入し，B 記入欄には，自校の子

どもの情報リテラシーを育成するために必要と考える項目三つを選び，「1」と記入する。 

	 

	 	 ②	 	 指導に関する現状調査 

	 既に情報リテラシーの指導を始めている 3 校（学校 1・学校 2・学校 3）の司書教諭に，図

書館主任者会で記入したチェックリストの集計結果を見てもらい，教師用ガイドについてのイ

ンタビューを行った。質問は半構造化インタビューとし，質問内容は以下の通りである。	 

 

・	 どの学年で，情報リテラシーの育成に関する授業を行っていますか。 

・	 教師用ガイドには，何が必要ですか。 

・	 担当教員は，どのようなことに困っていますか。 

 

	 3校の司書教諭が関わっている共通の学年は，3年生，4年生，5年生であった。そこで，こ

の 3名の司書教諭を介してそれぞれの学校で各学年の担当教員に質問紙調査への協力を依頼し

た。学校 1は 15名，学校 2は 6名，学校 3は 3名の担当教員に調査を依頼した。	 

 

・	 子どもに情報リテラシーが身に付いていると思いますか（選択）。 

・	 身に付いていない理由を，該当するものを選んでください複数回答可です（選択） 

（表 4.8参照）。 

・	 要望がある場合は，この欄に書いてください（自由記述）。 
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(2)	 	 検証	 

	 本調査は，4 月から 12 月にかけて実施した。実施期間が長期に渡るため，各学校において

教師用ガイドを使用した担当教員と使用しない担当教員を設定することは倫理上できなかっ

た。そこで，教師用ガイドを使用することを前提とし，子どもの情報リテラシーの習得度の変

化と，司書教諭へのインタビューの発言を拾いながら調査を進めることにした。 

	 

	 ①	 	 情報リテラシーの習得に関する質問紙調査	 

	 教師用ガイドを活用した授業を通して，子どもの情報リテラシーの習得度は，どのように変

化したのかを調べるために，質問紙調査を実施した。2007 年 4 月（授業実施前），2007 年 7

月（授業実施中），2007年 12月（授業実施後）の 3回，同じ質問紙を使用した。 

	 質問紙は，教師用ガイドの各学年の指導項目に対して，質問文と質問に対してできているの

か否かを「はい」または「いいえ」で回答する形式とした。小学校 3年生から回答することを

想定し，調査の仕方を標準化するために，質問紙は教員が声に出して読み質問ごとに子どもが

表 4.8	 担当教員への質問紙	 
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判断して回答することとした。 

	 質問紙の質問文を作成するに当たり，探究の過程における 10の指導項目に対し，3年生・4

年生・5年生に習得させたい情報リテラシーを一覧にした表をもとにした。そして，それぞれ

に対して習得できているのかを問う質問文を作成した。同じ指導項目であっても習得させたい

情報リテラシーは学年ごとに異なるため，質問文も学年ごとに別のものになっている（表 4.6

参照）。 

	 

	 ②	 	 「教師用ガイド」の運用後のインタビュー調査	 

	 教師用ガイドの運用後，3 名の司書教諭にインタビューを実施した。インタビューは半構造

化インタビューとし，以下が質問内容である。	 

	 

・	 教師用ガイドは役立ちましたか。	 

・	 役立った場合，どんな場面で役立ちましたか。	 

・	 役立った場合，教師用ガイドの何が役立ちましたか。	 

・	 教師用ガイドを利用した授業を行ったとき，反応の良かった学年はありましたか。その

担当教員の反応はどうでしたか。	 

・	 教師用ガイドについて，さらなる要望はありますか。	 

	 

4.3.5	 	 分析方法	 

	 

(1)	 「教師用ガイド」の運用前後の情報リテラシーの習得度の変化	 

	 授業実施前後の子どもの情報リテラシーの習得度の変化を，学年ごとの指導項目別に分析す

る。すべての指導項目に有意差があるのかを確かめるために，χ二乗検定を使用する。 

	 

(2)	 「教師用ガイド」の活用状況に関するインタビュー	 

	 インタビューは，子どもの情報リテラシー習得度を裏付けるために行うことから，(1)の結

果をもとに，関係する発言をインタビューから抜き出す。	 
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4.4	 	 結果と考察	 

	 

4.4.1	 	 課題の把握	 ー学習環境調査	 

	 

(1)	 	 結果	 

	 2007年 4月，M市と N市図書館主任者会席上, 図書館主任（司書教諭と図書館担当者）を

対象に，学校図書館整備況を尋ねる質問紙調査を実施した。質問内容は，学習環境整備の現状

と学習環境整備に対する期待である（表 4.9）。 

	 

 

 

	  

 

	 情報リテラシー育成のための学習環境整備の現状調査の結果，両市とも も整備されていな

いのが，「年間計画」であった。次が，「教師用ガイド」「協働」，「Web検索ができるパソコン」

「子ども用新聞」と続く。学習環境整備に対する期待が も大きいのは，「協働」であった。

次が「教師用ガイド」「Web 検索ができるパソコン」と続く。「蔵書のデータベース化」は M

市において期待が大きかった。 

表 4.9	 学校図書館における学習環境整備の現状と学習環境整備に対する期待	 
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	 「年間計画」は， も整備されていない現状であるものの，期待はそれほど大きくなかった。

「教師用ガイド」「協働」「Web検索ができるパソコン」は，整備されていない現状があり，期

待も大きかった。 

 

(2)	 	 考察	 

	 調査結果から，両市とも教師用ガイドの整備状況は低いものの，期待値は高いことが示され

た。千葉県市川市や神奈川県横浜市などのように，地域の司書教諭が率先して教師用ガイドを

作成する動きがある一方で，どの地域でもそれが可能な訳ではない。しかしながら，整備され

てない地域であっても，司書教諭をはじめとした学校図書館担当教員の期待値は高いことから，

学校現場には教師用ガイドのニーズがあると考えられる。 

	 教師用ガイドを整えたいという期待が大きい理由として考えられるのは，「授業」との関わ

りである。教師用ガイドは授業を行うときに必要になることから，「授業」を行っていくほど

教師用ガイドの必要感も増す。しかしながら，「授業」との関わりにおいて，どのような教師

用ガイドを必要としているのかが見えないことから，司書教諭や担当教員への更なる調査が必

要である。 

	 

4.4.2	 	 課題の把握	 ー指導に関する現状調査	 	 

	 

(1)	 	 司書教諭へのインタビュー結果	 

	 2007年 4月，M市と N市の中で，既に情報リテラシーの育成に取り組んでいる 3校(学校 1・

学校 2・学校 3)の司書教諭 3 名と担当教員 24 名を対象に，情報リテラシー指導の現状を把握

するために，インタビューと質問紙調査を実施した。①と②については司書教諭 3名が共通し

て回答した発言を，③についてはすべての発言を以下に記す。 

 

①	 どの学年で，情報リテラシーの育成に関する授業を行っていますか。 

・	 情報リテラシーを育成する授業は，3年生，4年生，5年生が多い。 

・	 1年生，2年生は読書に関する授業が多い。 

・	 6 年生は，探究の過程を通した授業になる。探究の過程のどこかに重点が置かれるので

はなく，全体を通すことに意味をもつ。 

②	 教師用ガイドに，どのような内容が必要ですか。その理由は何ですか。 
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・	 司書教諭は年間計画を立てることから，年間計画のモデルになるような一覧表が，教師

用ガイドにあると役立つ。 

・	 探究の過程と情報リテラシーの指導法がリンクしていると，使いやすい。 

・	 指導法が見開き 2頁に収められていると，担当教員と打ち合わせをするときに使いやす

い。 

・	 誰が担当教員を支援できるのか，どの教科に組み込まれている情報リテラシーなのかに

ついても一覧できると嬉しい。 

③	 担当教員は，どのようなことに困っていますか。 

・	 教えるときに使う資料や道具がない。 

・	 資料や道具はあるが古くて使えない。 

・	 教えるとこの知識が足りない。 

・	 教える時の手順がわからない。 

・	 系統が見えない。 

・	 教えたことが，どこで生かされるのかがわからない。 

・	 教える必要性を感じない。 

・	 教える時間を作ることが難しい。 

・	 教える内容が年間計画に位置づいていない。 

・	 自分の教え方に自信がない。できたら応援してほしい。 

 

	 ③の回答をもとに，「子どもに情報リテラシーが身についているのか」について，担当教員

への質問紙を作成した（表 4.8参照）。 

	 

(2)	 	 担当教員への質問紙調査結果	 

	 担当教員が情報リテラシー育成のための授業を進めるときの課題を把握するために，インタ

ビューを行った司書教諭と同じ学校の担当教員合計 24 人に質問紙調査を行った。質問紙調査

には，まず，学級の子どもに情報リテラシーが身に付いているかどうかを選ぶ欄と，身に付い

ていない場合はその理由を複数選択で回答する欄を設けた（表 4.8参照）。次に，教師用ガイド

への要望事項を，現在困っていることを中心に自由記述で書いてもらった。 
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表 4.11	 「教師用ガイド」への要望（担当教員への質問紙調査結果	 自由記述分）	 
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表 4.10	 子どもに情報リテラシーが身についていない理由（担当教員への質問紙調査結果）n=24	 
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	 その結果，情報リテラシーが身に付いていると回答した担当教員は一人もいなかった。身に 

付いていない理由として，自分の教え方に自信がない，教えることの知識が自分に足りない，

教えるときに使う資料や道具がないが も多く，次いで，教えることの系統性がわからない，

教える時間がないと続いた（表 4.10）。 

	 次に，担当教員が教師用ガイドへの要望を自由記述で記入した結果を，整理した（表 4.11）。

困っていることは，「系統やねらいがみえない」「各教科等とのつながりが見えない」「協働相

手がわからない」「基本的な知識を増やしたい」「発問・指示がわからない」の大きく五つに分

類した。	 

	 

(3)	 	 考察	 

	 調査結果から，指導に直接携わる担当教員は，子どもが情報リテラシーを習得していないと

いう認識をもっていることが示された。その理由として，「教え方に自信がない」「教えること

の知識が足りない」との回答が上位を占めていた。また，図書館で教えるときに使う資料や道

具がないことも理由としてあがった。担当教員による自由記述から，困っていることについて

は，個人差があり多様であるものの自分自身にも問題があると認識していることが見えてきた。	 

	 調査校（学校 1・学校 2・学校 3）はいずれも，司書教諭を中心に情報リテラシーの授業を

始めている学校である。司書教諭とともに授業で学校図書館を使い始めている担当教員が，何

を根拠に子どもに情報リテラシーが習得されていないと思うのか，その点については調査しき

れていない。この点については，更なる調査が必要である。	 

	 また，司書教諭と担当教員では，教師用ガイドに求めていることが異なることから，図書館

の知識がある司書教諭のみを対象とするのではなく，担当教員をも対象とした教師用ガイドが

必要であることが示された。	 

	 

4.4.3	 	 教師用ガイドの開発	 

	 

	 調査結果をもとに，教師用ガイドの設計方針を立てた。	 

	 

（1）「対象」	 

・	 司書教諭と担当教員の双方を対象とする。	 

・	 司書教諭と担当教員が必要としていることが異なることを考慮して，担当教員に必要な
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内容を取り入れる。	 

(2)「基本仕様」	 

・	 年間計画と実践事例の両方を備えた教師用ガイドとする。	 

・	 年間の計画が一覧でき持ち運びやすいように，A4用紙 1枚の仕様とする。	 

・	 打ちあわせに使えるように，書き込みができる年間計画とする。	 

・	 実践事例は見開き２頁とし，コピーが簡単にできるようにする。	 

・	 実践事例には，ねらい・学習の価値・指導のポイント・ミニ知識・指導手順を入れる。	 

(3)「司書教諭対象」	 

・	 年間計画には探究の過程を入れ，今どの過程の指導をしているのかが見えるようにする。	 

・	 年間計画には，情報リテラシーごとの系統の段階がわかるように，ステップ 1・2・3と

明記する。 

・	 年間計画には，指導の際に情報リテラシーごとの系統を意識するための番号をふってお

く。	 

(4)「担当教員対象」	 

・	 誰に支援を依頼したらいいのか，それとも自分でできる範囲なのかがわかるように，年

間計画には，授業を行う教科，連携により効果が期待できる協働の相手を記入しておく。	 

	 	 ・	 年間計画には，授業を行う月を記入する欄を作っておく。	 

	 ・	 年間計画と実践事例の両方を備えた教師用ガイドとする。	 

	 ・	 ミニ知識は，図書館の知識が全くない教員を想定して詳細に書く。	 

・	 学習の価値は，情報リテラシーが他の教科や総合的な学習の時間に，どのように使える

のかを瞬時にイメージできるように，イラストにする。	 

・	 指導手順を見てそのまま授業ができるよう，順序は担当教員が子どもに投げかける発問

や指示で書く。	 

	 

	 このような設計方針をもとに，年間計画と実践事例の両方が見える教師用ガイドを作成した

（表 4.12）(図 4.3)。	 
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２　使い方編　～これだけでわかる～情報活用スキル 30選 ● 25

学習過程 ステップ１（3年生） ステップ２（4年生） ステップ３（５・６年生）

つかむ
１調べたいことを見つける
国語

（　　　　月・　　　　　）

２調べたいことを選ぶ
国語

（　　　　月・　　　　　）

３調べることの計画を立てる
国語

（　　　　月・　　　　　）

調
べ
る

自
分
の
足
で

４インタビューをする①
国語

（　　　　月・　　　　　）

５アンケート調査をする
国語

（　　　　月・　　　　　）

６インタビューをする②
国語

（　　　　月・　　　　　）

７写真で記録する
情報教育担当者

（　　　　月・　　　　　）

８効果的な写真で記録する
情報教育担当者

（　　　　月・　　　　　）

９目的に応じた写真で記録
する
情報教育担当者

（　　　　月・　　　　　）

本
で

10調べたいことを探す
国語　 司書教諭

（　　　　月・　　　　　）

11著作権があることを理解
する　 司書教諭

（　　　　月・　　　　　）

12要約をする
司書教諭

（　　　　月・　　　　　）

13百科事典を使う
国語　 司書教諭

（　　　　月・　　　　　）

14総索引を使う
司書教諭

（　　　　月・　　　　　）

15データ集を使う
司書教諭

（　　　　月・　　　　　）

16書名を記録する
国語　 司書教諭

（　　　　月・　　　　　）

17参考にした文献を記録する
司書教諭

（　　　　月・　　　　　）

18複数の情報源を利用する
司書教諭

（　　　　月・　　　　　）

Web
で

19キーボードを使う
情報教育担当者

（　　　　月・　　　　　）

20 Web検索をする
情報教育担当者

（　　　　月・　　　　　）

21 Webで情報を集める
情報教育担当者

（　　　　月・　　　　　）

選ぶ
22役だつように分ける
国語　 司書教諭

（　　　　月・　　　　　）

23目的に合わせて写真を選
ぶ　 国語

（　　　　月・　　　　　）

24集めた情報を取捨選択
する　 社会

（　　　　月・　　　　　）

まとめる
25新聞のようにまとめる
（　　　　月・　　　　　）

26新聞にまとめる
国語　

（　　　　月・　　　　　）

27レポートにまとめる
国語　 司書教諭

（　　　　月・　　　　　）

伝える
28絵や写真を見せながら
話す
国語　

（　　　　月・　　　　　）

29絵や写真に見出しをつ
けて伝える
国語

（　　　　月・　　　　　）

30わかりやすい構成を考
えて伝える
情報教育担当者

（　　　　月・　　　　　）

年間計画立案シート　（　　　　　　小学校　　　年）

　指導可能な教科　　　 　連携した方が効果的な担当者　

表 4.12	 年間計画（堀田・塩谷，2007）	 
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4.4.4	 	 教師用ガイドの運用と評価	 

	 

(1)	 	 「教師用ガイド」の運用	 

	 2007年 5月，3校（A校・B校・C校）の司書教諭に教師用ガイドを渡し，5月末から 12

月末まで，3年生・4年生・5年生の全学級を対象に，運用を依頼した。司書教諭には校内事

情に合わせ，各学年 10項目ずつ授業を実施するよう計画を立ててもらった。なお，指導に当

てる時間は各項目に対して，１時間を基本とした。調査期間中，筆者と司書教諭らは，途中経

過を交流するためのミーティングを 3回もった。 

	 担当教員へは，教師用ガイドを使用してもらうことと，情報リテラシーの習得度調査を指導

前，指導中，指導後の 3回実施してもらうこと，教師用ガイドの使用後に感想を尋ねることを

事前にお願いした。また，情報リテラシーの授業は，担当教員が単独で実施，担当教員と司書

教諭の事前打ち合わせ後に担当教員が単独で実施，司書教諭と担当教員の TT,	 情報主任との

TTなど，多様な形態で行えることも伝えた。	 

図 4.3	 	 ガイドブックの実践事例のページ（堀田・塩谷，2007）	 
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(2)	 	 子どもの情報リテラシー習得度	 

①	 調査結果	 

	 まず，子どもの情報リテラシーの習得度の調査結果についてA校・B校・C校の3校分を合計し，教

師用ガイドの使用前と使用後で，平均値を比較した。平均値と言っても，子どもは「はい」「いいえ」

の二者択一で回答していることから，授業前の4月と授業後の12月との間で習得した人数の割合に差

があるかについて，各指導項目の学年ごとにχ二乗検定を行った。その結果，すべての指導項目で有

意差が認められた（ｐ＜ .01）（表4.13）。したがって，教師用ガイドを使用した指導により情報リテ

ラシーを習得した子どもの人数の割合は増加したと言える。しかしながら，増加の理由は，教師用ガ

イドだけとは限らない。そこで，この点については，司書教諭へのインタビューをも加えて考察を行

う。 

	 次に，情報リテラシーの習得度の変化をみるために，4月・7月・12月における学年ごとの習得度

の平均をグラフにした（図4.4・図4.5・図4.6）。全般的な傾向として「教師用ガイド」の運用後の情

報リテラシーの習得度は，確実に上がっていたものの，変化の仕方は学年によって異なっていた。 

 

②	 考察	 

	 3年生の習得度は，運用後にはすべての指導項目で60％を超えていた。しかし，指導項目によって

は，運用後，時間が経過すると大きく低下するものがあった。それは，指導項目4「図書で調べる－

必要な情報を正しく使うために」，指導項目5「図書で調べる－必要な情報に行き着くために」，指導

項目6「図書で調べる－確実な情報を得るために」の三つであり，いずれも「図書で調べる」の指導

項目であった。これらは，一度授業で扱っただけでは定着しにくい指導項目であることから，繰り返

して学ぶ必要がある指導項目であると考えられる。 

	 4年生を見ると，運用前の習得度が他の学年と比べて，低い指導項目が目立った。運用後の習得度

が40％に満たない指導項目が二つあった。指導項目6「図書で調べる－確実な情報を得るために」の

ステップ2の指導内容「参考にした文献を記録する」と，指導項目7「Webで調べる」のステップ2の

指導内容「Web検索をする」である。これらは，運用後の習得度の向上が難しいことから，指導項

目の再検討や，別の方略を試行する必要がある。 

	 5年生の特長は，運用中と運用後の習得度の変化を見た時に，時間が経過しても習得度は大きく変

わっていなかったことである。指導したことの習得もよく，月日が過ぎても忘れている子どもの割合

が少なかった。指導内容も指導方法も適切であったと言える。 

	 これらのことから，教師用ガイドを使用して授業を行ったとしても，情報リテラシーには，指導 
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表 4.13	 子ども情報リテラシー習得度	 指導前と指導後の比較	 

（静岡県内の小学 3 年生・4 年生・5 年生を対象）	 
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図 4.4	 情報リテラシー習得度の変化	 
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図 4.5	 情報リテラシー習得度の変化	 	 	 	 	 	 
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図 4.6	 情報リテラシー習得度の変化	 
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項目や学年によって習得しやすいものと，そうでないものがあることが見えてきた。	 

	 

(3)	 	 運用後の司書教諭へのインタビュー	 

	 ①	 インタビュー結果	 	 

	 運用後,	 司書教諭へのインタビュー結果を質問別に整理した。	 

	 

	 教師用ガイドは役立ちましたか。	 

・	 役立った。教科書感覚で使った。	 

・	 役立った。常に使った。	 

・	 役立った。担当教員にはコピーをして渡したので同じ視点で使った。	 

役立った場合，どんな場面で役立ちましたか。	 

・	 どの情報リテラシーを扱うのか，ねらいは何かが明確なので，打ち合わせが短時間で簡

単に済む。打ち合わせが不要のときもあった。	 

・	 TT で授業をすることが多いので，司書教諭と担当教員が流れを確認しながら授業を進

めることができる。 

・	 担当教員が，教師用ガイドを読めばわかるため，単独で授業ができる指導項目もあった。

ただし，資料の準備は，事前に必要になる。その場合は，学校司書が対応していた。 

役立った場合，教師用ガイドの何が役立ちましたか。	 

・	 司書教諭として，年間計画シートに自分の学校用で書き込めるのが便利。書き込んだも

のをそのまま印刷して校内へ配布できる。複数のクラスに行くので，クラスごとに一枚

ずつコピーしておくと，どのクラスは，どこまで進んだのかが見えて便利だった。	 

・	 書き込み式だと，すぐに自分の学校用として使える。	 

・	 ミニ知識を読んで，担当教員が「初めて知った」と言っていた。担当教員は，こういう

知識を必要としていることを，私も初めて知った。普段は，ミニ知識に書いてあるよう

なことを話題にすることはほとんどない。担当教員が基本的な知識を学ぶ場がないので，

ミニ知識の重要度は高い。	 

・	 学習していることが他教科でのどういう場面でつながるかを示したイラストは，わかり

やすかったので好評だった。	 

・	 系統が見えることは，担当教員と今日の授業が次の学年につながっていくという確かな

イメージをもつことができる。指導する教員にとって，つながりが見えることの必要性
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を感じた。	 

	 教師用ガイドを利用した授業を行ったとき，反応の良かった学年はありましたか。その担当	 

	 教員の反応はどうでしたか。	 

・	 5年生の先生の反応がよかった。情報リテラシーが習得されていないと国語や社会，それから

総合的な学習の時間などでの指導が難しいとよく言っていた。 

・	 5年生の先生。学んだ情報リテラシーを他の授業で使っている。先生だけでなく子どもも使お

うとする。本の探し方に慣れてきた。一度イメージがわけば教師用ガイドを読んで単独で指

導を進めていくこともできるのではないか。 

・	 5年生の先生は，授業のときもそうだけれど，授業後の反応がよかった。情報リテラシーを使

う場面が多いことを，日常の中で認識をしているのではないか。 

	 教師用ガイドに，さらなる要望はありますか。	 

・	 今回の調査内容は，学年ごとの計画的な指導の提案を職員にしていく上で役立ったので今後

も調査を継続したい。 

・	 今回調査をしなかった6年生や中学校での情報リテラシーの習得度の結果があると，今後の指

導の参考になるのではないか。 

・	 学年が5学級あるため，授業時間の設定，打ち合わせの時間の確保に苦労した。打ち合わせも

個別の対応をしていたら時間がないので，学年会などの場で時間をもらった。指導項目によ

っては，事前に担当教員に説明をして，自分で授業をしてもらうこともあった。予定したこ

とが全部できなかったという印象。特に運動会や宿泊学習などの行事と重なった時期のやり

くりは難しかった。確かに教師用ガイドは便利だったけれど，クラス数の多い学校には，何

らかの手だてや工夫が必要ではないかと，今回実感した。 

 

	 ②	 考察	 

	 子どもの情報リテラシー育成のために作成した教師用ガイドは，司書教諭には書き込み式の年間計

画，担当教員には基本的な知識を簡潔にまとめたミニ知識が役に立ったことがわかった。教師用ガイ

ドを作成するときには，司書教諭と担当教員の両方を対象とする必要があった。特に，担当教員が必

要としていた内容は，基本的な知識や他教科への活かし方など，司書教諭が必要としていることとは

異なっていた。教師用ガイドのページ数に制限があることから，当初は，司書教諭の知識を増やすこ

とや，留意することに頁数を割こうと考えた。しかし，担当教員への調査から，担当教員が知識を得

るための図書資料やパンフレットなどがほとんどないことから，この方針を変更し担当教員により役
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立つ内容とした。両者の要望は異なるが，司書教諭には年間計画の立案に重点を置き，担当教員には

指導する情報リテラシーそのものの知識や授業の進め方に重点を置いた。教師用ガイドを使用するこ

とを通して，指導する情報リテラシーの内容が司書教諭だけでなく学級担任にも理解できるようにな

っていった。学生時代に情報リテラシーを習得していない世代の教員にとっては，自身が授業を行い

ながら，知識を得ているのが現状であることから，できる限り担当教員の意向に添った教師用ガイド

の作成が必要であることがわかった。 

	 その一方で，学級数の多い学校の司書教諭からは，指導時間や打ち合わせ時間の確保が難しかった

との意見があった。かなり深刻な発言であったことから，学校別に子どもの情報リテラシーの習得度

を比較してみることにした。 

 

(4)	 	 学校規模別情報リテラシーの習得度	 

①	 調査結果	 

	 学年ごとの学級数が単学級である小規模校の A校，2学級である中規模校の B校，5学級で

ある大規模校の C校の 5年生を対象に，学校の規模による情報リテラシー習得度を比較し，違

いを分析した（表 4.14）。学校規模によって授業前の 4月と授業後の 12月との間で習得した人

数に差があるかについて，指導項目ごとにχ二乗検定を行った。その結果，指導項目 2「人に

聞く」，指導項目 3「写真で記録する」，指導項目 5「図書で調べる②」，指導項目 6「図書で調

べる③」，指導項目 9「まとめる」，指導項目 10「伝える」においては，学校規模によって習得

できた人数の割合に有意差が認められた（ｐ＜．01）。このことから，指導項目によっては，

学校規模により習得に差があると言える。 
	 学校規模ごとの 4月と 12月の習得度を比較すると，小規模校の A校の 5年生の場合，12月

にはほとんどの項目において「はい」の回答が 80％を越していた。中規模校の B 校の 5 年生

の場合も，12月にはほとんどの項目において，同様の結果であった。A校・B校の司書教諭に，

指導するための時間的な問題をヒアリングした結果，特に困らなかったとの回答を得た。 

	 その一方で，大規模校の C 校の 5 年生には，運用後，習得度の低い指導項目が 10 項目中 4

項目あった。指導項目 5「図書で調べる－必要な情報に行き着くために」，指導項目 6「図書で

調べる－確実な情報を得るために」，指導項目 9「まとめる」，指導項目 10「伝える」である。

C校の司書教諭にその理由を再度インタビューした結果，これらの指導項目は未指導であると

の回答を得た。どうして未指導となったのか尋ねた結果，5 年生の指導には予定以上の時間を

要したとの回答であった。 
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	 以下はその理由である。 

 

・	 5 学級あるため，学級数の少ない学校と比べると，司書教諭が指導する時間数を多く必

要とすること。 

・	 5 年生への指導は，本年度より情報リテラシーの指導を始めているので，3 年生と 4 年

生を教えた上で 5年生の指導を行うという手順で進めた。そのため，指導項目によって

は 3年生と 4年生の指導に予定以上の時間を要したこと。 

	 	 

	 

	 

	 ②	 	 考察	 

	 このように学校規模が大きくなると，前の学年の積み残しがある場合，指導に充てる時間が

学級数分必要になる。そうすると，5 年生で習得させたい情報リテラシーの時間に当てる時間

も減少する。その結果，情報リテラシーの習得度が低くなる傾向があることが推測される。 

	 司書教諭の配置は 12 学級以上の学校に 1 名であるが，授業に携わることを前提とすると，

大規模校においては授業を実施するための時間数が増えることから，同じ「教師用ガイド」を

表 4.14	 	 学校の規模別情報リテラシー習得度（5 年生）	 
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使用しても，学級数による違いは，情報リテラシーの習得に差異を生じさせる原因となってい

た。司書教諭が一人である場合指導に携わる学級数が多くなると，担当教員への関わり方，子

どもの実態への対応など，学級数が少ない学校と比較すると更なる工夫が要ることが示された。

この点については，更なる調査が必要である。 

 

 

4.5	 	 第 4 章のまとめ	 

	 本章では，教師用ガイドの効果について，公立小学校での調査結果をもとに検証した。今回

作成した教師用ガイドの特長は，対象を司書教諭と担当教員としたことである。両者が必要と

していることが異なっていることから，司書教諭には書き込み式の年間計画，担当教員には指

導に関わる基本的な知識や他教科への活かし方を簡潔にまとめた欄が役に立つことが示され

た。	 

	 教師用ガイドを運用した結果，情報リテラシー育成のために現場で活用することにねらいを

定めて作成した。成果もあったが，課題も示された。長期間を通して運用したことにより，情

報リテラシーには，習得しやすいものとそうでないもの，担当教員が理解しやすいものとそう

でないものなど，特長があることがわかった。情報リテラシーの指導項目それぞれについて，

調べる必要があるという課題が見えた。また，学級数により，情報リテラシーの習得度に差が

出ることから，学級数に対する配慮が必要であることが示された 

	 このように，教師用ガイドを運用することにより，運用前には見出せなかった要件が浮き彫りにな

った。特に，担当教員が単独で授業を行うまでには，いくつものハードルがあることが今回の調査で

見えてきた。そして，それぞれの情報リテラシーには特長があり，その後の指導の仕方に影響を与え

ることがわかった。そこで，情報リテラシーの特長を把握した上で，教師用ガイドの内容や仕様の工

夫が必要であると考える。 
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第５章	 	 

情報リテラシー育成のための協働	 

	 

	 先行研究から見出された観点として「教師用ガイド」と「協働」がある。本研究では，「教

師用ガイド」は「情報・資料」と「子どもと教員」をつなげるときに役立ち，「協働」は「情

報・資料」と「授業」をつなげるときに有効であるという見通しをもって研究を始めた。	 

	 このうち，第 4章では「教師用ガイド」についての効果を検証した。本章では，「協働」に

ついての効果を，公立小学校での調査結果をもとに検証する。	 

	 

5.1	 	 背景	 

	 協働とは，「同じ目的のために，対等の立場で協力して共に働くこと」（大辞泉）の意味で使

われる。本研究においては，担当教員と司書教諭との協働を対象としていることから，それぞ

れが専門性をもって協力して共に働くことを意味する。TT（チームティーチング）のように共

に授業をすることのみを意味しているわけではない。授業で教材として使用する図書館資料を

検討したり，情報リテラシーの指導をどのように組み入れるかの提案をしたりするなど，事前

に打ち合わせをするという協働の仕方もある。 

	 第 2章での先行研究の調査において，協働について効果があるという意見と，協働の必要性

の低さを指摘する意見があった。そこで，まず，司書教諭と担当教員との「協働」を積極的に

取り上げていた静岡県の施策を見る。静岡県は 1998年 4月から司書教諭発令モデル校を設け，

実践を蓄積し他の学校へ普及させるしくみを作った。その後，静岡県が取り組んだのは，教育

委員会で辞令を交付し司書教諭としての職務に当たる教員の条件整備を進めたことである。県

教育委員会が県内の校長に宛てた文書(2004)には，司書教諭の職務を推進するための時数の確

保，司書教諭にかかる職務以外の校務分掌の軽減，職務専念のために学級担任を外す措置など

を促し，学級担任との TT(チームティーチング)や少人数指導の推進をするなど，職務の条件整

備に関する内容が記載されている。 

	 この文書には，前年度の「司書教諭の校務分掌等の減免措置の実態」に関する調査結果が添

付され，司書教諭の授業担当時数が配慮されている学校が県内で 22.6%にあたることなど，具

体的な数値も記されている。全国の学校からみれば驚くほど高い数値であったが，静岡県とし

てはさらに司書教諭の時数の確保を推し進めたいという意図が見て取れる。 



 94 

	 協働を推進した静岡県が重要視していたことは，司書教諭が授業に携わる時数の確保であっ

た。司書教諭の時数の確保は，現在，鳥取県（高田,  2004），島根県（島根県教育委員会,  2012）

をはじめ多くの地域で取り組まれるようになっている。時数の確保については，担当教員を支

援する司書教諭や情報主任から「小学校は学級担任制であるため支援したいが時数の確保が難

しい」「学級数が多い学校では学級数分だけ支援する時数が要る」との発言があるように，現

場が必要としていることでもある（塩谷ら，2007）。本研究の第 4章での調査結果からは，担

当教員が単独で情報リテラシーの指導を進めることの難しさは，「指導の時数が位置付けられ

ていない」などの発言からも理解できる。さらに学級数が多い学校の司書教諭からは，授業や

打ち合わせの時数の確保が難しく，子どもの情報リテラシーの習得度に影響を与えたという報

告もあった。司書教諭が授業に携わる時数の確保については，学校現場からの期待の声が確か

にあることから，必要な条件整備の一つであると考えられる。 

	 その一方で，第１章では司書教諭が授業に関与していないという現状が浮き彫りになった。

この現状で，司書教諭の時数を確保することにより生まれる時間が，果たして授業に使われる

のかは定かではない。時数が確保されていないから授業に関われないのか，時数があったとし

ても協働できない何らかの問題があるのかについては，詳しい調査が必要である。 

	 協働に対するアプローチとして，時数の確保は重要なアプローチであることには変わりはな

い。しかしながら，すべての地域の教育行政で実施できる施策とは限らないことから，時数が

確保されない地域では，子どもの情報リテラシーの育成が遅れることになる。 

	 そこで，第 4章で見出された課題でもあった情報リテラシーの特長に注目し，協働による情

報リテラシーの育成内容を見極めたらどうかと考えた。担当教員が行う各教科等の学習におい

て，習得しやすい情報リテラシーと習得しにくい情報リテラシーがあることに注目した。各教

科等の学習の中で習得しにくい情報リテラシーがわかれば，習得しやすいものについては各教

科等の中での指導を担当教員がそのまま進め，習得しにくいものについては取り立てて司書教

諭と協働で行うなど，調査結果を協働の仕方に役立てることができる。 

	 このように，協働する必要のある情報リテラシーを絞るというアプローチにより，担当教員

との打ち合わせを特定の情報リテラシーに絞って行うことや，学校司書がサポートすることな

ど，司書教諭と担当教員との協働は工夫できるのではないかと考えた。 
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5.2	 	 目的	 

	 

	 担当教員が実施する授業を通して情報リテラシーがどの程度習得されているのかについて，

習得しやすい指導項目と習得しにくい指導項目を見出し，それらの項目について司書教諭と担

当教員の「協働」の効果を検証することが本研究の目的である。 

 

 

5.3	 	 方法	 

	 

5.3.1	 	 調査手順	 

	 

	 調査は，現状把握と検証の 2段階で進める。 

	 現状把握では，担当教員のみの単独授業（司書教諭の参加なし）を行った場合の子どもの情

報リテラシーの習得度を調査し，習得しにくい情報リテラシーを見出す。そのために，学年ご

とに習得させたい情報リテラシーを，ステップ 1（小学 3 年生），ステップ 2（小学 4 年生），

ステップ３（小学 5年生）に分けた一覧表 （表 4.6参照）と質問紙（表 4.7参照）を利用し，

それぞれの段階における指導の重点となる指導項目を抽出する。 

	 指導の重点となる指導項目を抽出するために，小学 5年生と中学 1年生の段階において，三

つのステップの情報リテラシーの習得度を比較し，習得しにくい情報リテラシーの指導項目を

抽出する方法をとった。担当教員が単独で授業を行った場合に，子どもが習得しにくい指導項

目は，重点を置いて指導する必要があるものと考える。 

	 検証では，現状調査で抽出した重点を置く情報リテラシーの習得度について，協働で授業（司

書教諭と担当教員）を行った場合と担当教員が単独で授業を行った場合での違いを比較する。

通常は授業時に，担当教員に対して，司書教諭の「協働あり」「協働なし」というように条件

を変えることで検証するところであるが，学校現場ではこのように条件を揃えるのが難しいこ

とから，統一したのは学年と実施期間のみとした。それを補うために，調査結果に対してイン

タビューを行い，結果に対する発言をもとに考察を行った（図 5.1）。 
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5.3.2	 	 調査参加者	 

	 

	 現状調査に参加したのは，静岡県内の小学校 4校（学校①・学校②・学校③・学校④）の小

学 5年生合計 317名，中学校 4校（W学校・X学校・Y学校・Z学校）の中学 1年生合計 411

名である。指導者として各校の司書教諭が調査に参加した（表 5.1）。 

	 検証のための調査に参加したのは，静岡県内の小学校 2 校（a 小学校・b 小学校）の小学 5

年生合計 156名である。指導者として，a校では司書教諭１名と担当教員 2名，b校では担当

教員 3名が調査に参加した（表 5.2）。 

 

 

 

 

 

図 5.1	 研究計画	 
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5.3.3	 	 調査日	 

	 

	 この調査は，以下の日程で行った。 

課題の抽出（習得しにくい情報リテラシーの調査） 

・	 2007年 4月小学 5年生を対象に，小学校 3・4・5年生で習得させたい情報リテラシー

の中で, 習得しにくい情報リテラシーの調査を行った。調査後，司書教諭にインタビュ

ーを行った。 

・	 2008年 1月中学 1年生を対象に，小学校 3・4・5年生で習得させたい情報リテラシー

の中で習得しにくい情報リテラシーの調査を行った。調査後，司書教諭にインタビュー

を行った（中学 1年生の調査時期を小学 5年生と揃えたかったが，校内事情のため，調

整がつかずこの時期となった）。 

表 5.1	 現状調査の参加者	 
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表 5.2	 検証のための調査参加者	 
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検証（協働の効果の検証） 

・	 2007 年 4 月から 1 年間，小学 5 年生を対象に「協働あり」と「協働なし」の授業を実

施し，pre と post で比較した。調査は授業実施前の 2007 年 4 月と授業実施後の 2008

年 4月に行った。その後，司書教諭と担当教員にインタビューを行った。 

	 

5.3.4	 	 調査方法	 

	 

(1)	 	 習得しにくい情報リテラシーの調査	 

	 
担当教員が単独で授業を行った場合の情報リテラシーの習得度調査から，習得しにくい情報

リテラシーを見出す。この状況は，担当教員による判断で指導が進められている通常の学級で

の指導の様子をイメージしている。各教科等に埋め込まれている情報リテラシーを指導するか

否かは，担当教員の判断による。 

	 習得させたい情報リテラシーをステップ 1・2・3に分け，小学 5年生と中学 1年生を対象に

習得度の調査を実施した。使用した質問紙は，第４章で使用した情報リテラシーの習得度用紙

(表 4.6 参照)を用い，子どもには「知っている・わかっている」，「知らない・わからない」で

回答してもらった。調査終了後，司書教諭には調査結果を見せながらインタビューを行った。

インタビュー内容は，次の通りである。 

 

・	 習得しにくい指導項目について，どう考えますか。 

・	 重点を置いて指導するための方法として，どのようなことが考えられますか。 

 

(2)	 	 協働の効果の検証	 

	 司書教諭との協働ありと協働なしの二つの学校（a 学校・b 学校）の 5 年生を対象に 1 年間

に渡って調査を実施した。協働ありでは，司書教諭に第 4章で作成した「教師用ガイド」を司

書教諭が使い，担当教員と協働し計画的に授業を実施した。協働なしでは，通常の通りに担当

教員が 1 年間授業を実施した。子どもには，事前と事後に質問紙調査を実施した。質問紙は(1)

の習得しにくい情報リテラシーの調査において用いたものと同様である。	 

	 終了後，情報リテラシー習得度の調査結果を見せながら，司書教諭と担当教員に，以下の内

容について半構造化インタビューを行った。	 
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	 ①協働ありの学校の司書教諭	 

・	 調査結果を見て，どう思いましたか。	 

・	 どのような協働の仕方で授業を進めましたか。	 

・	 協働で授業を進めて良かった点は何ですか。	 

・	 協働で授業を進めて難しかった点は何ですか。	 

	 ②協働ありの学校の担当教員	 

・	 調査結果を見て，どう思いましたか。	 

・	 協働で授業を進めて良かった点は何ですか。	 

・	 協働で授業を進めて難しかった点は何ですか。	 

	 ③協働なしの学校の担当教員 

・	 調査結果を見て，どう思いましたか。	 

・	 どうしたら，平均値が向上すると思いますか。 

	 

5.3.5	 	 分析方法	 

	 

(1)	 習得しにくい情報リテラシーの調査	 

	 習得させたい情報リテラシーをステップ 1・2・3に分け，小学 5年生と中学 1年生を対象に

習得度の調査を実施した（表 4.12 参照）。小学 5 年生にとって，ステップ 1・2 は学習済みで

あるが，ステップ 3はこれから学習する指導項目である。中学 1年生は，全ての指導項目が学

習済みである。ステップ 1・２は，学習が全て修了していることを前提に習得度を比較した。

ステップ 3は，小学 5年生は未修であることを前提として，習得度を比較した。 

	 小学 5年生と中学 1年生の情報リテラシーの習得度の変化を，ステップごとの指導項目別に

分析する。すべての指導項目に有意差があるのかを確かめるために，直接確率計算を使用する。 

 

(2)	 	 協働の効果の調査	 

	 授業実施前後の子どもの情報リテラシーの習得度の変化を，ステップごとの指導項目別に分

析する。すべての指導項目に有意差があるのかを確かめるために，直接確率計算を使用する。

インタビューは，子どもの情報リテラシー習得度を裏付けるために行うことから，調査結果を

もとに関係する発言をインタビューから抜き出す。 
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5.4	 	 結果と考察	 

	 

5.4.1	 習得しにくい情報リテラシーの調査	 

	 

(1)	 	 小学 3，4年生で重点を置きたい情報リテラシー	 

	 	 ①	 子どもへの質問紙調査	 

	 小学 3 年生（ステップ 1）と 4 年生（ステップ 2）で習得させたい情報リテラシーの習得度

について，小学 5年生の 4月と中学 1年の 1月に調査した結果を示した（表 5.3）。「知ってい

る・わかっている」と答えた人数と，「知らない・わからない」と答えた人数の分布に対し，

直接確率計算によって検定した。表内には，「知っている・わかっている」と答えた人数と検

定結果を示した。検定結果は，「知っている・わかっている」と答えた人数の方が有意に多い

場合は>>や>で，「知らない・わからない」と答えた人数が有意に多い場合は<<や<で示した。 

 	 小学 5年生に比べて中学 1年生の習得度の方が高くなっていた項目は，「著作権があること

を理解する」，「キーボードを使う」であった。小学 5年と中学 1年のいずれも「知っている・

わかっている」回答の方が有意に多い項目は，20項目のうち 11項目であった。反対に，小学

5年生と中学 1年生のいずれも「知らない・わからない」回答の方が有意に多い項目は，20項

目のうち 2 項目であった。小学 5 年生と中学 1 年生のいずれも有意差がない項目は，20 項目

のうち 1項目であった。これらの合計 14項目は，小学 5年生と中学 1年生の習得度に変化が

見られないものであった。 

	 中学 1年生の段階で習得度が 50%を満たない指導項目は，「調べたいことを選ぶ」48,9%, 「総

索引を使う」47,9%, 「題名を記録する」44,0%, 「参考にした文献を記録する」25,1%, 「新

聞にまとめる」45,0%であった。 

	 以上のことから，「調べたいことを選ぶ」「総索引を使う」「題名を記録する」「参考にした文

献を記録する」「新聞にまとめる」については，小学 3・4年生で習得されない場合，小学 5年

生から中学 1 年生までの各教科等の指導の中では習得されにくいと考えられる。したがって，

小学 3・4年生で重点を置いて指導する必要のある項目であると言える。 

 

	 	 ②	 司書教諭へのインタビュー	 

	 子どもへの質問紙調査結果を司書教諭に見てもらい，インタビューを実施した。 
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表 5.3	 小学 5 年生と中学 1 年生の情報リテラシーの習得度	 

（小学 3 年生４年生で習得させたいリテラシー）	 

表 5.4	 小学 5 年生と中学 1 年生の情報リテラシーの習得度	 

（小学 5 年生で習得させたいリテラシー）	 
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  ◯「習得しにくい指導項目についてどう考えますか」（小学校司書教諭） 

・	 何のために参考にした文献を書くのかを担当教員が理解していないと，全く触れないで

過ぎてしまう可能性がある。方法だけを教えても，子どもは忘れてしまうのではないか。

主体的な活動を入れる等の工夫が必要だと思う。 

・	 授業ではよく言っているつもりなのに，子どもには落とし込めていない。驚いた。総索

引を使う機会は意外とない。百科事典は，背・つめ・柱の順で引くことが多いと思う。 

	 ◯「習得しにくい指導項目についてどう考えますか」（中学校司書教諭） 

・	 「調べたいことを選ぶ」「総索引を使う」「題名を記録する」「参考にした文献を記録する」に

ついては，既にできていると判断して授業が進んでいる。中学 1 年生の半数が知らないとは

思わなかった。 

・	 知っていて当然だと思っていた。この辺りから授業するとなると，今の時数では難しい。小

学校でできるように指導をしておいてほしい。 

	 ◯「重点を置いて指導するための方法として，どのようなことが考えられますか」（小学校 

	 	 	 司書教諭） 

・	 この指導項目に重点を置いて，協働するのが効果的。学校司書にも応援をもらいたい。 

・	 これらの指導項目は，何度も繰り返す必要がある。 

・	 参考にした文献の書き方を図書館に掲示し，常に子どもの目に触れるようにしたい。 

・	 図書館クイズなどのような活動を多く取り入れ，子どもが主体的に学ぶ状況を作る必要

がある。 

・	 こういう現状がわかっていれば，授業を行う前に対策を練ることができる。 

	 ◯「重点を置いて指導するための方法として，どのようなことが考えられますか」（中学校 

	 	 司書教諭） 

・	 中学 1年生の段階でわかってもらうには，学校司書が図書館で個別に対応したらどうか。 

・	 年度当初に子どもの実態調査行うならば，個別に対応することもできる。 

・	 まず，この現状を中学校の先生に知ってもらう必要がある。 

 

	 	 ③	 考察	 

	 質問紙調査結果とインタビューの結果から重点を置くものとして抽出された指導項目は，

「調べたいことを選ぶ」「総索引を使う」「題名を記録する」「参考にした文献を記録する」で

あった。これらは，小中の司書教諭ともに同意見だった。しかしながら，中学 1年生の半数の
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子どもが「知らない・わからない」と答えた現状に対して，担当教員の自覚の必要性や，教え

るだけではなく学習活動を取り入れるなどの工夫も必要ではないかという意見もあった。 

	 習得しにくい情報リテラシーに対しては，指導前に把握し，協働で授業を進めたり，繰り返

す時間を設定する等，計画的な指導を行うことで，子どもが習得できる可能性が高まるのでは

ないかと考える。 

 

(2)	 	 小学5年生で重点を置きたい情報リテラシー	 

	 ①	 子どもへの質問紙調査	 

	 小学 5年生で習得させたい情報リテラシーの習得度を，小学 5年生の 4月と中学 1年生の 1

月に調査した結果を示した（表 5.4）。表 5.3と同様に直接確率計算によって検定し，同様の表

記で表内に示した。小学 5年生の調査結果は年度当初であることから，小学 5年生・6年生・

中学 1年生の各教科等の中で習得された内容ではない。 

	 小学 5 年生に比べて中学 1 年生の習得度の方が高くなっていた項目は，「調べることの計画

を立てる」「Webで情報を集める」であった。小学 5年生と中学 1年生のいずれも「知ってい

る・わかっている」回答の方が有意に多い項目は，10 項目のうち 2 項目あった。反対に，小

学 5 年生と中学 1 年生のいずれも「知らない・わからない」の回答の方が有意に多い項目は，

10 項目のうち 5 項目であった。小学 5 年生と中学 1 年生のいずれも有意差がない項目は，10

項目のうち 1項目あった。これらの合計 8項目は，小学 5年生と中学 1年生の習得度に変化が

見られないものであった。 

	 小学 5年生に比べ，中学 1年生の習得度の方が下がっている項目はなかった。中学 1年生の

習得度が 50％に満たないものは「データ集を使う」「複数の情報源を利用する」「集めた情報を

整理する」「レポートにまとめる」「わかりやすい構成を考えて伝える」であった。これらは，

小学 5年生から中学 1年生の各教科等の指導の中では習得されにくい情報リテラシーであると

推測されることから，小学 5年生の段階で重点を置いて指導する必要がある項目であることが

わかった。 

 

	 	 ②	 司書教諭へのインタビュー	 

	 子どもへの質問紙調査結果を司書教諭に見せて，インタビューを実施した。 

 

	 ◯「習得しにくい指導項目について，どう考えますか」（小学校司書教諭） 
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・	 学校でも，よく話題に上る。 

・	 担当教員も難しいと思っていると思う。 

・	 各教科で指導をしていかないと，子どもができるようにならない内容だと思う。 

・	 できるようにしてから，卒業させたい。 

・	 継続しないと身に付かないものばかりなので，他の授業でも取組が必要。 

・	 どれも指導に時間がかかる。計画的に進めないと，できないものばかり。 

	 ◯「習得しにくい指導項目について，どう考えますか」（中学校司書教諭） 

・	 できている子どもの割合が少なすぎる。今の生徒は，プレゼンは好きなように感じるけ

ど。感覚と実態にはズレがある。 

・	 「複数の情報源を利用する」についてはかなり意識して指導しているが，生徒にはなかなか 

通じない。 
	 ◯「重点を置いて指導するための方法として，そのようなことが考えられますか」（小学校 

	 	 	 司書教諭） 

・	 計画的な指導が必要だと思う。単発で指導しても身に付かないので，年間計画を立て，

協働しながら指導すべき内容。 

・	 国語や総合的な学習の時間と他の教科をつなげて指導しないと，身に付きにくいと思う。

そうした協働は必須。 

・	 指導することを絞れば，協働体制を組みやすい。できないことではないと思う。 

・	 こういう実態を指導者が把握しないと，いまのまま何も変わらない。 

	 ◯「重点を置いて指導するための方法として，どのようなことが考えられますか」（中学校 

	 	 司書教諭） 

・	 今見えている差が縮まらないのは予想がつく。できていない生徒へのフォローが必要。 

・	 みな忙しいのはわかるけれど，協働しないと，習得させるのは難しい。 

・	 単元計画を立て，生徒ができるようになるにはどういう方法があるのかを議論すべき。 

一人ではできない。
 

・	 中学校では，何を伸ばすかが見えないと計画が立てられない。小学校の情報リテラシー

だけでなく，中学校版も必要だと思う。 

・	 小学校ではどのように協働しているのか，知りたい。 
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	 	 ③	 考察	 

	 重点を置いて指導する項目に抽出された「データ集を使う」「複数の情報源を利用する」「集

めた情報を整理する」「レポートにまとめる」「わかりやすい構成を考えて伝える」の指導項目

は，習得させるのが難しいという実感を司書教諭はもっていた。 

	 単発的な指導では身に付かない情報リテラシーであるという認識は一致していた。子どもに

習得させるには，教員側が計画的に進める必要があるとし，そのための議論も必要であるとい

う意見が出された。ステップ 1・2 の指導項目よりも，今回の方が協働という言葉が司書教諭

から多く出た。 

	 重点を置く指導項目としてあげられた情報リテラシーは，各教科や総合的な学習の時間との

つながりの中で習得していくものである。子どもが習得できるようになるためには， 教員同

士の協働が鍵となることがわかった。 

 

5.4.2	 	 協働の効果の検証	 

	 

(1)	 子どもへの質問紙調査	 

	 司書教諭が指導計画を作成したり授業に携わったりすることは，情報リテラシーの習得に関

してどのような効果があるのかを検討するために，2007年 4月（運用前）と，2008年 4月（運

用後）において，10項目の計 30の情報リテラシーに関する調査を行い，情報リテラシーの習

得度を比較した（表 5.5）。 

	 2007 年 4 月の「知っている・わかっている」と答えた人数と「知らない・わからない」と

答えた人数の分布に対し，2008年 4月の「知っている・わかる」と答えた人数と「知らない・

わからない」と答えた人数の分布が変化したと見られるかどうかについて，直接確率計算によ

って検定した。表内には，2007年 4月と 2008年 4月における「知っている・わかっている」

と答えた人数と検定結果を示した。検定結果は，2008年 4月の「知っている・わかっている」

と答えた人数の方が有意に多い場合は<<や<で，2008年 4月の「知らない・わからない」と答

えた人数が有意に多い場合は>>や>で示した。 

	 「協働あり」の a校では，「知っている・わかっている」回答が有意に増加した項目が 30項

目のうち 28項目，有意差がない項目が 2項目あった。これに対して「協働なし」の b校では，  

「知っている・分かっている」回答が有意に増加した項目が 30 項目のうち 5 項目に留まり，

有意差がない項目が 22項目，「知っている・わかっている」回答が有意に減少した項目が 3項 
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表 5.5	 教師用ガイド運用前後の 5 年生の情報リテラシーの習得度	 
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目あった。 

	 以上により，a 校では子どもの情報リテラシーの習得度が大きく伸びているのに対して，b

校では伸びていないことが示された。調査対象である a校と b校の違いは，司書教諭として指 

導ができる授業時間があるか否かである。a 校では，読書指導や情報リテラシーの指導，図書

館を使った授業の支援を行っている。b 校では司書教諭が図書館利用の年間計画を立ててはい

るものの司書教諭自身が授業に携わる時間はない。	 

	 a校の司書教諭には，情報リテラシー育成のための指導内容一覧表（表 4.12参照）をもとに

年間指導計画を作成してもらった（表 5.6）。これに沿って，司書教諭には小学 5年生を対象に，

学級担任と TT（チームティーチング）での授業や，授業のための事前打ち合わせをするなど

の「協働」を依頼した。 

	 例えば，指導内容である「インタビューをする 2」については，6 月に国語科の教科書教材

を用いて学級担任が単独で指導を行っている。計画の段階で司書教諭と学級担任で打ち合わせ

を行い，前の学年で行ったインタビューやアンケートを想起させながら復習を入れることを確

認した。「複数の情報源を利用する」については，5月の総合的な学習の時間に導入時の 1時間

を使い，司書教諭と学級担任の TTで指導を行った。 

	 
5年生で重点を置く指導項目として抽出した「データ集を使う」「複数の情報源を利用する」「集

めた情報を整理する」「レポートにまとめる」「わかりやすい構成を考えて伝える」については，

a校はいずれも 86.0%, 84.2%, 86.0%，94.7%, 93.0％であるのに対し，b校は，18.2%, 20.2%, 

30.3％，38.4％，15,2%という結果であった。 

	 また，集計結果をまとめると，次のような特長がみられた。 

	 

・	 事後の調査結果から，探究過程における習得度のばらつきを見ると，b 校（協働なし）

では習得度の高いものと低いものが混在していたが，a 校（協働あり）ではばらつきが

見られなかった。 

・	 事後の調査結果から，習得度の差を見ると, a校（協働あり）の方が b校(協働なし)より，

すべての情報リテラシーにおいて高い数値を示していた。 

・	 事後の調査結果から，a校（協働あり）と b校（協働なし）の習得度の差が 50％以上あ

る指導項目は，指導項目 5「図書で調べる②」（百科事典を使う，総索引を使う，データ

集を使う）と，指導項目 6「図書で調べる③」（題名を記録する，参考にした文献を記録

する，複数の情報源を使う）であった。 
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表 5.6	 a 校（協働あり）の年間計画案	 
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(2)	 司書教諭と担当教員へのインタビュー	 

	 子どもへの質問紙調査結果をもとに，a校の司書教諭と a校 b 校の担当教員にインタビュー

を行った。	 

	 

	 協働ありの学校の司書教諭	 

	 ◯調査結果を見て，どう思いましたか。	 

	 ・	 想像以上に習得できている。驚いた。	 

	 ◯どのような協働の仕方で授業を進めましたか。	 

・	 できる限り TT で授業を行った。TT ができないときには，教師用ガイドをもとに，事

前打ち合わせの時間をもった。 

・	 打ち合わせの時間をやりくりしながら作った。短い時間で行った。打ち合わせのもち方

もいろいろあった。教師用ガイドを基本とすることにより，全ての情報リテラシーに対

する知識をもつことが可能になる。そうした上での打ち合わせは，用語が通じるので，

テンポがよかった。ミニ知識は役立った。 

・	 他教科での情報リテラシーの活用について，相談に乗ったこともあった。 

	 ◯協働で授業を進めて良かった点は何ですか。	 

・	 ひとりひとりの子どもへの対応が可能になる。	 

・	 子どもの動きに主体性が見える。	 

・	 計画的に授業を行うことで，子どもに力がついていくのが実感できる。	 

・	 年間を通して，担当教員の情報リテラシー指導に関する知識が増えたように感じる。	 

	 ◯協働で授業を進めて難しかったは何ですか。	 

・	 行事が重なるときの調整が難しい。	 

・	 いつも同じように協働できるというわけにはいかない。協働の仕方を変えていかないと，

対応できない。	 

	 協働ありの学校の担当教員	 

	 ◯調査結果を見て，どう思いましたか。	 

・	 子どもに力がつくことが何よりもうれしい。一番うれしい。	 

・	 バランスよく力がついたのは，司書教諭のおかげ。	 

	 ◯協働で授業を進めて良かった点は何ですか。	 

・	 でこぼこなく，バランスよく子どもに力をつけてあげることができる。一人では無理だ
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ったと思う。	 

・	 自分に力がついた。自分でできることが増えたと思う。	 

・	 一人だと必要ないかなと思ってしまうことを，抜かさずしっかりとできたこと。	 

・	 自分が他の仕事に追われていても，司書教諭が声をかけてくれるので，ありがたかった。	 

	 ◯協働で授業を進めて難しかった点は何ですか。	 

・	 時間内に終わらなかったときに，次の時間の調整が難しかった。	 

・	 協働の仕方が同じペースでは続けられないこと。その都度適切な方法をさがしていかな

いと，続けられない。	 

	 協働なしの学校の担当教員 

	 ◯調査結果を見て，どう思いましたか。	 

・	 できていないと回答している子どもが予想以上に多い。	 

・	 できる子どもとできない子どもの差が大きいように感じた。	 

・	 できていない子どもに対しての支援が必要。	 

・	 レポートやプレゼンは，繰り返しながら取り組むことが必要。できてほしい。	 

	 ・	 普段は意識していないが，身につけさせたいことは意外とたくさんあった。	  

	 ◯どうしたら，平均値が向上すると思いますか。 

・	 専門的な知識がある先生に応援をもらうのが一番だと思う。 

・	 複数での指導が可能なら，応援してほしい。 

・	 自分でも，学ぶことがたくさんあると思う。 

・	 教科書に書かれている内容を実施するのが一番だと思うけれど，準備など，難しいこと

も多い。 

 

(3)	 考察	 

	 調査結果から，担当教員が単独で行う（司書教諭の参加なし）授業では習得しにくかった情

報リテラシーが，協働により確実に身に付くことがわかった。１年間協働したことにより，子

どもはバランスよく情報リテラシーを習得できた。司書教諭が計画を立案し，担当教員ととも

に，取り組んだ成果である。指導の重点として絞った「データ集を使う」「複数の情報源を利

用する」「集めた情報を整理する」「レポートにまとめる」「わかりやすい構成を考えて伝える」

も，しっかりと習得していた。 

	 協働の一つの方法である TT（チームティーチング）は，どの学校や地域でも可能な訳では
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ない。しかしながら，本研究からも協働することにより，子どもに情報リテラシーがバランス

よく習得されることがわかってきた。司書教諭と担当教員が計画的に授業を進めている学校で

も TT 以外の協働の方法を用いている。事前の打ち合わせを行ったり，他教科での情報リテラ

シーの活用について相談に乗ったりするなど，少しの時間をやりくりしながら協働を行ってい

た。 

	 協働に対しては，協働する相手だけを見るのではなく，協働できるための工夫を多様な視点

での見ていく必要がある。本研究では，子どもが習得しやすい情報リテラシーとそうでないも

のがあることに注目した。それを見出すことで，重点を置く情報リテラシーを絞り込むことが

でき，協働の時間で絞り込んだ情報リテラシーを重点的に指導することが可能になった。協働

により情報リテラシーの習得は向上する。しかし，協働する時間がなかなか見出せない。なら

ば，育成したい情報リテラシーを絞り込んだらどうだろうか，すなわち重点項目を絞り込むと

いう工夫により，協働の可能性を広げることができる。これも，協働の問題点から重点項目を

絞り込むという解決策を見出した成果であると考える。 

	 しかしながら，学校現場において司書教諭が授業支援を行う時間をもつことは，司書教諭が

発令されているすべての学校で可能というわけではない。静岡県のように司書教諭が授業に携

わる時間をもつことを推し進めている自治体の一部の学校において実践が始まっている段階

である。こうした地域では，担当教員が協働を認識し必要性も承知している。協働についての

認識も経験もない場合は，先行研究にあったように周りの教員も同様に認識がない現状がある

と予想できる。協働ありの学校と協働なしの学校において調査を継続し，司書教諭が指導に携

わることの効果や問題点を検証していく必要がある。そして，様々な工夫を提案することによ

り，協働の幅を広げることができると考える。 

	 なお，今回の結果は，司書教諭の配置に際し，学級担任との TT や少人数指導を推進してい

る静岡県の小学校 2校で行った調査結果から得た考察であるが，司書教諭による指導の影響が

表出した結果であると考えている。 

 

 

5.5	 第 5 章のまとめ	 

	 協働については，子どもの情報リテラシーが向上するという考えから，行政も取り組んでい

る。筆者の調査からも同様の結果が出た。司書教諭と担当教員が「協働」するためには，行政

が出した通知にある時数の確保が必要であるという見方が確かにある。司書教諭に協働するた
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めの時数があれば，授業はもちろんのこと授業計画も立てやすくなる。しかしながら，この通

知を受けた学校が司書教諭と協働して授業を行うための時数を保証する訳ではない。 

	 本研究では，授業で扱う情報リテラシーのうち，担当教員が単独で行う授業において，子ど

もが習得しにくい指導項目を絞り込むという工夫により，指導する内容に重点を置いた協働と

いうスタイルが提案できると考えた。調査結果から，担当教員が単独で行う授業では習得しに

くかった情報リテラシーが，協働により確実に身に付くことがわかった。指導の重点として絞

った「データ集を使う」「複数の情報源を利用する」「集めた情報を整理する」「レポートにま

とめる」「わかりやすい構成を考えて伝える」も，しっかりと習得していたことが確かめられ

た。 

	 このように，協働は有効であるものの時数の確保に問題があるならば，協働する情報リテラ

シーを絞るという工夫をすることで，少ない時間で効果が上がる方法を見出したというのが，

本章における成果である。しかしながら，この工夫は一例に過ぎない。協働の問題点を解決し

ていく工夫を，今後も続けていく必要があると考える。 
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第６章	 	 

情報リテラシー育成のための学習環境デザイン	 

 

	 情報リテラシー育成のために，第 4章では「情報・資料」と「利用者（以下，子どもと教員）」

をつなげるための観点として「教師用ガイド」，第 5章では「授業」と「情報・資料」をつな

げるための観点として「協働」について，公立小学校での調査結果をもとに効果を検証した。

本章では，学校図書館の学習環境をデザインするときに，「教師用ガイド」「協働」という観点

に加え，「授業」と「子どもと教員」という要素が機能するためには，どのような観点が必要

なのかを見出していく。	 

	 そのためのフィールドを関西大学初等部とする。初等部の学校図書館はオープンして 3年が

過ぎた。教員や子どもは学校図書館を活用しており，「授業」「情報・資料」「子どもと教員」

という要素が，一見機能的に動いているように見える。このような学習環境の中で，「子ども

と教員」が何を望んでいるのかを調査し，結果をもとに改善計画を立て学習環境のデザインを

試みる。	 

	 

	 

6.1	 	 背景	 

  新設された関西大学初等部（以下初等部）は，小中高 12 年一貫校として思考力育成に力を

入れていることから，学校図書館をデザインするにあたり，学びの場としてのイメージが必要

であった。そこで，レポートや小論文を書くことまでを視野に入れた学校図書館の学習環境を

デザインしている私立中・高等学校 3校を対象に，環境整備についての調査を行った（塩谷ほ

か,  2013）。筆者は，この調査結果をもとに工程表（表 6.1）を作成して準備に取りかかった

（塩谷,  2010）。  

	 設計の枠組は図書館の構成要素である「施設・設備」「図書館担当者」「情報・資料」とした。

この枠組みをもとにそれぞれの要件を記入し，「初等部図書館の学習環境整備一覧表」を作成

した。要件の記述の仕方については，以下の堀川論文が発表された後，利用者を主体とした表

記の仕方に統一した（表 6.2）。設計当初の要件の表記には，活用の主体者がイメージしにくい

など，曖昧な部分があった。活用の主体者を明確にすることにより，要件の意図がみえやすく

なると考えたからである。 
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	 	 学校図書館の活用といった場合,活用する主体は「利用者」であり,その他の 3要素「資料」 

	 	 「施設」「担当者」が活用される対象ということになる。〔中略〕当然ながら利用者とは, 

	 	 児童生徒及び教職員である。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 （堀川，2012, p. 9） 

 

	 初等部の図書館は学びの場として設計され，この一覧表（表 6.2参照）の要素と要件をもと

に整備を進めてきた。図書館担当者からの気づきをもとに改善してきたが，利用者である子ど

もや教員への調査をもとに改善したことはなかった。そこで，初等部の子どもと教員への調査

を行い，情報リテラシーの育成という視点で学習環境デザインに必要な新たな要件を検討する

こととした。 
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表 6.1	 関西大学初等部の学校図書館の工程表(塩谷，2010)	 
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6.2	 	 目的	 

	 

	 学びの場として活用されている学校図書館において，「利用者」である子どもと教員が「授

業」を進めていく上での学習環境の問題点を見出し，改善を行う。この改善が子どもの情報リ

テラシーの習得度の向上に効果があったのかを検証することを通し，学習環境をデザインする

ときに必要な要素である「授業」と「子どもと教員」が機能するための観点を見出すことが，

本研究の目的である。 

	 

 

6.3	 	 方法	 

 

6.3.1	 調査の概要	 

	 

	 本研究では，質問紙とインタビューの二つの調査を研究計画に取り入れた（図 6.1）。フィー

ルドとしたのは初等部の学校図書館である。初等部では，利用者である子どもと教員への調査

をもとに図書館の学習環境を改善することになった。この時期に合わせ，筆者らは研究を開始

表 6.2	 	 初等部図書館の学習環境整備一覧表	 
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した。調査対象は図書館の利用者である教員と子ども，調査期間は 2013年 5月から 2014年 7

月までである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.3.2	 調査参加者	 

 

	 調査に参加したのは，初等部 5 年生 2 クラス 62 名の子どもと，彼らに入学時から「図書の

時間」を指導してきた経験のある 4名（A, B, C, D）の教員である（表 6.3）。初等部では，国

語科の中に「図書の時間」が週１時間設定されており，「情報リテラシー」の習得や読書活動

に関する授業が行われている。4名の教員のうち教員 Cのみが，図書館の改善後 5年生の「図

書の時間」を担当していた。 

 

 

 

 

 

 

図 6.1	 研究計画	 
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6.3.3	 調査日	 

 

	 この調査は，以下の日程で行った。 

改善前の調査	 

	 ・「情報リテラシーに関する改善前の質問紙調査」 

	 	 2013年 5月，子どもを対象に情報リテラシーの習得度を尋ねる質問紙調査（pretest） 

	 	 を実施した。 

	 ・「4名の教員にインタビュー調査」 

	 	 2013年 7月，各教員に質問紙の結果を提示しながらインタビューを行った。 

改善後の検証	 

	 ・「情報リテラシーに関する改善後の質問紙調査」 

	 	 2014年 3月，子どもを対象に情報リテラシーの習得度を尋ねる質問紙調査（posttest） 

	 	 を実施した。 

	 ・「１名の教員にインタビュー調査」 

	 	 2014年 7月，改善後の 5年生の「図書の時間」を担当した教員 Cに事前・事後の質問紙 

	 	 調査の結果を提示しながらインタビューを行った。 

 

6.3.4	 調査方法	 

 

(1)	 	 情報リテラシーに関する質問紙調査	 

	 インタビュー調査の際に，教員に見せるデータとして使用することを目的として，子どもの

情報リテラシーの習得度調査の質問紙を用意した。質問紙の項目は，全国学校図書館協議会

（2004）が制定した「情報・メディアを活用する学び方の指導体系表」をもとにしている。子

どもが回答しやすいような表現などに変えるなど，使用する文言については教員の意見を取り

入れて作成した。 

	 質問紙には，課題の設定，情報の収集，整理・分析，まとめ・表現の 4段階の過程に沿って，

5年生の１年間で習得させたい情報リテラシーを並べた（表 6.4）。情報リテラシーが習得され

ているかどうかを問う質問事項に対しては，「4.できる」「3.大体できる」「2.あまりできない」

「1. 全くできない」の 4つの選択肢を用意した。質問紙調査は，学習環境改善の前後に行った。
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調査時間は，両クラスとも「帰りの会」で行った。 

	 なお，改善前に行った質問紙調査の結果は，4 人の教員へのインタビューで提示する資料と

した。改善後に行った質問紙調査の結果は，教員 Cへのインタビューで提示する資料とした。 

	 

	 

(2)	 	 改善前後のインタビュー調査	 

	 学習環境の改善点を見出すために，4 名の教員に個別のインタビューを行った。各教員には

改善前の質問紙調査の結果を資料として提示し，以下の内容で半構造化インタビューを行った。 

 

・	 質問紙調査の平均値から感じたこと。 

・	 情報リテラシーを習得させていくために整備してほしい学習環境。 

 

	 改善した学習環境が情報リテラシーの習得に有効であったのかを検証するために，改善後の

図書館を活用した教員 C にインタビューを行った。教員 C には改善前後の質問紙調査の結果

を資料として提示し，以下の内容で半構造化インタビューを行った。 

 

・	 質問紙調査の平均値の変化から感じたこと。 

・	 情報リテラシーを習得させていくために役立った学習環境。 

表 6.4	 質問紙の項目（情報リテラシーと質問事項）	 
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・	 情報リテラシーを習得させていくために，今後改善してほしい学習環境。 

 

6.3.5	 分析方法	 

 

(1)	 	 改善点に関するインタビュー	 

	 4 人の教員が述べた学習環境の改善点を「初等部学校図書館の学習環境整備一覧表」の要件

ごとに振り分け，4人の教員が共通して望んでいる改善の要件を見出す（要件については表 6.1

を参照）。さらに，求められた改善の要件はどの情報リテラシーを向上させたいためなのかを，

インタビューから導き出すこととする。 

 

(2)	 	 改善後の検証	 

	 	 ①	 質問紙調査	 

	 子どもの情報リテラシーの習得度については，学習環境改善前後の平均値を比較する。改善

前後の平均値の差が統計的に有意かを確かめるために，対応のある t検定（両側検定）を行う。

分析には IBM 社の SPSS を用いる。このような量的な分析手法を用いて，おおまかな傾向を

把握する。 

 

	 	 ②	 改善後のインタビュー	 

	 質問紙調査は子どもの自己評価であるため，評価としての誤差を少なくするために裏付けと

なる別のデータが必要である。そこで，改善後の学校図書館を活用した教員 Cにインタビュー

をもとにした質的調査を行うことで，学習環境の改善は子どもの情報リテラシーの習得度の向

上に効果があることを検証していく。インタビュー内容は，大谷（2008,  2011）が紹介して

いる SCATで分析する。分析の手順は，図 6.2の通りである。 

 

 

 

 

 

 

 

, ITLOQUAMJKN6F��;B7$�H�7�;3

- MJKN�A$�H� �?�$@�7�5G3

. -H%�;GE4?MJKN�A��H	7�;3

/ +�
D��A��H��:<VMUPD���H	7�;3

0 /HC>@V���="5G8>HKNUSURIT=#(;G3

1 0H'��@#(;G3

2 9F@)�;B7�D&*H!�;3

図 6.2	 SCAT の分析手順	 
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6.4	 	 結果と考察	 

 

6.4.1	 	 改善点に関するインタビュー	 

 

	 4 名の教員が共通して示した改善の提案を集約すると，表 6.1 で示した要件のうち次の 3 点

にあてはまる。 

 

・	 授業の成果を保存・展示できる。 

・	 常に新しい情報を入手できる。 

・	 ICT環境が整備されている。 

 

	 以下では，この 3点に沿って改善の提案を詳細に述べる。 

 

(1)	 	 「授業の成果を保存・展示できる」	 

	 	 ①	 調査結果	 

	 教員らは，新聞やレポート，プレゼン資料など，子どもがアウトプットをイメージできるよ

うな作品の展示を望んでいた。 

 

・	 授業中，子どもがレポートやプレゼンテーションなど，アウトプットのイメージをもて 

ないときがよくある。そのときに，図書館に友達の作品があれば，図書館に行って見て

おいでと声をかけることができる。 

・	 図書館の目につくところにまとめてあれば，子どもは必要に応じて，一人で身に行くこ

とができる。 

	 ・	 授業の進行を止めなくてよい，個別に対応できるなど，利点が多い。 

 

	 	 ②	 考察	 

	 このような発言から，授業の成果物の展示は，「(9)レポートにまとめる」「(10) 主張を組み

立てて伝える」の向上につながると考えられる。 

	 初等部図書館では，授業の成果物の保管や展示に力を入れてきた。しかしながら，今回の指

摘により，従来の展示方法では，授業とのつながりが利用者である子どもや教員に見えにくか
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ったことがわかった。そこで，筆者と学校司書と，授業の成果物の展示場所と展示方法につい

て検討した。 

	 その結果，子どもの目につきやすい図書館のエントランスに学習の成果（子どもの作品）を

展示することにした。そして，学習の成果が授業と結びつくようなコメントを書き，関連図書

を近くに置くなどした。また，学習時期に合わせて展示を交換した。 

 

(2)	 	 「常に新しい情報を入手できる」	 

	 	 ①	 調査結果	 

	 教員らは，新聞など新しい情報に出合う工夫を望んでいた。 

 

・	 説明的な文章を授業で扱うものの，日常でふれる機会がほとんどないため読み方が定着 

しない。日常ふれることが可能なものというと，新聞がうかぶ。 

・	 日常のできごとに目を向けさせるには，新聞が手軽に入手でき，授業でも扱いやすい。 

・	 新聞の見出しは要約の学習につながる。授業で活用したいと思っている。 

・	 一つの情報を得てよしとするのではなく，複数の情報を組み合わせて調べさせたい。そ 

のためにも新聞は必要である。 

 

	 	 ②	 考察	 

	 このような発言から，新聞の見出しに触れることが「(4)要約をする」の向上ににつながり，

新聞のような図書以外の資料に触れることが「(6)複数の情報源を利用する」の向上ににつなが

ると考えられる。 

	 初等部図書館は，新聞を購入しコーナーを設けている。しかし，今回の指摘により，新聞を

置くだけでは教員や子どもの手に届かないことがわかった。そこで，筆者と学校司書は，新聞

の置き場所と子どもへの手渡し方について検討した。 

	 その結果，タイムリーな新聞記事を選んで図書館のカウンター近くに置くことにした。学校

司書は，カウンターに来た子どもに記事を手渡して話をする機会を作った。 

 

(3)	 	 「ICT 環境が整備されている」	 

	 	 ①	 調査結果	 

	 教員らは，Web 探索を始めとする情報収集が，もっと簡単にできるような ICT 環境を望ん
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でいた。理由は次の２点である。 

 

・	 簡単に使えることで，授業中だけでなく，休み時間や放課後など，情報を収集する機会

が増える。 

・	 簡単に使えることで，日々継続的に Web で情報を集めるようになり，その結果として

「(7) 情報源に留意してWebで情報を集める」の向上につながる。 

 

  ②	 考察	 

	 このような発言から，日常あらゆる場で継続的に使える ICT環境を整えることは「(7) 情報

源に留意してWebで情報を集める」の向上につながると考えられる。 

	 初等部の図書館には，Web探索用のパソコンがあり，無線 LAN環境も整っている。オンラ

イン新聞も検索できる。資料を拡大して映し出しながら説明できる実物投影機も設置済みであ

る。しかしながら，今回の指摘により，それだけでは不十分であり，日常的に使える環境や更

なる便利さを求められていることがわかった。 

	 具体的な改善の提案として，以下の 2点があげられた。 

 

・	 ほしい情報にいきつくまでには時間がかかる。例えば，スポーツや国別の検索専門パソ 

コンを設置することにより，ワンクリックで必要な情報を見ることが可能になる。 

・	 プロジェクタよりも電子黒板の方が，画像が鮮明で後ろの席の子どもも見やすい。 

 

	 筆者と学校司書で検討した結果，ICT環境整備については予算化が必要なため，予算申請を

当年度に行い，改善は次年度にまわすことにした。 

 

6.4.2	 	 改善後の検証	 

 

(1)	 	 質問紙調査	 

	 	 ①	 調査結果	 

	 学習環境改善後，改善前との情報リテラシー習得度の平均値を比較した。すべての項目にお

いて平均値は向上し，検定結果は有意となった（表 6.5）。とりわけ，新聞の置き場所と子ども

への手渡し方の変更により習得度が向上すると期待した「(4)要約をする」「(6)複数の情報源を
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利用する」と，子どもの作品の展示場所と展示方法の変更により習得度が向上すると期待した

「(9)レポートにまとめる」「(10)主張を組み立てて伝える」についても，平均値が予想通り向

上するという結果となった。 

 

 

	 	 

	 

	 

	 	 ②	 考察	 

	 これらのことから，授業の成果物や新しい情報（新聞）を利用者が日常的に手に取れる場所

や方法の改善は，情報リテラシーの向上に効果があると推測できる。子どもを対象とした量的

調査により，学習環境の改善は情報リテラシーの習得度の向上に効果があるという大まかな傾

向は把握できた。さらに，一事例ではあるが，教員 Cのインタビュー分析（質的調査）を行う

ことにより，教員の目から見た学習環境整備の要件を見出すことができるのではないかと考え

た。なお，子どもへの質問紙調査は主観指標であるため，情報リテラシーを習得させることが

できたのかについては，客観評価やパフォーマンス評価が必要であろう。この点は今後の課題

としたい。 

 

表 6.5	 情報リテラシーの習得度の変化	 
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8B9 3.iZh @<BE A<?C ><FDB? D<?EA z:

8C9 kvsjv(,�
fkvsjv�1i�S @<CA A<C@ ><GGGG E<EBF z:

8D9 2�a��"i�%Zh @<F@ A<BB ><GGED B<FAF z:

8E9 ��"`'�X\JLK]��i6eh @<EA A<AD ><GD@? C<?BF z:

8F9 6e[��i�$Zh @<CE A<?? ><FGGC B<F>> z:

8G9 uqwo`c^eh @<EA A<?> ><G@EB A<?C> z:

8?>9 ��i/d-\\�Th @<CC A<?C ><GDD> B<FDC z:

��0�

B�!}PPB<]Uh{A<��]Uh{@<Qcg]U_R{?<	V]U_R O��P;P::7NH<>?|

��tnslw

��xB�!y

 #�� O�
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(2)	 	 改善後のインタビュー	 

	 教員 Cへの半構造化インタビュー結果を以下の 3点に分け，SCATで分析した（分析の一部

を表 6.6に示す）。 

 

・	 平均値の変化についてのインタビュー 

・	 役立った点ついてのインタビュー 

・	 今後の改善点についてのインタビュー 

	 

	 	 ①	 平均値の変化についてのインタビュー結果と考察	 

	 学習環境改善前後の平均値の変化を見たときに，教員 C は改善点と関係のある「(4)要約を

する」の平均値に目を向けた（表 6.4）。そして，日常的に新聞を手に取るようになった子ども

の様子をもとに，学習環境改善と情報リテラシーの習得をつなげた事例について，次のように

話していた。 

 

・	 要約についての単元を組めたので，効果が出ている。 

・	 情報リテラシーの結果を見たときに，「（4）要約をする」のように，平均値の低かった

項目が強く心に残った。そこで，授業デザインを考え直した。子どもの実態を数字で見

たことで，授業デザインを考え直そうとしたのだと思う。 

・	 図書委員会の子どもが図書館から毎日新聞をもってくるようになってから，朝の会でも

時間の許す限り新聞記事を読む時間を作るようになった。新聞に目を通すようになった

ことで，子どもが新聞を読むことに慣れてきた。教室でも新聞に書いてあることが話題

に上るようになった。 

・	 「(4)要約をする」ことが難しいと思う子どもがこれだけ減ったのは，授業もそうである

が，新聞の見出しと内容をつなげて日常的に読んでいることが影響していると思った。 

・	 この体験から具体物があり授業で活用したとしても，子どもの実態に教員が気づかなけ

れば，伸ばすことが難しい項目もあると思う。 

・	 今回見せてもらった子どもの実態がわかるデータは，不足していた項目を客観的にとら

える上で効果的だった。 
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	 新しい情報（新聞）を手に取れるような場所や方法の工夫により，子どもが新聞の見出しと

内容を関係付けて読む習慣が身につき，その結果として「(4)要約する」の習得度の向上につな

がったことを取り上げていた。特に，情報リテラシーの中でも「(4)要約する」については，国

語科の授業だけでは習得させることは難しいと教員 Cが捉えていた。だからこそ，新聞を日常

的に読む習慣，特に見出しと内容をつなげて読むことに慣れたり，教室で新聞記事が話題に上

ったりすることが，「(4)要約する」の習得度の向上に有効であったことが窺える。 

	 さらに，表 6.6にもあるように，教員 Cは，学習環境が整っていると子どもが意欲や興味を

もって活動できることや，めあてが明確でないと子どもが迷うことを取上げている。子どもの

学ぶ意欲やめあてを，教室同様，図書館で行う授業においても重視していることがわかる。主

体的な学びを重視している学校図書館であるからこそ，子どもの学ぶ意欲やめあてを支えるた

めには，自らの学びを振り返ることができるような学習環境，例えば，ポートフォリオなどの

整備の検討を進める必要が出てくる。また，教員 Cは，要約の単元を設定した理由として，子

どもの実態の把握があったことを取上げている。単元を組んだことで情報リテラシーが向上し

たと，教員 Cは考えていたのである。平均値の低い情報リテラシーの習得度を向上させていく

ためには，「利用者」である教員が授業改善を自身で意識することが必要である。そのときに，

子どもの実態がわかるデータは，なくてはならないものになる。 

	 学校図書館が学びの場として活用されるようになると，教室で授業を進めるときに必要な

「子どもの学ぶ意欲やめあて」や「児童の実態」は，学校図書館においても必要になってくる。

どのようなデータをどのような方法で学校図書館に置くのかについての検討は，今後の課題で

もある。 

 

	 	 ②	 役立った点についてのインタビュー結果と考察	 

	 役立った点についてのインタビューにおいても，教員 Cは「情報リテラシー」の習得と学習

環境の改善とをつなげた事例について，次のように話していた。 

 

・	 複数の情報源にあたらせたいと常に考えている。Web探索や図書だけでなく，新聞も子

どもの身近な情報源になっているのを感じる。情報源が多様になっていくことは，とて

も嬉しい。 

・	 新しい情報を入手できる新聞があることは，時事問題など社会的なことがらについて，

子どもが興味や問題意識をもつことに役立った。	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
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表 6.6	 SCAT によるインタビューの分析例	 
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・	 自分は社会科を教えていないが，社会科の授業でレポートを書くときに，子どもは図書

館のエントランスにあるお手本を上手に活用していた。 

・	 エントランスに展示されると，教員も指示しやすいし，子どもも見やすかったと思う。 

プレゼンテーションを作るときも同じ。	  

 

	 このように，役に立った点ついてのインタビューでは，授業の成果物や新しい情報（新聞）

を利用者が日常的に手に取れるような場所や方法の改善と情報リテラシーの習得のつながり

に関連づけられた発言が続いた。以下では，インタビューでの教員 Cの発言と検定結果と照ら

し合わせて考察する。 

  まず，「常に新しい情報を入手できる」ために行った新聞の置き場所や子どもへの手渡し方

の工夫により，子どもが新聞を手に取ることの日常化を促すことになった。日常的に扱ってい

るからこそ，授業でも Web や図書に加えて，新聞を自然に手に取るようになったことが窺え

る。教員 C の発言から，この改善は「(6)複数の情報源を利用する」の平均値の向上に有効に

働いたと考えられる。 

	 次に，「授業の成果を保存・展示できる」ために行ったエントランスへの展示の仕方の工夫

により，授業の成果物が日常的に子どもや教員の目に触れられることとなり，いつでも手に取

れる状況を生み出すことになった。授業の成果物や付随したコメントを日常的に眺められる学

習環境は，必要に応じて参照できる手がかりとなったのでないかと推測される。教員 Cの発言

から，この改善は「(9)レポートにまとめる」「(10)主張を組み立てて伝える」の平均値の向上

に有効に働いたと考えられる。 

 

	 	 ③	 今後の改善点についてのインタビュー結果と考察	 

	 教員 Cが改善点として語ったことは，子どもの「情報リテラシー」の向上について今後の調

査に示唆を与える内容であった。 

 

・	 ぱっと見つけたものに安易に流されやすいという子どもの実態を，一つ調べたらもう一 

つというように，複数の情報源を組み合わせて調べるように変えていきたいと常々考え

ている。そこで，年鑑を使った授業を行おうと思ったが，図書館に年鑑が 6冊しかなか

ったので断念した。 

・	 教員の立場からすると，環境が整っていればすぐにできるが，環境が整っていなければ 
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「この程度で」と妥協したり諦めたりしなければならない。このことは，授業を行う時

の大きな要因である。 

 

	 このような発言から，教員が情報リテラシーの習得を視野に入れた授業を組み立てるときに

は，通常の授業で必要な単元設定，付けたい力，子どもの実態，子どもの興味や問題意識など

に加え，実現のための環境も描いていることが見えてきた。実際に複数の情報源にあたってみ

ることを通して，「（6）複数の情報源を利用する」ようになるという教員 C の考え方が年鑑を

使用した授業という発想につながったと思われる。学習環境を活用することを通して「情報リ

テラシー」は向上していくという考え方が教員にあることから，学校図書館を使う「子どもと

教員」の存在は，学校図書館を整備するときの要素として必要であると考える。 

 

 

6.5	 	 第 6 章のまとめ	 

	 学校図書館の学習環境の改善は，子どもの情報リテラシーの習得度の向上に効果があること

について検証を試みた。本調査における改善の特長は，利用者の活用を意識した展示の仕方に

ある。改善の要件として，「授業の成果を保存・展示できる」「常に新しい情報を入手できる」

ことを満たすために，授業の成果物や新しい情報（新聞）を利用者が日常的に手に取れるよう

な工夫を行った。その結果，情報リテラシーの平均値は向上し，「子どもと教員」の活用を意

識した展示の工夫は，情報リテラシーの習得度の向上に概ね有効であることが示された。 

	 調査を通して，利用者である「子どもと教員」は学習環境デザインの重要な要素であること

が確かめられた。また，「子どもと教員」と「授業」をつなぐ観点として，「学ぶ意欲とめあて，

子どもの実態」が見出された。 

	 学校図書館が学びの場として整備されるようになってきたものの，授業で活用されず，子ど

もに情報リテラシーが習得されていない現状があった。この現状を解決していく一つの方策と

して，利用者と授業をつなぐ観点である「子どもに抱かせたい学ぶ意欲とめあて，教員が把握

しておきたい児童の実態」は，教室と同様，学校図書館において授業をするときにも重視する

必要があることを提案したい。 
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終章	 まとめと展望	 

	 

	 本研究は，小学校現場において，「情報リテラシー」を育成するための授業に注目し，学校

図書館における「学習環境デザイン」の観点を提案することを目的とした。 

	 筆者は関西大学初等部の開設において，学校図書館の学習環境デザインを担当し，「学びの

場としての学校図書館」「読書の場としての学校図書館」「癒しの空間である学校図書館」の三

つのイメージをもって取り組んだ。本論文は，このうちの「学びの場としての学校図書館」を

フィールドとして取上げた。21世紀を生き抜く資質や能力を育成するための一つの場として，

多くの日本人がもつイメージの学校図書館を，「学習に役立つ」「授業を行う」「全員の子ども

が使う」という「学びの場としての空間」へと見直しが始まったからである 。 

	 学校図書館の特長は，組織化された情報・資料にある。学びの場としての学校図書館を活用

するには，情報・資料を使うための情報リテラシーが要る。この情報リテラシーは机上で習得

するのではなく，学校図書館を活用する「授業」を通して育成される。言い換えると，学校図

書館を活用した授業が行われなければ，子どもは情報リテラシーを習得する機会を得られない

ことになる。 

	 現在，学びの場としての環境整備は進んでいるものの，授業で使われていない学校図書館が

あるのも事実である。その理由の一つに，どの学校図書館も利用者を意識して学習環境が整え

られてきたが，学校図書館を活用して行われる利用者の活動，すなわち教員が進める授業につ

いての研究不足があると筆者は見ている。その根拠として，①各校に配置された司書教諭の職

務の実施状況は，授業に関する以外の内容が上位を占めていること，②司書教諭が指導してい

る情報リテラシーは，図書館の使い方を始めとした従来からの「利用指導」の内容が多く，「探

究の過程」を意識した指導法に含まれる内容は極めて少なかったことがあげられる。 

	 先行研究から，教員が「授業」で学校図書館を活用するためには，「教師用ガイド」と「協

働」が必要であるという見通しをもつことができた。さらに，これらを総合的に見て学習環境

をデザインするという考え方が要ることもわかった。しかしながら，これらの要素がどのよう

に機能し合うのかについては言及されていない。そこで本論文では，「学びの場としての空間」

における「授業」「子どもと教員」「情報・資料」の各要素間のつながりに目を向けた。つなが

りに目を向けることにより，要素と要素をつなぐ観点を見出すことができるのではないかと考

えたからである。 
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	 「教師用ガイド」については，司書教諭だけでなく担当教員をも対象とした内容が必要であ

ることがわかった。司書教諭と担当教員では，教師用ガイドに対する要望事項が異なるからで

ある。担当教員は直接指導に携わるため，基本的な知識や各教科等でどのように役立つのかを

知りたがっていた。一方，司書教諭は計画を立てる立場であることから，自分の学校の年間計

画が作りやすい教師用ガイドを必要としていた。また，総合的な学習の時間をはじめ各教科で

は探究の過程に沿った単元計画を立案していることから，各過程で育成したい情報リテラシー

の一覧表も必要であることがわかった。このようにして作成した教師用ガイドは教員の手助け

となり，子どもの情報リテラシーの習得度の向上に有効であったことが確かめられた。 

	 「協働」については，行政が積極的に協働できる時数を確保している地域があるものの，ど

の地域でもその時数が確保できるとは限らない。効果があるとわかりながら時間がないためで

きないという現状から，協働が行われるために必要なのは時間だけなのか，という視点をもっ

て調査を行った。切り口としたのは，習得されにくい情報リテラシーを絞ることである。協働

するときに，重点を置く情報リテラシーがわかれば，短い時間で指導の重点を絞った取組が可

能になる。調査結果から，担当教員が単独で行う授業において習得されにくい情報リテラシー

は，協働により効率よく習得されることがわかった。あくまでも，これは一つの事例である。

協働には問題点が多いものの，情報リテラシーをバランスよく習得できるという効果は示され

ている。問題点の解決策を試行錯誤することにより協働の幅が広がり，多様な協働の仕方が紹

介されることで情報リテラシーの育成につながると考える。 

	 「教師用ガイド」と「協働」は，「情報・資料」が「授業」や「子どもと教員」と機能し合

うための観点として効果的であることがわかった。学校図書館の情報・資料は組織化されてお

り，それらを授業で活かすために専門的な知識をもった司書教諭がいる。情報・資料を授業で

活用しようとすると，授業を行う担当教員と情報・資料に詳しい司書教諭との協働が必要にな

る。また，情報・資料を授業で活用することを通して，情報リテラシーが育成される。情報・

資料と子どもと教員をつなぐためには，教師用ガイドに情報リテラシーの指導方法や指導計画

があると，複数の教員が授業について話し合うときの土俵となる。しかしながら，「情報・資

料」と「授業」をつなげる「協働」と，「情報・資料」と「子どもと教員」をつなげる「教師

用ガイド」は，学習環境をデザインするときの観点の一部に過ぎない。	 	  

	 先行研究からは，このような観点が総合的にデザインされないと機能しないとの指摘があっ

た。先行研究で見出すことができなかった「授業」と「子どもと教員」をつなぐ観点が見える

ことより，「情報・資料」「授業」「子どもと教員」が相互に機能し合う学習環境デザインがで
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きることになる。関西大学初等部の事例から,学びの場としての空間において「授業」と「子ど

もと教員」の観点を見出すことができた。子どもに必要な観点は「学ぶ意味とめあて」であり，

教員に必要な観点は「子どもの実態」であった。具体的には，子どもの学ぶ意欲やめあてとい

う観点では，学びの足跡が見えるポートフォリオなど，教員が必要としている子どもの実態と

いう観点では，情報リテラシーの習得度のデータなどが考えられる。これらは，通常授業を行

うときにどの教員も必要とする観点である。学校図書館の授業においても，必要であることは

言うまでもない。教育という視点に立ったときに当たり前と言えることは，学校図書館でも当

たり前としていきたい。 

	 このように，「授業」と「子どもと教員」という要素をつなぐ「学ぶ意欲とめあて（子ども）・

子どもの実態（教員）」という観点が見出されたことにより，「情報・資料」と「授業」をつな

ぐ「協働」，「情報・資料」と「子どもと教員」をつなぐ「教師用ガイド」と共に，要素間を関

係づける観点が出揃った。これらの観点を機能させることが，学校図書館の学習環境をデザイ

ンすることであるというのが筆者の提案である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.1	 学びの場として機能する学校図書館の学習環境デザインのイメージ図	 
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	 本論文の 後に，筆者の展望を描いておきたい。 

	 学習環境デザインという視座に立つと，観点ごとの関係や，関係し合うために必要な情報が

見えてくる。空間，活動，共同体，人工物という山内の 4要素を子どもの学びを視野に入れた

用語に置き換えると，「学びの場としての空間」「授業」「子どもと教員」「情報・資料」となる。

さらに，これらの要素を機能させるためには，「協働」「教師用ガイド」「学ぶ意欲とめあて（子

ども）・児童の実態（教員）」という観点が必要である。これらの観点には，例えば，次の様な

「情報」があると関係し合いやすい（図 7.2）。 

 

	 	 所在情報：学習に必要となる資料がどこにあるか 

	 	 内容情報：資料にはどのような内容が含まれているのか 

	 	 関連情報：授業のトピックとどの資料が関連しているか 

	 	 活用情報：資料をどのように活用すれば学習に資するか 

	 	 授業情報：授業でどんなトピックを扱っているか 

	 	 目標情報：学習の成果は何か 

	 	 学習者情報：学習者がどのような状態であるか 

 

	 「資料にはどのような内容が含まれているのか（内容情報）」「授業のトピックとどの資料が

関連しているか（関連情報）」という情報は，「教師用ガイド」を設計するときに尋ねた司書教

諭や担当教員の要望のなかに見ることができた。 

	 「学習に必要となる資料がどこにあるか（所在情報）」「資料をどのように活用すれば学習に

資するか（活用情報）」, そして，「授業でどんなトピックを扱っているか（授業情報）」という

情報を，学校図書館の専門的な知識のある司書教諭と授業を進める担当教員が共有するからこ

そ，協働が可能になることをインタビューから垣間みることができた。 

	 授業と利用者をつなぐには，「学習の成果は何か（目標情報）」「学習者がどのような状態で

あるか（学習者情報）」という情報が必要であることが，教員へのインタビューの分析から見

出すことができた。 

	 つまり，観点が増えれば，授業を進める担当教員が求める情報はさらに増えることになる。

ここであげた情報については，十分な検討をしている訳ではないものの，関係し合うための情

報は要素間が機能し合うための助けとなる。 

	 本研究をまとめる過程を通して，要素と要素を関係付けようとするとそこには新たな観点が
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必要となり，観点の中には多くの情報が含まれていると考えるようになった。それが，機能す

る学校図書館の学習環境デザインにつながるからである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7.2	 子どもの学びを視野に入れたときに必要な観点と関係し合うときに必要な情報	 
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	 このように，各要素が機能し合うには要素間をつなげる観点が存在し，それぞれの観点には

情報の存在が重要であると考える。教員が子どもに情報リテラシーを育成するとき，授業を進

めるためには「協働」，情報・資料を活用するためには「教師用ガイド」が役立つ。それぞれ

の観点が関係し合うには，さらに新たな情報が加わると関係し合いやすくなる。 

	 本研究を通して，学校図書館の学習環境をデザインするときには，学習環境を構成する要素

間の関係に目を向け，要素と要素をつなげるための観点を見出すことにより具体的な方策が見

出されることがわかった。観点とは観る点である。ものの見方や考え方が多面的になればなる

ほど新たな観点が生まれ，観点に含まれる情報はより一層複雑になる。今後，時代もより複雑

化していくであろう。そうした中で，学校図書館を活用して育成する新たな情報リテラシーが

生まれる可能性もあるだろう。社会の中で生きる子どもを育てる上で，このような時代の変化

に即した学校図書館の学習環境をデザインしていくことが筆者の夢である。 
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に進む力となりました。 

 

	 もう一つのフィールドである関西大学初等部では，松本京子先生に学習環境改善の視点で貴

重なご意見をいただきました。度重なる調査に，いつも快く協力してくださいました。松本京

子先生のインタビューからは，子どもに対する熱い思いが伝わってきました。学校司書の向井

弘子さんとは，二人三脚で関西大学初等部の図書館を創りあげてきました。課題を見付けては

改善することの連続の日々の中で，子どもの嬉しそうな表情を共感できる相手がいつも横にい

たことは，言葉で言い尽くせないほど幸せなことでした。田中明文校長先生には，学校図書館
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の学習環境構築の相談を何度もさせていただきました。校長先生の応援があったからこそでき

たことがたくさんありました。情報化された学校図書館をデザインするに当たり，情報教育の

専門家でもある田邊則彦先生，江守恒明先生の知恵をたくさんいただきました。そして，関西

大学初等部の教職員の皆様のご意見をいただきながら，学校図書館の構築に携わることができ

ました。 

	 また，関西大学初等部の図書館を立ち上げる際には，私立学校において先進的な図書館を構

築しておられる中央大学附属高校平野誠先生，清教学園中・高等学校片岡則夫先生，関西学院

中等部河野隆一先生，玉川学園伊藤史織先生には，情報リテラシーを育成するための学習環境

デザインの取組について，現場の目線から貴校の図書館を紹介していただきました。また，調

査にもご協力いただきました。 

 

	 二つの研究のフィールドは，今でも私の財産です。フィールドを提供してくださった皆様に

心から感謝申し上げます。 

 

	 社会人院生として研究を継続するにあたり，多くの方々に後押ししていただきました。 

	 私の研究の先を歩んでおられる青山学院女子短期大学堀川照代教授，鶴見大学河西由美子准

教授からは，多くの先行研究をはじめ研究の視点に関する示唆をいただきました。進むべき一

歩を自身に問うことができました。 

	 東京学芸大学高橋純准教授，福岡工業大学短期大学部石塚丈晴教授には，研究の進め方や調

査方法についての具体的な示唆をいただきました。研究を進める上での基本的な技能や用語の

使い方を学ぶことができました。  

	 関西大学村山泰子教授，国立教育政策研究所福本徹総括研究官には，図書館情報学や教育学

の視点から，動向についての示唆をいただきました。抱いた疑問点にはいつも明快な答えを返

してくださいました。 

	 神奈川県大和市教育員会学校図書館スーパーバイザー藤田利江さん，元市川市教育センター

指導主事小林路子さんからは，研究のための資料を数多く提供していただきました。図書館の

未来についても語り合いました。先輩からの言葉は，研究を続けるエネルギーになっています。 

	 同じ分野の研究仲間である慶應義塾普通部司書教諭の庭井史絵さん，椙山女学園大学図書館

司書の天野由貴さんからは，いつも刺激を受けました。試行錯誤の取組，目の前の課題につい

ての議論は，自身の研究の立ち位置を確認する時間になりました。 
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	 児童文学評論家の赤木かん子さんからは，学校図書館の置かれている状況や子どもにつけた

い力についての示唆をいただきました。深い知識と探究心は常に私のお手本です。 

	 元松江市学校図書館支援センターの原田由紀子さんには，本論文についての議論の相手にな

っていただきました。私の拙い論文をじっくり読んでいただき，行政の立場，司書の立場から

の数々の指摘をいただきました。また，文章表現等の校正もしていただきました。 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 皆様の支えの上に，本論文があります。心より御礼申し上げます。 

 

	 私が研究を志したのは，静岡大学大学院情報学研究科の修士課程で堀田龍也先生（現東北大

学大学院教授）にご指導いただけたことがきっかけです。そこで学んだことは，自分の行って

いる日々の実践を一般化する作業を通して，次の時代に何かを残すことができるということで

す。修士課程修了後も研究を続けている私に，博士課程での学びを促してくださったのも堀田

先生でした。博士課程での学びは想像以上に厳しく，くじけそうになることもしばしばでした。

そんなときはきまって，「ぼくもそうだったよ」と背中を押してくださいました。静岡大学大

学院時代からの研究仲間である中尾教子さん，斎藤智世さんとは，多岐に渡る悩みを始め研究

の進め方に至るまで，時間を忘れて話し合いました。この時間は，今でも前に進むエネルギー

の源になっています。ありがとうございました。 

  	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	   

 

	 後になりましたが，修士課程に入学してから今日までの 10 年間，常に励ましてくれた家

族に感謝します。博士課程で学ぶという贅沢な時間を得ることができたのは，家族のおかげで

す。私が学んでいる間に，家族のそれぞれは自分の道を見つけ，私の前を歩んでいきました。

後になりましたが，私もようやく一つの区切りをむかえることとなりました。いつも応援し

てくれてありがとう。家族の支えは大きな力になりました。 

	 そして，学ぶことを幼いときからずっと応援し，小さなことでも心から喜んでくれた両親の

存在を，生涯忘れることはありません。 

 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 これまで，私を支えてくださったすべての皆様に感謝して謝辞を閉じます。 

 

	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 平成 27年 12月 1日	 	 	 	 塩谷京子 
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